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本文中の主な記号

記号説明初めて出る章

ａ回折網の横巾２

ａアンテナ開口面の半径３

ａｉ球面多角形の辺の長さ５

Ａアンテナの開口面積２

Ａｄ回折網の実面積２

Ａ。アンテナの実効開口面積２

Ａｉ球面多角形の内角５

Ａｎ開口面振幅誤差の径方向ｎ次周期成分３

Ａ。パラボラアンテナの開口面積２

Ａ．反射板の面積２

Ａｚアンテナの方位角４

ｂ回折網のたて幅２

Ｃカバレッヂの立体角５

Ｃｉ放射電界Ｇｉの虚部３

ｄ，ｄｌ，ｄ２２地点間の距離２

ｄ２枚の誘電体板間の距離２

ｄ，関係距離＝ｄｌｄ２／（ｄｌ十ｄ２）２

Ｄアンテナの指向性２

Ｄアンテナの開口径４

Ｄ。搭載用アンテナの最適開口径５

Ｄφ水平面内指向性２

Ｄθ垂直面内指向性２

Ｄ／Ｕ信号対干渉電力比３

Ｅ開口面上の電界分布３

Ｅ，開口面上正偏波電界成分３

Ｅ２開口面上交叉偏波電界成分３

Ｅｄ回折電界強度２

Ｅ１アンテナの仰角４

Ｅ。開口面上のＥ面方向電界成分３

Ｅ，開口面上のＨ面方向電界成分３

ｆ周波数２

ｆ開口面アンテナの焦点距離４

Ｆフレネル積分２

Ｖ
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記号説明初めて出る章

Ｆｄフェージッグデプス２

ｇアンテナサイドローブの包絡線パターン３

Ｇアンテナ利得２

Ｇアンテナ指向性を表わす遠方電磁界２

Ｇ，正偏波の指向性３

Ｇ２交叉偏波の指向性３

Ｇ。ビーム中心の指向性利得５

Ｇ。カバレッヂ周辺での最小利得５

Ｇ。最適開口径における利得５

Ｇｏ軸方向アンテナ利得３

Ｇ，受信アンテナの軸方向利得・３

Ｇｔ送信アンテナの軸方向利得３

Ｇ／Ｔ地球局アンテナの利得対雑音温度比，４

ｈ受信点の垂直方向の高さ２

ｈ副反射鏡の高さ４

Ｈ，Ｈｏ回折点の実効高２

Ｉｍ虚部３

Ｊ，ｎ次タッセル関数３

ｋ等価地球半径係数２

ｊ第１フレネル帯半径２

ｆ主反射鏡の長さ４

Ｌ利得低下量，通過損失２

Ｌｏ自由空間損失２

Ｌｄ自然回折波の自由空間値からの損失２

Ｌ．受信電力の自由空間受信電界からの損失２

ｎ回折網の段数２

ｐ開口面電界分布の指数３

Ｐ．受信電力２

ｐｔ送信電力２

Ｑ。開口面位相誤差の周方向ｎ次周期成分２

卜Ｒ地球の半径２

Ｒｅ実部３

Ｓ開口面の面積３

Ｓ等価的な副反射鏡の高さ４

Ｓｉ放射電界ＧＩの虚数部３
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記号説●明初めて出る章

ｔ誘電体，金属片，着雪層の厚さ２

ｔａｎ５誘電体の誘電正接２

Ｔ’誘電体，雪の透過係数２

Ｔ雑音温度４

ｗ金属片の幅３

ｗ回折網のたて幅２

χ通過電波の損失２

χＰＤ交叉偏波識別度３

ｙ回折網利得の減少量２

ｚ．ｚ，線路，媒質の特性インピーダンス２

Ｚ０真空中の特性インピーダンス２

α電波の２次波源への入射角２

α雪の減衰量定数３

α大気の減衰量４

αアンテナのオフセット角４

α受信偏波角３

β，βｏ，β１位相常数，波数２

β送信偏波角３

７・周波数，回折実効高，誘電率等の相対変化率２

γ＝１－ｃｏｓ∂（∂は回折網の傾斜角）２

７・楕円偏波の軸が給電偏波方向となす角３

ｒ電圧反射係数２

∂衛星の姿勢安定度５

∂ｈ回折点の垂直方向の高さの変化２

∂Ｈ回折実効高の変化２

△Ｅ開口面上の振幅偏差３

△ｆ周波数変化量２

△Ｇ回折網利得の変化２

△Ｇｈ回折実効高の変化による利得変化２

△Ｇ１中心点移動による利得変化２

△Ｇ。△Ｈのずれによる利得変化２

△Ｈ，△Ｈ１フレネル環の幅２

△Ｐ誘電体の通過位相誤差２

△Ｐ開口面上の位相誤差３

△ｔ誘電体の厚さの仕上がり誤差２



記号説明初めて出る章

△γ直交性のずれ３

△Θ入射角変化に対応する回折網の傾斜角変化２

△φ水平面内指向性の半値巾２

△∂垂直面内指向性の半値巾２

ｓ（比）誘電率２

ｉ複素誘電率２

ε’複素誘電率の虚部２

η、η、開口能率、２

．η正規化垂直面内角度πｂｓｉｎ∂／λ２

∂回折網の傾斜角２

∂。カバレッヂの視直径５

Θ回折網の初期設定傾斜角２

Θアンテナ開口角４

λ自由空間中む波長２

Λベッセル関数から導かれる関数３

ξ正規化水平面内角度＝πａｃｏｓ∂ｓｉｎφ／λ２

φ回折点より見た受信点の垂直方向ずれ角、２

または電波の垂直面内入射角変化

φ雪の位相回転量２

φ開口面上位相誤差３

χ楕円度（楕円の長短軸比）３

χ楕円の主軸の傾き３

ω角周波数２
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第１章 序論

１。１研究の背景

アンテナは、聞かれた空間伝送路を伝搬してきた電磁波を収集し、あるいは、この伝送路

に電磁波を送りこむ装置である。すなわち、アンテナ系は、伝送路と無線機器とを結合する

装置であり、伝送路としての特性をある程度支配すると同時に、無線機器の設計に大きな影

響を及ぼす。従って、アンテナ系の特性は、無線伝送方式の方式諸元を決定する最も大きな

パラメータの一つであり、アンテナ系の構成如何によって、方式が決定されると言っても過

言ではない。

ここで、２地点間の固定通信方式に用いられる、いわゆるペンシルビームアンテナの特性

を規定するパラメータと、通信方式の諸元との相互の関連をみてみよう。表１．１にこれらの

関係を要約して示す。次ぎに、アンテナハードウェアの設計の観点から、設計に際して考慮

する諸元と、アンテナ特性との関連を、開口面ペンシルビームアンテナについて表１．２に示

す。

これらの表より理解できるように、アンテナの諸特性は方式の構成諸元と多角的に結びつ

いており、同時に、アンテナの設計において考慮すべき要素とも、多面的な関連を有する。

換言すれば、アンテナの設計もまた、他の多くの機器と同じように、数多くのコンプロマイ

ズの上に成り立っている。従って、方式的に何を重視するかによって、その構成が異なって

くる［１］。

固定した２地点間の情報伝送を行うマイクロ波無線伝送方式においては、従来からパラポ

ラアンテナが主として用いられている。このアンテナは、構造が簡単で軽量であり、かつ、

開口能率も比較的高いという特徴を有するが、広帯域化か難しく、また、指向性等の特性制

御も困難であるという欠点を有している。

このため、４～６ＧＨｚの帯域を用いる広帯域無線伝送方式用としては、専らホーンリフ

レクタアンテナが用いられるようになった。このアンテナは電波通路内に反射点を有しない

ため、極めて広い周波数帯域にわたって低いＶＳＷＲを実現でき、かつ、水平面内指向特性

も優れている特徴を有している。反面、構造・重量が大きいため、経済性に欠ける欠点があ

り、マイクロ波大容量長距離伝送方式の如く多周波数帯を共用することによって、経済性を

向上しうる方式に適用されてきた。

主反射鏡以外に１個の副反射鏡を備えたカセグレンアンテナは、上述の両アンテナに比べ

給電が容易である点に最大の特徴を有し、従来は衛星通信地球局アンテナの如く、可動機構

を有するアンテナ系に主として用いられていた。しかし、電子計算機の発展とあいまって、

２枚の反射鏡鏡面を変形して指向特性、開口能率等を改善する鏡面修整技術が発展したため、

衛星通信用大形アンテナのみならず、地上通信方式用アンテナにも次第に適用される状況に

なっている［１１］。

－ １－



方

熱雑音

・定

・変

常

動

分

分

・瞬断時間率

・多中継相加

式

表１．１方式設計とアンテナ・伝搬の諸特性

伝 搬

自由空間損失（中継距離）

フェージング，降雨減衰

路

レイリーフェージング発生確率

降雨減衰累積確率

フェージング・降雨減衰による雑音相

加・瞬断率相加

アンテナ系

利得，給電線損失

着氷，風による揺れ，ビー

ム幅

ひずみ（準漏話雑音・波形ひずみ・符号間干渉・同期はずれ・ジッタとその相加）

マルチパスフェージング（多重波の振

幅・遅延時間差，発生確率），反射に

よる振幅，位相周波数特性

干渉（干渉雑音，パイロット・雑音切替動作）

自ルート内

・隣接チャネル干渉

・隣接通過干渉

・次隣接チャネル〃

・オーバリーチ〃

・フロント・バック

干渉

他ルート・他方式間

干渉

周波数選択性フェージング，ＸＰＤ＊

ガ
ガ

”

フェージング・降雨減衰の減衰差区間

相関

”

レベル変動（アナログ変調）

ダイバーシチ方式

，ＸＰ・Ｄ，降雨減衰

減衰（ＡＧＣ，リミッタ）

周波数選択性フェージング（帯域内）

減衰・ＸＰＤ改善効果（空間・周波数

・ルートの相関）

＊：交叉偏波識別度

アンテナインピーダンス，

給電線インピーダンスと給

電線長，近軸指向特性

アンテナ・給電線ＸＰＤ

一一一一

近軸・広角指向性

（主偏波・交叉偏波）

広角指向性（〃）

” レ）

一一一一

合成・切替技術

一方、通信衛星搭載用アンテナに関しては、インテルサット系の諸衛星に見られるように、

地球全体を通信領域とするパラボラないしホーンリフレクタ形アンテナが用いられているが、

この場合、個々の衛星に応じてそれぞれ最適設計を行う必要があり、日本の国内通信衛星に

適したアンテナに関しては、衛星本体・通信機器とのインタフェースも含めて、その最適形

を追求する必要があった［９４］［９５］。

－ ２－

ＩＳＩ

－・

か

１

一一一一

－－一一

一一一一

ａ

！

ｓ

ｊ

ジ
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表１．２ペンシルビーム開口面アンテナの特性と設計諸元

アンテナ特性近軸広角交叉イン周波風圧経済

利得指向指向偏波ピー数特美観

特性特性特性ダッ性荷重性

設計諸元，ス

アッテナ形式○○○○○○○

一次放射器○○○○○

開口面積○○○○○○

開口角○△△○△△

開口面分布・対称性○○○

”・非対称性△○△○

鏡面精度●非周期性○△○△○

”●周期性△△○

ブロッキング○○○

散乱△○△

スピルオーバ△△○

頂点整合板△△△○○

遮蔽○△△△

レードーム○△△○△○○○

地上無線回線に用いられる無給電中継系に関しては、反射板を１ないし２枚用いた方式が

マイクロ波帯において用いられていたが［９６］、原理を全く異にする回折網方式が研究され

つつあった。しかし、この方式を実用に供するためには、さらに経済性をも含めた詳細な検

討の必要性があった。

本論文においては、筆者が電気通信研究所において従事する機会を得た研究のうちから、

アンテナ系に関する諸問題をとりあげ、上に述べた方式的観点からの記述を試みた。これら

の研究において、基本的に共通するものは、当然のことながら、コスト／パーフォーマンス

の観点であり、特に経済性を向上する新しい技術の開発に多大の努力を払っている。

これらの研究が行われた１９６１年から７７年にかけての期間は、アナログＦＭ無線伝送

方式の大容量化、ディジタル無線伝送方式の開発、衛星通信方式の研究開始、および新周波

数帯の開拓が進展した時期であり、さらにこれら各種俵線方式の導入により、回線間の相互

干渉、無線周波数スペクトルの有効利用に関心が高まってきた時期でもある。

本研究はこのような技術的・歴史的背景の下に、１１ＧＨｚ短距離無線中継方式、ヽ２０

ＧＨｚ長距離ディジタル無線伝送方式、ならびに４～３０ＧＨｚ帯を用いた国内衛星通信方

式において用いられるアンテナ系の設計、経済化、高性能化を行ったものである。
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１。２本研究の概要とその意義

本論文は、上述の技術的・歴史的背景の下に行われた公衆通信用無線伝送方式に適用され

るアンテナ系の研究の内容を述べたものである。

第２章では、１１ＧＨｚ帯無線伝送方式に適用することを目的とした新しい無給電中継方

式としての回折網方式の研究について述べる。無給電中継方式は中継回線経済化の有力な手

段であるが、従来は、反射板方式が専ら用いられていた。回折網なる概念は、反射板とは全

く発想を異にして、山岳回折伝搬特性の改善のために考案された方式であり、元来、本土一

沖縄間回線のように、非常に長距離にわたる劣悪な伝搬状態の無線回線を対象としたもので

あった。これを、区間長３０ｋｍ未満の短距離無線中継回線に適用しようという発想の下に、

１１ＧＨｚ帯への適用を目指して研究を進めた処に独自性があると言えよう。本研究の内容

は、すでに原理的および実験的に伝搬特性安定化の効果が確かめられていた遮蔽形回折網を、

１１ＧＨｚ帯短距離無線中継方式に適用し得る可能性について、方式的観点からの見直しを

行ない、実用化のために必要となる諸特性を明らかにすると共に、その効率をさらに高める

透過形回折網を考案し、材料の開発から始めてその実用化に至るまで、一貫した研究を行っ

てきた処にその特徴がある。

さらに、反射板方式と比較して、それぞれの適用領域を明確にし、１１ＧＨｚ無線伝送方

式の一層の経済化の可能性を明らかにした。

第３章では、地上固定通信方式および衛星通信方式に用いられる開口面アンテナに関する

諸問題、特にその電気特性の高性能化を図る場合に必要となるアンテナの基本的な性質を、

通信方式設計の観点から理論的および実験的に論じている。

まず、準ミリ波ディジタル無線伝送方式用アンテナで最大の問題となった交叉偏波特性に

ついて、その劣化要因を解明し、それが反射鏡の微少なひずみによるものであることを初め

て明らかにした。さらにここで展開した理論を用いて、アンテナのレードーム面に付着した

雪が交叉偏波特性に及ぼす影響を理論・実験の両面から明確にするとともに、伝搬路の交叉

偏波特性との相互作用についても論じている。また、雨・雪の影響を防ぐために装置したレ

ードームの保持用遮蔽板によって発生する広角指向性の劣化を極めて簡単に改善する方法を

提案している。

一方、周波数有効利用の観点から、アンテナの広角指向特性への要求は、益々厳しくなっ

ているが、コスト／パーフォーマンスを考慮すると、方式的観点からの最適化が必要である。

そのために必要となる基礎的な理論を確立するため、まず、アンテナのサイドローブの微細

構造を統計的に処理することによって、サイドローブの分布特性、および大口径アンテナの

統計的な指向特性を明らかにした。ついで、アンテナの指向特性と分岐回線干渉について論

じ、アナログ変調方式およびディジタル変調方式用アンテナとして、方式的に最適化を図っ

たアンテナ特性を提案している。さらに、アンテナの指向性のみによっては除去し得ない干

渉電波を、第１章で述べた回折網の原理を用いて除去する方式を提案している。

これらの研究は、従来十分には解明されていなかった無線通信方式設計とアンテナハード

ウェア設計に関係するアンテナの諸特性に対して設計上の指針を与えうるものである。

－ ４－
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第４章は、３０／２０ＧＨＺ帯を用いた国内衛星通信方式用地球局アンテナ系の研究につ

いて述べている。国内衛星通信方式用地球局アンテナは、世界初の３０／２０ＧＨｚ帯を用

いる地球局アンテナとして、技術的諸問題を解決する必要に伽えて、国際衛星通信用アンテ

ナとは異なった厳しい経済性の制約、すなわち、都市内の局舎屋上等へ容易に設置できると

いう条件、それから派生する送受信装置とのインタフェース条件、および地上回線との相互

干渉という条件を克服する必要があった。

このため、まず、従来の軸対称カセグレンアンテナについて、その限定駆動化、鏡面製作

の経済化、設置の簡易化等を目標とした地球局アンテナ系を設計・試作した。引続き、指向

特性の改善、および風圧荷重の軽減等を狙ったオフセットカセグレン地球局アンテナの研究

を行った。これらのアンテナ、特にオフセットカセグレンアンテナは、１９８３年２月に打

ち上げられた日本最初の商用通信衛星ＣＳ－２を用いた国内衛星通信方式に適用され、現在

各地で建設が進められている。これは、オフセットカセグレンアンテナとしては世界初の商

用化である。

この研究に当たっては、鏡面製作の経済化、および低サイドローブ化に重点を置き、前者

に対しては、主反射鏡を回転対称としてパネル製造経費を軽減し、ビーム給電部反射鏡と副

反射鏡とを用いた鏡面修整技術を開発して特性を確保することにより、オフセット形本来の

低サイドローブ特性を実現し、軸対称形で開発した限定駆動技術を採用して、システムのコ

ストダウンを図った点に特徴がある。

第５章は、ＣＳ衛星（さくら）に採用された中容量国内通信衛星搭載用アンテナの研究に

ついて述べる。日本の国内通信衛星は、６／４／３０／２０ＧＨｚの４周波数帯共用を行う

という点で、世界に先鞭をつけたものであるが、これを実現するための最大の課題の一つが、

４周波数共用アンテナ系であった。想定される衛星規模等を勘案して、スピン安定化衛星用

デスパン形アンテナを研究対象とし、４ＧＨｚから３０ＧＨｚにわたる帯域での給電方法、

単一アンテナによる各周波数帯での効率的な指向特性の実現方法、衛星搭載用として、宇宙

環境、打ち上げ条件、衛星重量、姿勢安定度等に適合したアンテナ系の設計等について、多

岐にわたる調査、検討、実験を行った。これらの研究の結果、最終的には、ホーンリフレク

タ形４周波数帯共用アンテナ系を選定し、３０／２０ＧＨｚの準ミリ波帯ではビーム成形を

施して、日本本土の形状に合わせた成形ビームを放射し、６／４ＧＨｚ帯では日本全土をカ

バーする、極めてユニークなアンテナ系を実用化することに成功した。さらに、このアンテ

ナ系を衛星への搭載に耐え得るように、構造材料の検討から始めて、鏡面製造の方法に至る

まで、理論的・実験的検討を繰り返した。この研究成果を採用して、ＣＳ衛星用アンテナ系

が米国ＦＡＣＣ社で製造され、さらに、ＣＳ－２衛星において名実共に国産化に成功した。
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第２章 短距離無線中継方式への回折網の適用

大都市と中小都市間、あるいは中小都市相互を結ぶ短距離無線中継方式は、回線長百数

十ｋｍ以下の経済的な中継回線である。使用周波数帯は、２、１１および１５ＧＨｚ、帯であ

るが、特に使用可能帯域幅が広く、回線密度も高くとれる１１ＧＨｚ帯が多く用いられて

いる［４］。１１ＧＨｚ帯無線中継方式の標準中継区間長は３０ｋｍである。山岳の多い

日本の地形上、中小都市内に位置する電話局等に設置される無線中継所（端局）から、隣

接の中継所まで、直線距離では十分中継可能でありながら、途中に山岳が介在するために、

これが困難な場合が多く、その度に中間中継所を建設することは極めて不経済である。

このような場合には、通常、反射板を用いた無給電中継方式が用いられる。この方式は、

電波通路をほぼ任意に変えることが比較的に容易であり、このために建設位置選定の自由

度も大きい反面、開口面アンテナと同等以上の鏡面精度を確保する必要がある。とくに、

反射板建設地点が送受信点から離れるに従い、方式上必要な一定の受信入力を確保するに

要する反射板面積が増大するため、１０ＧＨｚ以上の周波数の高い領域では、所要の鏡面

精度を有し、風圧荷重にも耐え得る大形反射板の建設は困難となってくる。また、電波の

屈折角が１８０度に近い領域では、２枚の反射板を必要とするため、建設費が増大する。

無給電中継の他の可能性は回折網方式である。この方式は、元来、山岳回折見通し外通信

方式において、その伝搬特性を改善するために、回折電界強度をナイフエッジ回折電界強

度の理論値に近づける手段として考案されたものである［２］。即’ち、回折山岳上に人工

的な回折エッジを設置することに端を発し、さらに複数個の多重エッジを設けて受信電力

を飛躍的に増加させることを可能とした。１９６０年１２月に、北関東地区の鳥山一飯田

間において、はじめて理論の確認実験が行われた［３］。

この回折網方式を上述の無線中継方式に適用することによって、反射板方式の欠点を補

い、また、山岳回折方式の伝搬特性を改善して、無給電中継方式の経済化と高性能化を図

ることを目的として、１１ＧＨｚ回線への適用の可能性についての検討を行った［５］。

１９６２年夏、富山一高岡間におけるフィールド試験において、新たに能率改善のため

に考案した透過形回折網も加えて、その特性を明らかにした。引続き、１９６２年から６

４年にかけての冬期に、降雪地帯における着雪の影響を検討する試験を実施した。これら

の試験と、理論的および実験的研究により、回折網の諸特性、設計法、建設工法および回

折網を適用した区間の伝搬特性等を明らかにした［６］［７］。さらに、１９６６年に富

山一高岡とは異なった地理的条件にある松阪一伊勢間において、実用回線の１区間として

遮蔽・透過混合形回折網のフィールド試験を行ない、商用への可能性を確認した。

この結果、回折網が適用できるような、送受信点を結ぶ大圏コースに近い山頂等に無給

電中継方式を用いる場合には、例えば２枚反射板方式等に比べて、回折網方式は開口能率

が良く、製作・建設の両面において簡易・経済的であり、無給電中継方式のより一層の経

済化を図り得ることを実証した［８］。

本章では、回折網の原理から、その実用化に至る理論的考察、実験結果等を述べる。
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２。２回折網の原理

回折網方式は山岳回折伝搬特性を改善するために考案された無給電中継方式であって、

回折山陵上の凹凸や厚み等の不規則性による回折電波の乱れを人工的に整え、受信電力を

ナイフエッジの理論値に近づけ、フェージングの減少をはかろうという考えから発展して

きたものである。

回折網の原理と取り扱いの方法は、一般に光学で行なわれている衝立や細隙による光の

回折と同様であって、厳密にはフレネル・キルヒホッフの方法による。この解については

すでに詳細に検討されているので［２］［３］、本節では結果のみを引用することとし、

次の点を指摘するにとどめる。

フレネル・キルヒホッフの理論では、ある点の電界を求める場合、その点を囲む閉曲面

を想定して、この曲面上に存在する電磁界を２次波源と考え、この波源からの放射界を曲

面全体につき積分する。これを回折網に適用する場合に、積分は回折山岳および回折網と

しておかれた電波遮蔽体を除いた空間におよぷわけであるが、このときの受信電界は、遮

蔽体のない場合の受信電界（いわゆる山岳回折電界）に、遮蔽体を置くべき空間に、その

電界を消すような２次電界を想定し、この仮想的な波源からの放射電界を加え合せたもの

になる。とくに、山岳回折電界が非常に弱い場合には、受信点の電界はほとんどこの仮想

的な波源からの放射によって定まる。すなわち、この遮蔽体は、一種のアンテナとして作

用しており、同じように無給電中継に用いられる反射板についても全く同様のことがいえ

る。後者の場合には、反射板表面における境界条件を満足するような２次電磁界が発生す

る。

さて、以下に回折網の原理につき、ｊ

やや直観的に説明を加えておく。

図２．１において、電波の送信点をＳ、

受信点をＲ、回折点をＰｏとし、それ

ぞれの距離を図示のように定める。送

信点Ｓより出た波は、山岳上の各点

ＰＩ、Ｐ２、…を通って受信点Ｒに到

達する。それぞれの波は互いに異なり、

このため受信電力は大きくならない。

この有様は、図２．２に示すコルヌの“

．Ｐ３

図２．１送受信点と回折点の関係

らせん”（フレネル積分曲線）でよく表わされる。この図で点線の部分は途中の山岳でさ

えぎられた部分の受信に寄与すべき電界であり、実線部分が山岳上の空間が寄与する電界

を表わし、上空に行くに従い中心に向かって巻き込んでいく。したがってＲにおける受信

電界は実線の１端から中心’｀向う＾゛クトルＰｏ→Ｐ。。で表わされる。これがナイフＪ１７ジ

の模型より求められる回折電界強度の理論値に相当する。この受信電界を強めるために、

山岳上に電波の遮蔽体を置き、受信点に逆相となって到達する電波を遮蔽する。たとえは

図２．２においてＰ０－≫Ｐ。。を結ぶ直径に対して片側の円弧を描く電界成分を遮蔽するよう

に遮蔽体の寸法を定めたものとしよう。このとき受信電界は。

Ｆ７Ｆ、十Ｐ２Ｐ３十・・・・・となり、これらのベクトルはすべて同相であるから
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図２．２コルヌの“らせん″

Ｒｅ

受信電界は遮蔽体の数に従って増加していく。ここで図２．２における点Ｐｏ、ＰＩ、・・・・

・を図２．１における山岳上空の点Ｐｏ、Ｐｈ・・・・に対応させる。山岳上の点Ｐｏの実

効高をＨとすれば、各点を通ってＲに到達する電波の波の位相は互いにπだけ異なるから、

図２．１よりＰ。とＰ、、。１を通る電波の通路長の差につき、次式が成立する。

亨［

－ ７十（Ｈ十ΣｊＨｉ）２－
ｉ＝１

ここにλ：自由空間中の波長，△Ｈｉ

通常，
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＋２
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）２

・
・

（Ｈ十ΣｊＨｉ）２］

Ｐｉ。ｌとＰＩの間隔で△Ｈｏ

が成立するから上式は△Ｈ。につき解けば、

∠ｉｎ．一

一
１ ）２十がー（Ｈ十ΣｊＨ

８－

一

一

一

一

７「 （２－１）

０，である。

） （２－２）

ｆ

￥

剱

加



ｆ

ト｜

夢

£＝ノヅ］ｙｊレ

ここにｊは、その点における第１フレネル帯半径である。

ここで実効高が高く

Ｈ≫£，Ｈ≫＾Ｈｉ，

が成立するならば式（２－２）は、

∠ｊＨ。＝谷

（２－３）

（２－４）

となり、遮蔽体の間隔はすべて等しくなる。この△Ｈ、、はいわゆるフレネル環の幅である。

すなわち回折網は、受信点よりみて位相の反転する空間（フレネル環）を１つおきに遮

蔽して、受信点において焦点を結ばせる、一種の電波レンズ系と見なすことができる。こ

のような回折網の遮蔽体と受信電界ベクトルとの関係を概念的に

図２．３に示す。

この図で遮蔽体の下端のベクトルが再び巻き込んでいるのは、自

然山岳の凹凸、樹木等の影響によって自然回折波がナイフエッジの

理論値よりも小さいことを等価的に表現したものである。この図か

ら回折網の利得は、同じ横幅を持ったナイフエッジ回折電界強度に

対して、遮蔽体の数がｎの場合（ｎ段回折網と称す）

２０ｌｏｇ（２ｎ）ｄＢ

で与えられることがわかる。また、自然山岳がナイフエッジと見な

せる場合、あるいは人工的なナイフエッジを適当な遮蔽体により作

った場合には、エッジとの間隔を△Ｈに保つことにより

万
～
乞

２０ｌｏｇ（２ｎ＋ｌ）ｄＢ図２．３受信点より

で与えられる。みた回折点

回折網の原理と遮蔽板の縦幅と間隔は上に述べたとおりであるが、の電界ベク

利得をあげるためには回折網の面積すなわち段数と横幅とを大きくトル

する必要がある。しかしあまり段数を増すと周波数特性が顕著とな

ってくる。横幅をフレネル環に沿い円弧状に伸せば、長さに比例して利得は上昇するが、

直線状に伸ばす場合には、図２．４に示すようにある長さ以上になると多くのフレネル環を

横切るようになり、比例的な利得の上昇は望めない。能率的な長さは横幅がほぼ第１フレ

ネル帯半径に等しいときで、このときの受信電界は、横幅無限長の直線形回折網によるも

のと等しい［３］。

すなわち、横幅ａ＝ｅ．｛第１フレネル帯半径）、縦幅△Ｈ＝£２／（２Ｈ）、段数ｎの回折

網の自由空間での受信電界値からの損失は

－ ９－



５

０
５

宛
我
照
・
吟
廊

０

４－
‐
Ｉ
Ｉ

｜

ｉ７－－－・●ｉ

Ｉ
Ｉ

レｚべ

（ａ）

０．５１１．５２．０２．５３．０３．５

α／√２‘Ｚ

（ｂ）

図２．４フレネル環と回折網の横幅

Ｌ＝２０ｌｏｇ（２π争－２０ｌｏｇ（２ｎ） ［ｄＢ］ （２－５）

である。ここにＨは回折点の実効高であり、上式の第１項は無限長ナイフエッジの自由空

間電界値からの回折損失である。式（２－５）の計算結果を図２．５に示す。上式において、

第２項２０１ｏｇ（２ｎ）ｄＢを、ナイフエッジ回折損に対する回折網の利得と呼ぶ。
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図２．５直線形回折網の自由空間電界値からの損失

（横幅ａ＝ｊの場合）

０

２。３透過形回折網の提案［１２］［１３］

前節に説明した回折網は、遮蔽板に金属または吸収体を使用し、受信点に逆相で到達す

る電波を遮蔽するものであるから遮蔽形回折網と呼ぶことにする。この方式は反射板方式

に比べ製作精度の面での条件はゆるくなるのに対し、全体がかなり大きいものになる。こ

れは利用する空間がフレネル環の一つ飛びであって全体の面積に対する利用率が悪いから

である。

これを改善するためには、遮蔽形では不要なものとして捨てていた逆相成分の電波を、

なんらかの方法によって有効に利用できればよい。このためには電波を損失なく通過させ、

かつその位相を反転させるようなものを、遮蔽板の代りに張ってやればよい。このような

回折網を透過形回折網ということにする。理想的な透過形回折網では、図２．３において、

遮蔽されていた電界ベクトルが、方向が反転して加えられることになるから、受信電界は

２倍（６ｄＢ）上昇し、あるいは同一受信電界で、回折網の面積を半減することができる。

すなわち、同一利得に対し小形になるばかりでなく、必要な段数が減ったことにより周波

数特性が向上し、金属板、網等を使用するものに比し不要な反射が発生しにくいため、干

渉の点でも有利であることが予想される。

さて、位相を１８０°変えることのできるものとしては種々考えられるが、（１）直交偏

波に使用できること、（２）形が大きくなく、重さも軽いこと、（３）製作容易なこと、

（４）調整の簡単なこと、（５）安価なこと、などを考えると、誘電体を用いた遅相器が

適当と思われる。

以下にこのような位相反転器の可能性についての検討の結果を示す。

－ １１－

０

５

１０

憚冪

●
１５°兪

丿溺み

２０乙一一妬・一心

ぬ乙

２５‰

硲

３０

Ｈ・．回折実効高

３５Ｚ：第１フレネル帯半径

４００．３０．５１２５７１０３０５０７０１００３００５００１００



２。３．１１８０°移１日器の条件

誘電体移相器が満たすべき電気的条件としては、（１）厚さによる移相量、（２）誘電

体損失、（３）境界面における反射、等を考えねばならない。

（１）厚さ

比誘電率εの誘電体を通過した電波が、空気中を通ってきた電波との間に１８０°の位相

の遅れを生ずるために必要な誘電体の厚さをｔとすると、

ｔ＝
λ／２

√ｅ－１
（２－６）

ただし、λ：自由空間中の波長である。周波数ｆ＝１１．２ＧＨｚにおいては、上式は、

１．３４ｔ＝＝ｙＦてて ［ｃｍ］

とかける。この計算結果を図２．６に示す。

（２）誘電体損失

物質の複素誘電率を百＝ｓ十ｊｅ’＝ｅ（１十ｉｔａｎＳ）とすると、位相常数はｔａｎδが

小さいとき

β十ｊα＝ωｓ／ｕｓ．＝ωμε（１十ｊｔａｎｄ）≒ω√μ｀ど（１十ｊｌｔａｎ∂）
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比誘電率ε

図２．６１８０°移相器の誘電率と厚さ

（ｆ＝１１．２ＧＨＺ）
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孝

か

｜

で与えられる。ここで、ωは角周波数２πｆである。従って、比誘電率ｅ、誘電正接

ｔａｎ∂をもつ媒質中の減衰定数は、

％ωｙ７ｉマｔａｎ∂

で与えられるから、式（２－６）の厚さをもつ誘電体による通過電波の減衰量は

Ｌ＝－２０ｌｏｇｅｘｐ［一一Ｅｙπ√ｉ‘ｔａｎδ／（√Ｆ－１）］

となり、図２．７に示すようになる。

１．５

Ｏ
ｌ
Ｏ

１
－
０

へ
唇
ト
如
百
味
ぶ
咀
嘸
回

０

５
（ｌ［ａｎＳニ１０＆）ＸＩ１０’４

②ｔａｎ（５＝５００χ１０’４

４③＼ａｎＳ＝３００χ１０－’

Ｓ④［ａｎＳ＝２００χ１０－＊

３⑤ｔ�＝１００×１０－＊

ぷ３⑥ｔ�゜１０×１０－’

諾一一

画２
（Ｄ！ｉ

’１④｀

５）－③１．－．．

⑥
２ ４ ６８１０ ２０

１出電率ε

図２．７１８０°移相器の通過損失

１００

（２－７）

（３）反射損失

他の損失の原因として板の境界面における反射がある。これを求めるため、特性インピ

ーダンスＺ、、位相常数β１、長さｔの伝送路が、Ｚｏ、βｏなる常数をもつ無限長伝送

路の中間に挿入された場合をモデルとして考える。この場合、入力インピーダンスの不整

合による電圧反射係数をＰとすれば、

βｏ＝２π／λ，β
一

一 ２π√町／札Ｚｏ／ＺＩ＝√Ｆ

なる関係があるから、電力反射係数は、

｜剔２＝１／｛１十ひく≒Ｔ２

で与えられる。

上式の計算結果を図２．８に示す。

２
ｃｏｓｅｃ

－ １３－

π√ｉ‾

√Ｆ－１

｝

（２－８）－



以上に与えられた諸条件によって、位相反転を行なう透過形回折網に用いる誘電体の諸

特性を規定できる。なお精密には誘電体損が誘電体内の波長および反射係数におよぼす影

響に対する補正、および入射角が垂直でないことに対する反射係数の補正を行なわねばな

らないが、いずれも実際上無視できる大きさである。
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１
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比誘電率ε

図２．８１８０°移相器の反射係数

２。３．２インピーダンス整合

図２．８よりわかるように、εの値が使用周波数で適当でないと一般に反射による利得の

低下が起こる。これを防ぐためにはレードーム等によく用いられているごとく、移相器を

サンドイッチ形とし、２つの誘電体板からの反射波を打消すようにすることができる。簡

単のため厚さｔの誘電体板を２等分し、間に幅ｄの空気層を隔てて相対立させるような構

造を考える。

インピーダンス整合のための条件は、１８０°移相器の場合、前節と同様の考えで、ＺＩ、

β１、長さｔ／２の線路が、Ｚｏ、βｏなる線路に間隔ｄを隔てて相対した場合の１端から

の入力インピーダンスを計算し、Ｚ０／ｚ，＝ｙ７なる関係を用いて、

ｔａｎ（２π
ｄ

－
λ
）・ｔａｎ［

匹

２

を得る。図２．９にこの結果を示す。

また、とくに

７ｒ、／７

なる関係があるとき、すなわち
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（ｎ

√Ｆ
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なるとき、単一の移相器で整合状態にあり、その有様は図２．８に示されている。
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比誘電率ε

図２．９１８０°移相器の整合条件

２。３．３斉相形回折網

上述の透過形回折網は、電波の位相をある空間にわたって、断続的に制御するものであ

ったが、図２．３のベクトルをみてもわかるように、これを連続的に制御すればさらに回折

網の利得は上昇するはずである。すなわち図２．３において、半円状をなした各成分ベクト

ルの位相を連続的に変化し、すべて同―位相で受信点に到達するようにすれば、各フレネ

ル環の部分につき、半円周と直径の比だけ受信電界は上昇し、反射・通過損を考えなけれ

ば、透過形に対しπ／２倍（４ｄＢ）、遮蔽形に対しπ倍（１０ｄＢ）の利得上昇となる。この

ために、透電体がもつべき厚さｔは、

ｔ＝

λ

－
２

が圓と已ヒｊ型に

へ／了一１
（２－１２）

と計算できる。ここに、Ｈｏは基準となる電波の回折実効高、ｎは正負の整数である。し

たがって、必要とされる誘電体板の断面は、近似的（正確には表面は２次曲面であるが、

ほぼ三角柱とみなしてもよい）に、図２．１０（ａ）に与えられるようになる。これはいわゆるゾ

ーニングを施した電波レンズと同じものである。

斉相形回折網の反射損失は、各微小部分の反射係数を合成することにより求められ、

ε＝４の誘電体を用いたものでは、全体の反射損失は０．５１ｄＢである。

反射をなくすためには、前節と同様の手法により、式（２－９）の

ｔａｎπ戸／２（戸－１）の代りにｔａｎπ戸ｔ／λを用い、ｔは式（２－１２）の値を

用いる。ε＝４の場合は近似的に図２．１０（ｂ）に示すような構造となる。なお、このような斉

－１５－

Ｄ一一一一－－－－一一

５－。 細引

５
ゴ魂友＿

５

０１２３４５１０２０



相形折網は、アンテナとしての仝面積を誘電体でおおうことになり、重量・風圧・価格の

点等で問題のある場合もある。このときには、図２．１１に示す半斉相形回折網が誘電体の使

用量の点からみてもっとも能率的である。この場合の利得は、同じ段数の遮蔽形にくらべ

８．２ｄＢの上昇が期待できる。

卜５／４λづ

λ／４

μ

図２．１０｛ａ）斉相形回折網（ｂ）斉相形回折網の整合

ε＝４

－ １６－
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々

図２．１１半斉相形回折網
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１

．Ｉ・

２。４回折網の理論的特性

２．４．１開口能率

一般に実効開口面積Ａ。をもったアンテナを背面結合し、無給電中継に用いた場合、自

由空間電界値からの損失は、

Ｌｒ
一

一 が／Ｋｌ
（２－１３）

で表わされる。ここにｊ！はその点での第１フレネル帯半径（式（２－３））であり、Ａ。はア

ンテナ利得Ｇより

Ｇ 一

一 ４πＡ。／λ２
（２－１４）

で求められる実効開口面積である。

回折網の実面積として、遮蔽板あるいは誘電体板の実面積をとるものとする。横幅ａ＝

ｊのｎ段回折網の場合、実面積Ａａは

Ａｄ
一

一 ｎｊ・ＪＨ・£

で与えられる。式（２－５）より、自由空間電界値からの損失Ｌ。は、

遮蔽形：Ｌｒ

透過形：Ｌｒ

＝（そＩＬ）２＝＝で・よ；

＝（づｊか）２＝石一首

となる。したがって、回折網の理論的実効面積は、式（２－１３）と比較して、

遮蔽形：Ａ。＝２／ｉｉ・Ａｄ＝０．６４Ａｄ

透過形：Ａ。こ４／７ｒ・Ａｄ＝１．２８Ａｄ

（２－１５）

（２－１６）

（２－１７）

（２－１８）

（２－１９）

となる。

一方、後述の富山一高岡間でのフィールド試験の結果によると、受信電力の理論値から

の低下量のうち、回折網自体によると認められる量は、遮蔽形の場合約０．５～１．ＯｄＢ、透

過形の場合約２．０～２．５ｄＢであって、これを含めれば式（２－１８）および式（２－１９）は

遮蔽形：Ａ。＝０．９×２／π・Ａｄ＝０．５７Ａｄ

透過形：Ａｅ 一

一 ０．７５×４／π・Λｄ＝０．９５Λａ

－１７

（２－２０）

（２－２１）



となる。すなわち、回折網のアンテナとしての開口能率η＝Ａ。／Ａａの実測値は、約５７

％（遮蔽形）および９５％（透過形）である〔１４〕〔１５〕。

２。４．２周波数特性

回折網の最適間隔はフネル環の幅△Ｈに合致しているときであるが、式（２－４）でわ

かるように、△Ｈは波長と高さＨの関数である。

いま、周波数ｆｏで最適間隔ｂ＝△Ｈに調整されている回折網において、周波数がｆ０

からｆに変化したとする。図２．３において、△Ｈはｆ。において通路長差がλ／２、位相

にしてπに相当する幅であったものが、周波数変化によりπからずれてくる。このため受

信点における合成ベクトルの大きさが減少する。この有様は図２．１２で示され、周波数のず

れが△ｆの場合のｎ段回折網における利得変化は

Ｇ／Ｇｏニでジしで戸゜１１十ｅｊ”十ｅｊ２”十………十ｅｊ（２１‾１）”１２

＝怯 百計
（２－２２）

ただしγ＝△ｆ／ｆ０、

となり、遮蔽形、透過形ともに同一の式に帰着する。すなわちｆｏで同一利得に設計され

た回折網では、透過形は遮蔽形より必要段数が少なく、したがって周波数特性も向上する。

図２．１２周波数が△ｆ＝ｒｆ０だけ変化した場合の２段回折網の電界ベクトル図
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中心周波肪／ｏヵヽらの角侈

図２．１３回折網の周波数特性

上式の計算結果を図２．１３に示す［２］。なお、公衆通信バンドである１０．７～１１．７ＧＨｚの

周波数帯は１０％の比帯域をもっているが、中心周波数１１．２ＧＨｚで最適設計を行なうと、

帯域の両端における利得低下はｎ＝４で約０．５ｄＢ、ｎ＝１０で約３．５ｄＢ程度である。

２。４．３傾斜角特性

傾斜角特性とは、回折網を設定角度から左右に傾斜させたときの、受信電力の変化特性

であって、方向調整の精度あるいは節２．６に述べるフェージングの発生機構を知る上にも

重要である。

図２．１４に示すように、回折網が傾斜したときの最適関係位置・寸法よりのずれによる利

得変化はつぎの３要因に分解できる。

（１）中心位置の縦方向のずれ、すなわち回折網の実効高がＨからＨＣＯＳ６に変化する。

このためその位置のフレネル環の幅は式（２－４）で与えられ、利得変化はナイフエッジの

回折利得の変化に相当し、（１／ｃｏｓ∂）である。

（２）回折網の中心が、最適位置より横方向にＨｓｉｎ∂だけずれる。横方向の各点に対応

する受信電界成分はコルヌの“らせん”で表わされるから、節２．２で述べたごとく、回折

網を２次幅射源と考えたとき、らせんの原点からＨｓｉｎＯだけずれた土ａ／２の長さの部

分が受信電界に寄与することになる。したがって電圧利得の変化は次式で表わされ、フレ

ネル積分により求めることができる。

いま、フレネル積分を

Ｆ（ｘ，ｙ）＝で１
ｊジ
ｄｕ

－１９－

Ａ／司

２

３．

ｌ

１１０９８７６５

４

ｎｎ匹∩１０』５０，



一
一
！

Ｇ／Ｇｏ

／／

一

一

／レｓタ「”
／／ゝ

／／χ
／ゝ

／／

夕

｀
ヽ
ヽ ①馴
Ｊ
、

μ

Ｃ
Ｄ
ａ
。”－

Ｓゝ

４・ゝ４

ゝ

（２－２４）

ｌ

１

０

（送受信点を１糾線）

図２．１４回折網の一般形

証＿Ｆ｛ブｊｙ‾ｇ（号十Ｈｓｉ“∂）？蕗ｇ（‾号十Ｈｓｉ“∂）｝

Ｇｏ‾
２Ｆ｛Ｏ・萍ｇ（１ン）｝（２－２３）

ただし、ｇ２＝π／λ・（１／ｄｌ＋１／ｄ２）、ｕ＝／Ｔ／π・ｇｘ、ｘは回折網の

横座標、である。

（３）縦方向のずれにより、フレネル環の幅と回折網の幅ｂとに相違を生じる。実効高の

変化により、△ＨがＣＯＳ６だけ変化し、図２．１２の場合と同様な考察により利得変化は

ｌｓｉｎ（ｒｎπ）２

２ｎ°ｓｉｎ（ｒπ／２）｜

ただしγ＝１－ｃｏｓ∂，

となる，これは周波数特性と同形であり図２．１３で示される。

以上のうち，ｎと∂があまり大きくない範囲では，中心位置の横方向ずれの影響がもっ

とも大きい。回折網の横幅ａが，ｊおよびｊ／２の場合の例（Ｈ＝７０ｍ）を図２．１５に示す。
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２。４．４指向特性

（１）近似計算

回折網の指向性は、フェージングの特性、

他回線との干渉等に関係するので重要であ

る。指向性の厳密な計算はかなり困難な問

題となるので、ここでは傾斜角特性を利用

して近似的に求める方法を述べる。しかし

大体の見当としては回折網の場合にも、そ

れだけの実開口をもったアンテナ系と同様

に考えて、ほとんど大きな差異はない。

まず構造上、フレネル環に垂直な面と水

平な面とにわけて考える。

垂直な面については、図２．１６（ａ）を参照し

て主ビームよりφだけ離れた角度における

回折網の利得は、近似的に受信点がＲ点よ

りｈだけ離れるＲ’点に移動し、回折実効

高がＨｏからＨに変った場合の利得と考え

る。フレネル環の幅△Ｈの変化による利得

変動は、前項と同様の考えから

γ＝

ｄｓ

（Ｈｏ～Ｈ）／ＨＯ

一

一

●

‾７

ｄｉｄ２／（ｄｌ十ｄ２）

φｄｓ／Ｈｏ

－

８
Ｃ
一
り

（
思
咤
辱
晏

傾斜角∂゜

図２．１５回折網の傾斜角特性

（Ｈ＝７０ｍの場合）

（２－２５）

（２－２６）

とおき、式（２－２２）、図２．１３より求められる。実効高の変化による変動は

Ｈ／Ｈｏ
一

一 １十（Ｈ－Ｈｏ）／Ｈ≒１土γ，Ｈ之ＨＯ （２－２７）

で与えられる。

水平面内指向性は、図２．１６（ｂ）を参照して、受信点が横方向はφｄ２だけ移動し、主ビー

ムよりφだけずれた場合の利得変動であり、近似的に回折網の傾斜角変化

∂ φｄ、／Ｈ （２－２８）

－２１

Ｄ

２

ａ＝／／２
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Ｆ
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丁

べ

図２．１６（ａ）

Ｉ
Ｉ

垂直面内指向性の計算

図２．１６（ｂ）水平面内指向性の計算

削

Ｒ

カ

Ｒ

Ｒ

による利得変動に相当する。ただしこの場合、項２．４．３で述ぺた中心位置の実効高の変化に

よるナイフエッジ回折損の変動はＳｅＣ∂で与えねばならない。

回折網がある角度Θだけ傾斜している場合の指向性は上述の２つの指向性の混合であって

例として傾斜角５６°の場合（富山一高岡間フィールド試験の例）の垂直面内指向性を

図２．１７に示す。

この場合、垂直面内入射角変化φに相当する傾斜角変化△Θは、

ｊθニｔａｎｃｏｓぶにｎｊでｉ，／Ｈ‾θ

で与えられる。

（２－２９）

以上は回折網の主ビームの指向性について述べた。次項に示すように垂直面内において

は、主ビームあるいは主焦点以外にいくつかの副ビームあるいは副焦点が存在する。これ

らの副焦点は、一般に地面よりずっと上空にあるか、または、地中にあり、実際上問題に

はならないであろう。干渉の点でもっとも問題となる水平面内指向性は反射板と同様にな

る。
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の変化のみによる

利得の減少分

－０．３’－０．２’－０．１°００ｊ°０．２°０．３

電波到来角度

図２．１７回折網の指向性（垂直面）

傾斜角Ｒ＝５６°、実効高Ｈ＝７０ｎｉ、段数ｎ＝４

（２）開口面轜射としての取扱い

回折網はある特定の点に焦点を結ぶ一種のレンズと考えられるから、厳密な意味で指向

性を定義することは困難である。しかしレンズの寸法に比し、焦点距離は非常に長いから、

近似的に従来の意味での指向性アンテナとして取扱ってよいであろう。また問題となるの

は、主焦点あるいは主ビームの指向性と、副焦点あるいは副ビームの位置であるから、回

折山岳背面の電磁界において成立する近似を用いて開口面アンテナとしての指向特性を求

めることとする。

遮蔽形回折網による受信電界は、回折網がない場合の電界と、遮蔽体により遮蔽された

電界と逆相の電界を２次波源とする受信点の電界との和を考えればよい。

まず遮蔽体から幅射される電力について考える。図２．１８に示すように座標軸をとり、

ｘ－ｚ面内に大きさａｘｂの遮蔽体をｎ枚考える。平面波がｙ軸の負の方向からｙ－ｚ面

内でｙ軸と角αをなして入射し、遮蔽体の部分に反対符号の電界Ｅ（ｘ、ｚ）が誘起され

るものとする。原点○より距離ρにある十分遠方の点Ｐ（ｘ゛、ｙ゛、ｚ゛）における電

界は

Ｇ（ｘ≒ｙ≒ｚ’）＝ｅｘｐ（―ｊβρ）・Ｄ／ρ

－２３－

（２－３０）

．－”’゛く実効高の変化（７

／Ｏ

●
１８°（遮）｀

／０．３２°（透）
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丿≒

Ｄニ－ｉ｜／Ｂ（ｘ，ｚ）ｅ－μＰｉｘ．ｚ）＿ｊ＾Ｃｘｃｏｓ∂ｓｉｌφ＋２ｓヤ∂）ｄｘｄｚ

工／？‾べ １－ＣＯＳ ∂ｓｉｎ゛φ

（２

－
・１ノ］

－３１）

で与えられる。ここにβは伝搬定数でβ＝２π／λ、Ｐ（ｘ、ｚ）は波源における位相を表わ

す項で、この場合、

Ｐ（ｘ，ｚ） 一

一 Ｚｓｉｎｃｔ （２－３２）

である。Ｚは波源の電磁界の比、ｉｉｏおよび７は電界ベクトルの方向を与える単位ベクト

ルで、ａ０はｚ軸とρとを含む面内でρに直角、７はｙ軸に直角な面内でρに直角なベク

トルである。

７

ｐｕ’．ｙ，＾’）

ｙ

図２．１８回折網の座標系
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ｊ

ｚ＝Ａ／フフ‾ｉとして式（２－３１）の絶対値を求めると、

ＩＤト＝昔（１十ＣＯＳｄ）・Ｉ／Ｅ（ｘ、ｚ）ｅ‾ｊβｚｓｉｎｄｅｊ‘／＾（ｘｃｏｓ∂ｓｉ“φ゛ｚｓｉｎ∂）ｄｘｄｚｌ

（２－３３）

となる。Ｅ（ｘ、ｚ）＝－Ｅｃｏｓαとして図２．１８の遮蔽体の面積につきこの積分を行なうと、

ＩＤＩ＝
Ｅｃｏｓα

ｓｉｎ（π１１ｃｏｓ∂ｓｉｎφ）
ｙｙ！（１十ＣＯＳ０）丿ｃｏｓ５ｓｉｎφ｜

ｓｉｎ｛２ｎπ（－Ｔｓｉｎ＾―ｓｉｎａ）＞

（ｓｉｎ∂一ｓｉｎα）ｃｏｓ べｔ（ｓｉｎ∂―ｓｉｎα）｝

（２－３４）

となり、これが遮蔽形回折網自体の指向性を与える。透過形では、上式の２番目の絶対値

の中（垂直面内指向性）に利得上昇分を表わす係数２がかかる。

さて、回折網のある面内の電界Ｅは、送信点Ｔとの距離をｐｏとすると

Ｅ＝Ａｅｘｐ（－ｊβｐｏ）／ｐｏ （２－３５）

とかける。ここにＡは幅射電力によって定まる定数である。実効高Ｈのナイフェッジによ

る回折電界強度は、Ｈ／ｊ＞＞１なる条件の下で

Ｅｄ ‾ｉ

Ａ が
ｅ哨β（β十ρ゜） （２－３６）

となる。このＥ、１なる回折波と、式（２－３０）、（２－３４）とで与えられる電界との合成が回

ヽ折網の指向性を定めるが、問題とする山岳背後においては、通常式（２－３６）で表わされる

自然回折波は非常に小さく、回折網の指向性は式（２－３４）により与えられるものとして十

分である。上

式（２－３４）において、

ξ＝ ｎａｃｏｓ∂ｓｉｎφ／λ，η＝７ｒｂ（ｓｉｎ∂－ｓｉｎα）／λ （２－３７）

とおけばヽ正規化された水平面内指向性Ｄφおよび垂直面内指向性Ｄ∂はそれぞれ

Ｄφ

Ｄ∂

一

一

一

一

ｓｉｎξ／ξｌ

ｓｉｎ（２ｎη）／（２ｎηｃｏｓη）｜

（２－３８）

（２－３９）

で与えられる。問題となる垂直面内指向性Ｄ∂の概略をｎ°４の場合について示せば

図２．１９のようになる。回折網として使用する主ビームはη＝π／２のものに相当する。

－２５－



Ｄｏ

０．５

０
π

７＝ｆｆｂｌλ・（ｓｉｎ＾―ｓｉｎｏ）

図２．１９回折網の垂直面内指向性（ｎ
一

一 ４）

式（２－３７）および式（２－３８）より水平面内指向性の半値幅△φは、∂≒Ｏ、φ≒０とし

て、

ｊφ＝±０．４４６λ／ａ （２－４０）

で与えられる。垂直面内指向性の半値幅△∂は同様に式（２－３９）を用いて、∂≒０、

α≒０のとき、次表のようになる。

ｎ＝△刀＝△タ＝△卜Ｉ
土士（λ／ｂ）×土λ／（２ｎ－１）ｂｘ

１１．４０．４４６０．４４６

２０．３８０．１２０．３６

３●０．２４●０．０７６０．３８

４０．１７５０．０５６０．３９

ｏｏ１．４／２ｎ‘１．４／２ｎπ０．４４６

すなわち回折網の段数ｎが大きくなると一様照射の値、式（２－４０）の表現に近づく。

（３）反射板との指向性の比較

ここで問題にするのは、主としてフェージング等に関達し、主ビ。－ムの半値幅のおおよ

その比較である。

一様に照射された大きさａｘｂの反射板の指向性は、同様の計算により

Ｄ＝｜（ｓｉｎξ／ξ）・（ｓｉｎη／０１

－２６－

４ヽ

１

亀

ゝｊ入●



●

鋤

ｊ゛

ξ＝πａＣＯＳ∂ｓｉｎφ／紀η＝πｂｓｉｎＱ／λ（２－４１）

で与えられる。半値幅は式（２－４０）と同じ形をとる。

項２．４．１の所論より、同一の無給電中継利得を与える理想的反射板と回折網（遮蔽形）

の実面積との比は、

反射板の実効開口面積／回折網の実面積＝Ａ。／（ｎ△Ｈｊ） 一

一 ２／π

で与えられる。アンテナ系の指向性をきめるものは、全体の開口であるから、反射板との

比較のため回折網の開口面積Ａとじて

Ａ
一

一

をとれぱ、

（２ｎ－１）．ｊＨり

Ａ／Ａ。＝（２ｎ－１）π／（２ｎ）

これはｎ→ｏｏにしたがって、π／２（ｎ＝１の場合）からπに近ずく。

上述したように、反射板と回折網の指向性の半値幅はほぼその面内の開口に反比例する。

横幅£、縦幅（２ｎ－１）△Ｈの回折網と、同じ利得をもつ縦横／７‾７の正方形反射板との

垂直面内の指向性の半値幅△∂を比較すれば、

∠１０ｒ（反射板）／ｊ∂、ａ（遮蔽形回折網）≒（２ｎ－１）ｊＨ／、／瓦

≒／瓦７‾Ｆ万Ｔフフ≒、／ｉＦア２＝１．２５

となる。ただし、ここで£／２ｎ△Ｈ＝回折網の横幅／縦幅≒２程度の値をとる場合が多い

ことを考慮に入れた。

すなわち、反射板の垂直面内指向性の半値幅は遮蔽形回折網の場合よりも、通常約２５％

大きい。

透過形回折網では、垂直面内開口を半減できるとして、

ｊＧ／ｊ∂ａバ透過形回折網）≒へ／石フミ／２＝０．６３

すなわち、横幅の回折網の垂直面内指向性の半値幅は、同一利得をもつ正方形開口の反射

板系に比し、遮蔽形が約２５％狭く、透過形は約４０％広いということができる。ただし、そ

れぞれの能率、２枚反射系としての付加損失（１ｄＢ位）、指向性変化等は考慮していない。

なお、遮蔽形回折網の場合、遮蔽板として電磁波の完全反射体が用いられると、回折網

より送信側への反射による２次電磁界が発生する。この電磁界は、反射板が完全な平面で

あれば、受信側の回折パターンと全く同様な鏡像対称の形をとることが予想できる。

ただ受信側で考えたような自然回折波との重畳は考えなくてもよい。

－２７－



２。５透過形回折網の材料［１３］

節２．３に述べたように、透過形回折網は、その誘電体材料として適当なものを選ぶこと

ができれば、遮蔽形に比しかなり高性能の無給電中継系を形成することができる。誘電体

材料に必要な電気的諸特性、すなわち比誘電率、厚さ、反射率等については、すでに

図２．６～図２．９に与えられている。本節では、これらの特性を満足する誘電体材料の実用

化の可能性について検討した結果を述べ、試作された誘電体材料の特性を記す。、。

２。５．１回折網用誘導電体材料の必要条件

節２．３の検討結果に基づき、１８０°移相器としての誘電体板のもつべき電気的諸特性が

求められる。

さらにこれは屋外の天然条件の下で長期間使用されるものであるから、下記の物理化学

的性質をもつことが要求される。

（１）機械的強度が大きいこと。犬

（２）耐候性がよいこと。・・

（３〉吸水性の少ないこと。

（４）その他塩風、微生物等による劣化の少ないこと。

つぎに電気的必要条件として、（５）誘電率の大きさ、（６）誘電損失につきこ図２．６、

図２．７、図２．８より得られる許容利得低下量に対する必要条件を表２．１に示す。

表２．１誘電体板製造上の必要条件

トルづト☆

１回竹沢言言紗

０．ｉｄＢ

レ

８～４

〕
≦二ｌＯＯＸ１０－’’±０．５ｉｎｉｎ±１０％

０．２５ｃｌ
り３
‘弩ゾ

レ

２００Ｘ１０”’’上１．Ｏｍｍ±１５％

さらに製造上誘電体板に要求される事項としては、寸法および誘電率の設計値に対する製作

精度の問題がある。

（７）寸法精度

仕上がり厚さの設計値からの偏差を△ｔとすると、誘電体を通る電波は、

△Ｐ＝２７ｒｙ７△ｔ／λだけ位相がずれてくる。受信波のベクトルは、この波と、板間空

間の正しい位相のものとの合成であるから、たとえば誤差のないとき２の大きさをもつ合

成ベクトルが、△ｔの誤差により

－２８－

φ

ｔ

ｌ



・争

４

、～

１

－

Ｑ

１十ｃｏｓｊＰ十ｊｓｉｎ＾ＰＩ＝２ｌｃｏｓ（ｊＰ／２）｜

変化する。したがって回折網利得の低下量Ｌ（ｄＢ）は、

Ｌ 一

一 －２０ｌｏｇＣＯＳ（ｊＰ／２）

で表わされ、図２．２０のようになる。

３．０

２．５

２０

１ ５

１０

（
墨
ト
如
百
味
ｗ
ｍ
ｉ
回

０

｜ごｍ゛）

９

レ

１
２ ３ ４ ５

厚さの誤差ｊ／（ｍｍ）

図２．２０１８０°移相器の厚さの仕上げ精度と損失

６

（２－４２）

（２－４３）

（８）誘電率の精度

実際の製造工程を経て板ができ上がったとき、そのｃがどの程度まで設計値と合ってい

ねばならぬかを検討する。

厚さｔが設計値に保たれたとして、誘電率の設計値ｓに対し、ε’が仕上がり誘電率と

すれば、これによる回折網利得の低下量Ｌ（ｄＢ）は、

Ｌ ＝－２０１ πγヽ／‾ｉ
ｏｇｃｏｓ［で４”ｙ／～ｅ二〒］

で与えられる。ここにγはεの相対誤差で

－２９－

（２－４４）



γ 一

一 （ε～ど）／ｅ （２－４５）

である。

上式の計算結果を図２．２１に示す。以上の結果をまとめて、表２．１にその許容範囲を示して

ある。

２

，

２
１

會
）
±
－
＾
＼
（
ｉ
＞
％
ｉ
＼
＼
ｍ
ｉ
＆
回 １

比誘電率の誤差（％）

図２．２１比誘電率εの仕上げ誤差と利得低下量

（９）上記のごとく透過形回折網の利得低下の原因は種々考えられるが、実際上これらの

誤差の要因は同時に起こってくるから、個々に対する条件はさらにきびしくなる。いま、

回折網の利得低下を０．５ｄＢまで許すとしたとき、各誤差の許容範囲を示すと表２．２のよう

になる。

（１０）製造上の問題としては、以上に述べた製作精度の他に、製造可能な大きさの問題が

ある。節奏６に述べるように誘電体としてかなり広い面積をおおわねばならず、また構造

支持物による遮蔽をできるだけ少なくするためには、単位誘導体板の大きさはできるだけ

大きいことが必要である。このため、誘電体板の接着に関する実験的検討も行った。。

３０－

●

４

ｔ

Ｕ

５－

ｏ？；

５・ヽ５

卜

０４：，

５ご

χＱ

Ｏ’・１０２０３｛
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表２．２透過形回折網用誘電体の電気的必要条件

回折網利得低下

（１）ｅ

ｔａｎ０

∠１ｔ．

ｙ

ｒ２）£

ｔａｎＪ

∠Ｊｔ

γ

０．１

０．１

０．２５

０．０４

０．１

０．２５

０．１

０．０４

（）．５（ｉｎ

４±５％

く１００×１０－４

：！：１．Ｏｍｍ

こ｜：５％

４±５％

く２００×１０－’

±０．５ｍｍ

＝Ｊｊ５％

２。５．２回折網用誘電体材料の考察

（卜）誘電体材料の調査

前項において回折網に用いる誘電体のもつべき特性が明らかとなった。このうち電気的

な諸特性については表２．２にみるように、回折網の利得低下の許容量および各損失要因へ

の配分量によって、要求される特性は異なってくる。種々の誘電体材料の調査の結果、回

折網の利得低下を０．５ｄＢとした場合、所要条件は表２．２の（２）とすると、比較的容易に

満足されることが多かった。したがって回折網用材料の開発に際して、

ｅ＝３．８～４．２ ｔａｎ∂≦２００×１０－” （２－４６）

なる誘電定数をもつものを目的とすることにした。

まず、各種誘電体につき、回折網材料として可能性のあるものを選びその特性を調べた。

式（２－４６）の特性をともに備えた誘電体は必ずしも多くはなく、また、誘電定数が満足

されても、必要とされる大きさのものをつくるのが困難であったり（磁器等）、非常に高

価であったり（石英ガラス等）して、比較的簡単に入手できるものは限られてくる。

（２）誘電体材料の選定と測定

上述のごとく、回折網に適当な誘電体材料が明らかでなく、またｌＯＧＨｚ帯おける特性も

不明なものが多い。

そこで低周波における誘電定数、入手の可能性等を考慮して７種の材料につき、１１．２

ＧＨｚおよび１ｋＨｚ～ｌＯＭＨｚの範囲でεとｔａｎ５を測定した。その結果については付録Ａに

述べる。この測定からつぎのことが明らかとなった。

（ｉ）測定した７種のうち、ｌＯＧＨｚにおけるｓが３．６～４．４の範囲に入るものは、ほうけい

酸ガラス、シリコン積層板、ポリエステル積層板の３種であった。

（Ｉｉ）ｔａｎ５≦２００×１０－”のものは、硬質塩化ビニール、ほうけい酸ガラス、ポリカーボ

ネート、シリコーン積層板、ポリエステル積層板の５種であった。

－３１－
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（ｉｉｉ）積層板ではガラス布のため、誘電体は異方性となり、誘電定数は一般にテンソルの

形をとる。

さらに、回折網は長期間風雨にさらされるものであるから、吸水率はできるだけ小さい

ことが望ましい。供試材料を１昼夜水に浸した後に誘電定数を測定した結果、

（ｉｖ）２４時間程度の浸水によって、１０ＧＨｚにおける誘電定数が許容範囲をはずれるほど

の変化はあまり起こらない、ことが結論された。

上述の調査測定結果を総合して、透過形回折網に適当した材料として

Ａほうけい酸ガラス

Ｂシリコーン樹脂ガラス布積層板

Ｃポリエステル樹脂ガラス布積層板

の３種を選定した。

このうちＡは、ｔａｎ∂が最小であるが、ｓが

所要の値よりやや離れていること、またこのε

の値を組成の配分等により制御することが困難

なこと、破損しやすく取り扱いに不便なこと、

および当時国産が困難であること等の欠点をも

っている。Ｂはε、ｔａｎ５ともよく所要条件を

満たしており、回折網用材としてはもっとも好

ましいと思われるが、やや高価である。Ｃは３

種のうちもっともｔａｎ∂が大きく、ｓもやや小

さいが、安価であること。く製造が簡単であるこ

と等の利点がある。

（３）積層板における誘電率の制御

ポリエステル樹脂、シリコーン樹脂等のガラ

ス布積層板のｓが樹脂自体のｃより若干高くな

っている。これはガラス布のｓが樹脂のεより

５

４

唾
脚
認
Ｊ
｛

３

０．０２

ｏ
ｕ
ｅ
；

略ｊためであって、両者の混合比を適当に定め

ることにより積層板のｓ（またはｔ゛δ）をあ０．０１

る程度制御できる。

回折網に必要なε～４．０をうるため、ポリエ

ステル積層板につき、樹脂とガラス布の重量比

を変えて測定した結果を図２．２２に示す。

回折網におけるように、使用時の入射電界が

ＶｉｅＵいＸｓｈｅｅｔ

図ｄ，Ｌ包包－

／芦″一一一一ト‾‾

６０ ６５

（％）

７０ ７５

｜

６０ ６５７０

ガラス繊維重量比（％）

Ｒｅｓｉｎ：Ｒｉｇｏｌａｃ２０２５Ｃ．

ガラス布の面に平行である場合、ε＝４を満た図２．２２ポリエステル積層板のε、ｔａｎ５

す樹脂対ガラス布の重量比は、この場合約６０％

であることがわかった。
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２。５．３試作誘電体板の特性

前項までの考察と実験とにより、ほぼ所要の特性の誘電体ができる見通しが得られたの

で、上述の結果にもとづき、次節に述べるフィールド試験に使用するために必要な寸法と

数量とのポリエステル積層板を試作した。誘電体板としての諸特性を一括して表２．３に示

す。

表２．３試作透過形回折網用ポリエステル積層板

１。おもな仕様

●
３．８≦⊆ε≦Ｓ４．２ｔａｎ８≦こ２００×１０‘

大きさ９００±２×６Ｈ±２×１３．４７士りｍｍ

２．試験片抜取り試験の結果

厚さ（ｍｍ）

ｔａｎ５（×１０－＊）

移相量（度）

３。

４。

使
樹
が
触
促
工

用材料

ラスせん

進

脂
い
媒
剤

程

仕様

１３．４７

４．０

≦；２００

１８０

平均

１２．８９

３．９３５

１７１．６

１７０．５

標準偏差

０．２７１

０．１２４４

２９．２

５．９

リゴラヅク２０２５Ｃ

ｃｃ２３０ＨＶＴ６４枚

パーメックＮ１．５部（樹脂１００に対し）＊

ナフテン酸コパルｈ０．２部（〃）

最大値

１３．００

４．Ｈ

２１４

１７９．７

最小値

１２．７０

３．７６

１３８

１６２．０

ガラスせんいＣＣ－２３０ＨＶＴに，２０２５Ｃを含浸させ，積層後セロハンの間で脱泡マツダ製作所製１００＾ソプレス

にて規定厚みまで圧縮し，７０°～８０°Ｃの温度で６０分加熱硬化ののち取り出し，規定サイズに裁断する．

５．Ｒｅｓｉｎ２０２５Ｃのおもな性質

比重１．１８，吸水率０．２３％，・

誘電率＝２．９４（ｌＭｃ）力率＝０．０１４１（１Ｍｅ）

＊樹脂１００ｇに対し１．５ｇの割合

３３



２。６フェージング伝搬路における回折網の特性［１８］

以上に述べた回折網の諸特性を実験的に確認し、さらに実用化に導くために考慮すべき

諸条件を明確にするため、２回のフィールド試験を行った。

第１回の試験においては、理論的に予測し得ないフェージングの影響を明らかにするた

め、フェージングの発生し易い夏期２ヶ月にわたって観測を継続し、統計的データを取得

した。また、第２回の試験は、商用への移行のための確認試験として、電電公社の商用化

計画区間において実施した。

さらに、着雪の影響を明らかにするために行った部分的試験結果も併せて、以下に実験

結果を述べる。

２。６．１伝搬通路と測定項目

１９６２年７月８日から９月１０日にかけて、富山県富山市一高岡市間約２０ｋｉｎの区間において、

遮蔽形および透過形回折網を用いたｌｌＧＨｚ帯の実験回線を構成し、種々の特性を測定した。

試験を行なった伝搬通路の地図とプロフィールを図２．２３に示す。区間距離は１９．１ｋｍで、

富山西方３．３８ｋｎｉの呉羽山山頂に回折網を設置した。しかし大圏コース上には適当な設置点

がなく、富山局から見て約１度南に位置する点を選んだ。したがって高岡局に電波通路を

向けるためには回折網を５６度７分傾斜させる必要があった。

富山局一呉羽山間、呉羽山一高岡局間の両通路とも、伝搬を妨害する地物は存在せず、

呉羽山一高岡局間の反射点は高岡局の東５ｋｍの点に存在し、高岡局アンテナに対する反射

波の入射角は０．４５度である。本回線の諸元を表２．４に、測定項目を表２．５に示す。呉羽－

（ａ）

（ｂ）

高

岡

ｉ
（ｃ）

図２．２３富山一呉羽山一高岡区間ルート図およびプロフィール
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表２．４富山一高岡試験区間諸元

富山一呉羽山３．３７５ｋｉｎｊ１

呉羽山一高岡１５．７２０ｋｍｊ２

富山一高岡１９．０９５ｋｍｊ

富山標高３８．８３ｍパワポク中心

高岡標高３３．４６ｍｚ〃

回折網標高７５．１５ｍ回折網中心

回折点の見通し点からの高さ３８．７２ｍ両地点の標高の差

回折実効高６９．４５ｍｊ７回折点と見通も点の距離

回折網傾斜角５６°ｙΘ

回折点の見通し線よりのずれ５７．６６ｍｚ）水平距離

第１フレネル帯半径８．６３ｍｚｚ２＝λｊ！ｌｉち

２
回折網間隔

１

５３６ｍｍＪＨＡＨ＝ｒ－／２Ｈ

自由空間損失１３９ｄＢｚ，０

回折損失３４．ｉｄＢね回折実効高のナイフエヅジによる

回折網利得１８ｄＢ

ｊ

８．６３ｍしゃへい形４段

送受アンテナ間損失．５９．５ｄＢアンテナ利得送受９５．６ｄＢ

表２．５測定項目

周波数（ＧＨｚ）■偏波送信→受信測定項目

１１．０３５Ｈ高岡→富山遅延ひずみ（電界）

１１．１１５Ｖ高岡→富山ひずみ率，雑音負荷試験（電界）

１１．２４５Ｈ富山→高岡電界

１１．３２５Ｖ富山→高岡電界，交叉偏波識別度

１１．４８５Ｖ呉羽→高岡電界

高岡間の見通し内伝搬による電界の測定は回折網を通らない基準の伝搬特性とするためのも

のである。

２。６．２回折網の設計と構造

回折網の設計に必要な諸元を知るために、３６年３月トランシットによる現地測量を行な

い、図２．２３（ｃ）に示す値を得た。これらの測量値より必要な諸元はつぎのようになる。

回折実効高

第１フレネル帯半径

フレネル帯の幅

傾斜角

Ｈ＝６９．５ｍ

£＝λｄ１ｄ２／（ｄｌ十ｄ２）＝８．６３ｍ

△Ｈ＝ｊ２／２Ｈ＝５３６ｔｎｍ

Θ＝５６°７’

―３５－

｜１２帽備考



長さが第１フレネル帯半径ｊ！に等しいｎ段遮蔽形回折網の自由空間値からの損失は式

（２－５）で与えられ、右辺第１項で示される無限長ナイフエッジ回折損は３４．ｌｄＢと計算

される。伝送容量４８０ＣＨ、４中継区間の短距離中継回線の１区間に、回折網を適用す

ることを想定して、長さ９ｍ、幅５３．６ｃｍの遮蔽板を４枚等間隔（５３．６ｃｍ）に並べた利得

１８ｄＢの回折網を試作することとした。

４段形回折網の構造を図２．２４（ａ）に示す。これは鉄製アングルおよび形鋼でつくった枠に

厚さ約１ｍｍのアルミ板を張りつけたもので、取付け枠の一端からは目盛を打った金属製の

腕木を出して、網の中心軸より垂らした垂線で傾斜角を直続できるようになっている。ま

たアルミ板を取付ける形鋼は、アルミ板の両端より約５ｃｍ内側にあって、境界面での電界

の乱れが少なくなるようにしてある。これとほぼ同等の利得を有する２段透過形および４

段透過形回折網の構造を同図（ｂ）および（ｃ）に示す。

透過形に用いた誘電体板は表２．３に示したもので、厚さ１３．５ｉｎｉｎ縦Ｂｌｌｍｍ横９０００１ＩＩＩの

ポリエステルガラス２０枚である。誘電損失による回折網利得の低下量を約０．３ｄＢ、さらに

厚さの仕上げ誤差その他により損失を含めて、誘電体を用いたことによる回折網利得の減

少は約０．５ｄＢと見込んだ。

呉羽山に設置した回折網の架設の状況を図２．２５に示す。１２ｍの間隔で高さ１８ｍ一辺約

５５ｃｉｉｉの三角柱（鉄塔）を大圏コースに直角な面内に建て、前述の回折網枠組を鉄塔の中間

に釣り、滑車によって±１０度傾斜角を変化できるようにした。図２．２６は富山局側より回折

網を眺めた図である。

［７５×４５×１５×２３’ゴ！１８６／

角度指示器

ｆｃ）２段透過形

図２．２４試作回折網の構造

－３６－

（ｂ）４段透過５

ポリニステルガラス
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卜

図２．２５回折網の架設状況

２。６．３試作回折網の諸特性

（１）開口能率

４段遮蔽形回折網を設計値通りに組立てて鉄塔間につるし、傾斜角を変化させて受信電

力の最大位置に固定した後、２システム４回線の送受信電力、給電線損失等を測定した。

受信電力の計算値と実測値との差は富山側で約１ｄＢ、高岡側で約１．５ｄＢ実測値の方が低か

った。一方呉羽山一高岡間の見通し内回線では、受信電界は約１．６ｄＢ実測値の方が低いこ

とを考えれば、バイトパターンの影響をも考慮して、４段遮蔽形回折網の利得は、略理論

値通りの値が得られており、その理論値との一致度Ｋは８０～９０％（偏差０．５～１ｄＢ）以内

であると言える。したがって回折網のアンテナとしての開口能率は、節２．４．１に述べたよ

うに

η
一

一 ＫＸ２／π＝０．９×２／π
一

一 ５７．３％ （２－４７）

となる。

透過形回折網４段および２段の受信電界累積分布の５０％値は、それぞれ理論値よりも

２．３ｄＢ～２．８ｄＢ低く、遮蔽形に対する実測値に比し１．２ｄＢ～１．８ｄＢ低かった。この結果、

透過形回折網の開口能率は

－３７－
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η＝ＫＸ２×２／π

となる。

一

一

図２．２６回折網の全景

０。７５×４／π＝９５．４％ （２－４８）

（２）周波数特性

周波数特性の測定は１０．７ＧＨｚ、１１．２ＧＨｚ、１１．７ＧＨｚの３点で、水平偏波を用いて行なっ

た。その結果を図２．２７曲線①～③に示した。これらの曲線は１～２ｄＢ程度の周波数特性を

帯域の両端においてもっている。こられと比較するため、呉羽一高岡間見通し内通路にお

いて、２５ｄＢ標準ホーンを回折網中心とほぼ同じ高さの鉄塔上に取付け、周波数特性の測定

を行なった。その結果は同図④の曲線で示されているが、回折網を通った通路と同様の傾
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図２．２７回折網の周波数特性の実測値

①４段遮蔽形，②２段透過形

③４段透過形，④見通し内

向が表われ、これが回折網自体の周波数特性ではないことがわかった。

呉羽山上で・とった高岡局間とのハイトパターンから推定される反射波の反射係数は

０．２１６となる。バイトパターンのピッチから逆算される伝搬路の周波数特性におけるピッ

チは約１９７０ＭＨｚとなり、１０００ＭＨｚの帯域中にはちょうど半サイクルが現われることになる。

見通し内通路の周波数特性はこれで説明できる。

回折網を通る区間に対しては、この反射波は網の垂直パターンによって切られる分だけ

の影響が表われ、図２．１７より直接波と反射波の角度差０．１２３°に相当する約４．６ｄＢ（遮蔽

形および２段透過形）およびＬ５ｄＢ（４段透過形）の減衰を受ける。これら反射波の存在

により生ずる周波数特性を、測定結果より差引けば、回折網自体の周波数特性としては、

全て±０．５ｄＢ以内となり、これは測定誤差範囲内である。また、４段遮蔽形回折網の帯域

の両端における利得低下量は図２．１３に見られるように、０．４ｄＢ程度である。したがって以、

上の事実より、実際の回折網の周波数特性は測定誤差の範囲内であったと結論できる。

（３）傾斜角特性

使用した４段遮蔽形および２段透渦形回折網は横幅が。ほとんど第１フレネル帯半径に等

しい９ｍ、４段透過形回折網はその１／２の４．５ｍである。それぞれの傾斜角特性の計算

値は図２．１５に示してある。４段遮蔽形および２段透過形の実測値を図２．２８（ａ）、（ｂ）に、４段

透過形回折網の実測値を同図（ｃ）に示す。この場合の３ｄＢ下りビーム幅の理論値と実測値は

表２．６に示すようになった。いずれの場合も、受信電力最大を与える傾斜角は設計値

５６°７’よりも約０．７°小さく、傾斜角特性はわずかに計算値より鋭いが、非常によく一致

している。利得および傾斜角が上述のごとく比較的容易に理論値と合致した点よりみて、

回折網の設計に用いる諸元は、設置予定点より両局を望んで行なった測量値を用い、回折

網には±５°程度の角度調整機構を備えておれば、十分所期の利得をうることができると

の結論を得た。

－３９－
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表２．６３ｄＢ下り傾斜角幅の実測値と理論値

４段遮蔽形

４段透過形

２段透過形

理論値

－
６．２°

１３．０°

６．２°

実験値

－
６．０°

１１．０°

５．８＊

なお、傾斜角特性の実測値が理論値よりも鋭くなったこと、およびサイドロープが高い

ことの原因は明確でないが、段数、枠全体として横幅がＢ．＝８．６ｍよりわずかに長いａ＝

９ｍであること等の影響が考えられる。また最適傾斜角が設計値より約０．７°小さくなっ

た原因としては、測量時の大気状態による光線の屈折率（測量は３月初旬午前９時～１０時

頃行なった）と、試験時の電波の屈折率の影響、および測量誤差が考えられる。標高値よ

り求めたｋ＝４／３に相当する傾斜角は５５．０°となり、実測最適傾斜角５５．４°は

ｋ＝・１．７°に相当する。この値は地上高１００ｍ以下の低層大気におけるｋの中央値が２．２

～２．８程度の値をとる観測例があることを考慮すれば、可能な値であると考えられる。一

方、光学測量より求めた傾斜角５６°７’は標高値から計算するとｋ＝２．８に相当することに

なる。光の屈折率の影響は通常ｋ＝１．１程度といわれており、これを考慮しても最適傾斜

角との相違は多分測量誤差によるものであろうと思われる。

４１－



（４）段間間隔変化特性

試作した４段遮蔽形回折網のアルミ板は、外側の２段が±２６凹、内側の２段が±１３ｍｍ可

変とした。この間隔を変化して利得の変化を測定した。フェージングによる変動があって

明確ではなかったが、４段の間隔を狭くした場合０．８ｄＢ、下の２段をひろげた場合１．３ｄＢ、

全段を拡げた場合１．４ｄＢ、それぞれ正規の受信時よりも利得の低下が認められた。

すなわち板間間隔で１５ｉｎｎｉ（約３％）程度の誤差があっても利得は約１ｄＢ低下するだけであ

る。

なお、各板の間隔が一様に広く（狭く）なった場合の利得の減少の理論値は、図２．１３に

与えられる周波数特性と同様であっ・て、相対偏差３％４段の場合、利得の低下量の理論値

は帯域の中央で約０．２ｄＢ、帯域の両端で約０．９ｄＢである。

（５）段数変化特性

段数変化に相当する実験として、４段遮蔽形回折網の中央の間隙に、その間隙をすべて

かくすように網目１ｍｍ程度の金属網を張った。回折網の段数は実効的に３段となり、利得

は２．５ｄＢ減少するはずである。実測の結果４回線の受信電力の減少量は２～２．５ｄＢとなり、

ほぼ理論値通りと見なしてよいことがわかる。

つぎに回折網の上部２枚のアルミ板をはずして２段とした。利得は４段に比し６ｄＢ減少

するはずである。受信力の減少量は６．１～６．２ｄＢであった。

したがって、段数変化はほとんど理論通りと結論ができる。

（６）ＶＨ偏波分離度’

金属遮蔽板または金属枠を設けた回折網が傾斜した場合、境界面における電界の乱れで

偏波分離度が劣化する可能性も考えられたが、測定の結果では特に回折網によって劣化す

るという現象は認められなかった。

アンテナ方向調整時に行なった呉羽一高岡、呉羽一富山各見通し内回線の偏波分離度は、

高岡側３８ｄＢ、富山側３３ｄＢであった。送信は２５ｄＢ電磁ホーンである。一方遮蔽形回折網を通

して高岡で受信した富山の電波の分離度は３７．７ｄＢで見通し内とほとんど変らないというこ

とが結論された。

（７）測量精度に関する考察

傾斜網の設計に用いた諸元は、１／２５０００地図より読みとった富山一呉羽、呉羽一高岡

間の距離と、呉羽山上で実地測量により求めた俯角および方位角より計算したものである

が、この場合に必要な測量精度について考えてみる。

１／２５０００の地図上で、長さ測定の誤差が、±１回（±２５ｍ）とする。これは２．５ｋｉｎに

対±１％になるから、関係距離ｄ、の算出誤差は１％以内とみてよい。トランシットの測

角誤差をその最小目盛３０”とすれば傾斜網の実効高に及ぼす影響は約４％となる。

以上の諸誤差を綜合して、回折網間隔△Ｈ＝λｄ、／２Ｈ・の算出に及ぼす誤差の範囲は、

±５％以内と見なせるから、測量誤差の回折網利得に及ぼす影響は、図２．１３より４段の場

合０．６ｄＢ以下である。しかし同じ±５％でも段数が多くなれば、当然影響が大きく、たと

－４２－
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●

えば１０段では利得は４．２ｄＢ減少する。この場合に利得の減少を０．５ｄＢにとどめるためには、

△Ｈ算出の誤差は１．５％とせねばならず、これは測角精度２０’以下を要求する。

上述のごとく段数が多い場合の角度測量には非常な精度が要求される一方、１０～２０ｋｍに

およぶ長距離の光学測量は、大気の屈折率の変動によりかなりの誤差を生ずることが多く、

とくに俯角の精度は望めない。したがってこの場合は標高点よりの近距離測量を併用して

精度を出すようにすべきである。（３）で述べたごとく、本試験において、回折網の傾斜

角の約０．７°度の誤差の原因は、この辺にあるものと思われる。

２。６．４回折網区間の伝搬特性とその考察

回折網あるいは一般に無給電中継系を用いた中継区間では、高利得空中線の特性として

指向性が鋭くなることは避けられず、このため電波の到来角変動が受信電力に大きな影響

を及ぼすようになる。したがって、このような区間では、同じ距離の見通し区間にくらべ

て一般にフェージングの変動幅が大きい。本項では、まずｋ形フェージングによる回折網

利得の変動について理論的に考察し、つぎに富山一高岡の実験で得られた電界変動の諸特

性について述べ、これを現象的に把握してその対策を示した。

（１）ｋ形フェージングによる回折網の利得変動〔２〕

ｋ形フェージングの発生によって地球の等価半径が変化すると、回折網の実効高が変化

することになり、板間間隔△Ｈと傾斜角Θとが最適値よりずれて、回折網利得の低下をも

たらす原因となる。この問題を一般的に取り扱うため、本実験におけるように、回折網が

角Θだけ傾斜して設置された場合について考察する。

・いま、自然山岳回折波強度はナイフエッジ回折理論値よりも十分低いと仮定し、傾斜角

Θおよび板間間隔△Ｈは、ｋ＝４／３なる標準大気状態において最適値となるように設定さ

れているものとする。このとき、横幅ａ＝ｊの回折網の電圧利得の減少は、つぎのように与

えられる。

地球の半径をＲとし、ｋが標準大気状態ｋ＝４／３からずれた場合の、回折網設置点の

高さの変化∂ｈは、

ｈ＝廿（ １
－
ｋ

－

３

－
４

）

∂ｈによる回折網実効高の変化．∂Ｈは

δＨ゛δｈｃｏｓ０＝－バト・（１－｛

（２－４９）

）ＣＯＳ０

この∂ｈまたは∂Ｈを用いると、回折網の電圧利得の変化分△Ｇは

ｊＧ＝Ｇ／ＧＯ 一

一 ∠ｊＧｈ・ｊＧ£・∠ｊＧｗ

で与えられる。ここに△Ｇｈは回折実効高の変化に対する利得変化で、

－４３－

（２－５０）

（２－５１）



Ｈ
－
‾Ｈ十∂ｈｃｏｓθ

（２－５２）

△Ｇｔは回折網の中心点が∂ｈ・ｓｉｎΘだけ横方向にずれることにより利得変化であり、

式（２－２３）によって求められる。８ｈ／£を変数として数値計算すると図２．２９を得る。

また△Ｇ、、は△Ｈのずれによる利得変化分であり、

＾Ｇｗ
一

一

ｓｉｎ（ｎγπｃｏｓ６＞）

２ｎｓｉｎ（γ晋ｃｏｓθ）

（２－５３）

ただしγ＝∂ｈ／Ｈ、

となり式（２－２２）と同一になり、図２．１３によりその大きさを示される。

これらのうちで、ｋの変動により△Ｇにもっとも大きく影響するのは△Ｇ１と△Ｇ。で

ある。前項に述べた富山一高岡間実験回線について、ｋの変動によるフェージングの深さ

を上述の諸量により求めると、図２．３０で示されるようになった。

冨
－
〕
ｙ
ｅ
ｔ
ｍ
ｍ
ｍ
＾
回

δ清一から／２か（１／ト３／４）

図２．２９△Ｇ１とｄｈ／£の関係
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図２．３０富山一高岡試験回線におけるｋ形フェージング

（２）実験回線における伝搬試験の結果と考察

本実験回線において呉羽山一高岡間１５．７ｋｍが区間長１９．１ｋｍの大半を占め、したがってフ

ェージッグを決定する諸変動は主としてこの区間で発生し、富山一呉羽山間はほとんど寄

与していないものと見ることができる。富山・高岡両局には直径３．３ｎｉｉｉｉのパラポラナンテ

ナを用い、呉羽山には直径１．５ｍのパラボラを高岡局に対向させ、自由空間での電界変動

を記録して比較の標準として用いた。富山一高岡間回折網区間（Ａ区間と称す）と、呉羽

山一高岡間見通し内区間（Ｂ区間と称す）の実験期間中の受信電力の分布を図２．３１に示す。

一般に見通し内区間におる５０～９９％の電界変動幅Ｆａ［ｄＢ］は、次式で与えられる［２４］。

Ｆｄ＝０．６６｛３．７３１十（０．２８±０．０３）ｆ・～／ｉアて‾ｉ５・ｄｏ５３《１）（ｘ）±２｝

（２－５４）

ここに、ｆ：周波数（ＧＨｚ）、ｄ：区間長（ｋｍ）、＜α＞：Ｍプロフィールの平均傾度、

゛α：“の分散ヽΦＯＯ：電波通路の平均傾度ヽΦＯＯ≦１ヽ）（ニ＜ａ＞ｄ／２・

（ｈｔ～ｈｒ）、ｈｔ～ｈｒ：送受信点の高度差（ｍ）、である。上式を呉羽山一高岡の区間に適

用すると、

Ｆｄ＝４．７±１．５ｄＢ

をうる。ただし、気象常数としては、館野の８月における値
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図２．３１４段遮蔽形回折網区間の受信電力の累積分布

（実線：Ｖ偏波，破線：Ｈ偏波）

＜“＞゜０．１０７５ヽ゛α゜０．０１１９５１｀゛

を用いた。

図２．３１の受信電力の長期分布より、９９％、９９．９％値を読みとると、表２．７のごとくなる。

この表から、見通し内区間のフェージングの深さは式（２．５５）に与えられる値と非常によ

く一致しているが、回折網区間の値は見通し内よりｄＢ値で８０％程度大きいことがわかる。

そしてこの相違は、アンテナ開口の相違による指向性の違いに帰着させることができる。

表２．７４段遮蔽形および見通し内区間のフェージングの深さ

変動幅

５０％

５０％

心

”

９９％

９９．９％

見通し内Ｂ

Ｖ（ｄＢ）

５．０

１０．５

回折網区間Ａ

Ｖ（ｄＢ）

←
８．５

１７．５

Ｈ（ｄＢ）

９．７

１９．５

Ｖ：垂直偏波、Ｈ：水平偏波

前項に検討したところからこのような大きな変動は、単純なｋ形フェージングからは起

り得ないことが明らかであり、２波以上の干渉にその原因が考えられる。項２．４．４に述べ

た回折網の指向性と低層大気における入射角変動の大きさの程度を考慮すると、このよう

－４６－

φ・

●

｜
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なフェージングが発生するためには、振幅比０．４程度の主波と干渉波とが、０』’程度の

入射角偏差をもち、入射角変動が１％で０．１°程度の大きさとなることが必要であること

がわかる。

回折網区間が見通し内区間よりも深いフェージングを示したのは、回折網の垂直面内指

向性が狭いこと（５６°という傾斜をもつため垂直面内開口が大きい）に原因があると考え

られる。そこで回折網の利得は変らず、指向性のみが広くなるように、図２．２４（ｂ）に示した

横幅ａ＝ｊ／２、段数４の透過形回折網をつくり、垂直開口を半減し、１０日間電界を連

続記録した。この結果を直接４段遮蔽形と比較することは、測定期間が短いことと、期間

中大きなフェージングの回数が少なかったため困難であるが、もっとも大きなフェージン

グを発生した１日につき分布をみると、フェージングの深さは９９％で回折網区間３．９ｄＢ、

見通し内区間４．５ｄＢであり、両者はほとんど等しい。一方前述の２波の干渉モデルで考え

ると、４段透過形５．７ｄＢ、見通し内５．ＯｄＢとなり、表２．７と比較してみても、４段透過形

によるフェージングの改善効果が明らかに認められる。 ９。

このようなフェージングの発生機構は回折網に特有のものではなく、指向性が同じであ

れば反射板系にもそのまま適用できる。Ｉ垂直面内指向性を鈍くしてフェージングを改善す

るためには、遮蔽形を透過形にすることにより、垂直面内開口を小さくし、また、フレネ

ル環に沿って回折網を水平方向にのばし、垂直指向性を改善すればよい。

―４７―



２。７回折網に及ぼす着雪の影響〔１９〕〔２０〕

透過形回折網は誘電体等による移相器を通過する電波の位相回転量にその機能を依存し

ている。したがって移相器上に雪その他電波の通過に影響する物質が付着すると、回折網

利得が減少する危険がある。このような利得変化を生ずる可能性があるのは、通常雪また

は永の付着である。これは回折網に限らず一般のアンテナあるいは反射板等においても全

く同様であって、これを防ぐため、レードームや着雪防止塗料が開発研究されている。こ

の点遮蔽形回折網では、遮蔽板上への着氷雪は利得にはまったく影響せず、非常に有利で

ある。日本の山間部のように比較的降雪の多いところに、回折網や反射板等の無給電中継

系を設置する場合には、このような着氷雪による区間損失の増大をあらかじめ推定して回

線を設計せねばならない。

反射板に対する着氷雪の影響については、従来からもかなり実験的および理論的研究が

行なわれているが〔２１〕、まだ十分な定量的結果が得られておらず、回折網についてはも

ちろん先例をもたない。これら自然現象に関する事柄について短い期間に結論を出すこと

は難しい場合が多いが、大略の状態を把握するため、次のような検討と実験とを行なった。

（１）透過形回折網の各素子誘電体板への誘電物質の付着が全体の利得に及ぼす影響の理

論的検討

（２）誘電体板に種々の状態で着雪したときの、通過電波の位相と振幅変化の測定

（３）各種の地理的・気象的条件以下における着雪状況の相違の観測

２。７．１着雪による回折網利得の減少の理論的推定

一般に誘電体板上への雪の付着は不規則である。この不規則性は巨視的なものと微視的

なものとにわけられる。巨視的な不規則性とは、板全体として雪の付着したところ、しな

いところ等一様でない様子をいい、着雪の平均厚さのゆるやかな変化として表現できる。

微視的な不規則性とは、着雪平均厚さがほぼ一様な場合に、その表面上にある細かい凹凸

のある様子をいい、一定平均値のまわりの着雪量の分散で表われる。

このような不規則な誘電体の反射・散乱の影響については、反射板に関してはすでに理

論的および実験的検討がなされており、両者はかなりよく一致することが確かめられてい

る〔２１〕。その結果によれば、反射板上に着氷（樹氷の生長）した場合、反射効率の低下

は樹氷の凹凸の程度（平均値からの分散）と、波長にくらべての凹凸の目の細かさの程度

（厚さの距離相関）とによってほぼ決定される。回折網の場合についても同様の統計的処

理を行なうことができるが、（１）回折網の設置個所が比較的低い山岳であるため、樹氷

の成長よりも雪の付着が問題となること、（２）樹氷ではｔａｎｄが小さいため通過損失を

無視できたが、湿った雪等では無視できぬ場合があること、（３）反射板の場合、平均着

水量による反射波の位相回転量は反射効率に関係しないが、回折網の場合にはこの量が効

率の低下にもっとも影響すること等の点で、高い山岳における反射板と低い山岳における

回折網の取り扱いの差がある他、方式的には、（４）樹氷の生長脱落の経過と途中の伝搬

路の降雪状況との相関、および着雪の経過と降雪状況との相関との相異を考慮し、降雪に
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よる減衰と着雪あるいは樹氷による損失の増加についても考慮せねばならない。

さて、上述のごとく反射板の効率の低下は樹氷の厚さの平均値の廻りの分散が主要因で

あった。一方透過形回折網では、受信電界は板間空間の電界ベクルトと誘電体板通過電波

のベクトルとの干渉によって定まる。したがって利得変動の主要因は、誘電体板通過電波

の平均位相変化と平均通過損失であって、これらは第１近似として雪の平均厚さにより定

まるものと考えられ、雪の誘電的性質が与えられば求めることができる。この場合着雪厚

さの分散は位相回転量（および通過損失）の平均値のまわりの分散となり、反射板の場合

と異なり合成ベクトルの大きさに与える影響は２次的なものとなる。雪自体の誘電的性質

はいままでにもかなりの研究が行なわれているが〔２２〕、回折網としての利得変化を求め

るには十分ではなく、また着雪状況の観測も行なわれていない。さらに樹氷の場合と異な

り雪のｔａｎ∂は１桁ないし２桁大きいことも多い（おもに気温の相違による）と思われる

ので、誘電損失を無視することができず、これを含めた統計的取扱いは複雑に過ぎるきら

いがある。そこで各誘電体板に平均して一様に着雪したものと仮定し、ヽ着雪による通過電

波の損失を－２０ｌｏｇＸ（ｄＢ）、平均位相変化量をφとすれば、着雪による回折網の利得減

少量－２０ｌｏｇｙ（ｄＢ）は

ｙ＝
１

－２
１＋Ｘ‘―２ｘｃｏｓφ （２－５６）

で与えられる。

式（２－５６）の計算結果を図２．３２に示す。図からわかるように、回折網の損失がたとえ

ば２０ｄＢ以上となるのは、雪の位相回転量が１８０度（またはその奇数倍）にきわめて近く、

かつそのときの通過損失がきわめて少ない場合に限られる。
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図２．３２雪による回折網利得低下量
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２。７．２雪の透過係数の測定

透過形回折網に付着した雪の影響を定量的に明らかにするため、１９６３年１月から３月に

かけて山形県米沢市において、自然着雪および人工着雪状態における透過係数の測定を行

った。

（１）透過係数の連続測定（自然着雪）

式（２－５６）におけるＸとφを長期にわたりやや統計的に求めるため、図２．３３に示す測

定系を用いて連続記録を行なった。
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図２．３４（ａ）（ｂ）（ｃ）に、着雪の通過損失、移相量、回折網としての利得減少量の、実験期間中に

おける累積分布曲線を示す。図からわかるように、自然着雪の影響は予想外に少ないとい

う結果が得られた。
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図２．３４（ｂ）着雪の位相変化量の累積分布

回折網としての損失（ｄＢ）

図２．３４（ｃ）回折網としての損失の累積分布

（１９６３．１．２０～３．２５）

図２．３５（ａ）（ｂ）には自然着雪の記録例を示す。（ａ）は夜半付着した雪が明け方気温の上昇ととも

にゆるみ始め減衰が増大していく状態を示す。（ｂ）は春さきの非常に湿った雪の例で、影響

の大きいことを示している。
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図２．３５（ａ）自然着雪の例（１月３０日）
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図２．３５（ｂ）自然着雪の例（２月２８日）

（時）

（２）人工着雪試験

前述のように、自然の状態で誘電体板に着雪した機会は少なく、・とくに数Ｃｍ以上の着雪

は一度もなかった。しかし他の地点に置いた試料の観測によると、ｌＯｃｍ以上の着雪も考え

られるので、このような多量の着雪による影響の程度も確かめておく必要がある。このた

め人工着雪の実験を行なった。この結果を図２．３６に示す。この実験からつぎのことが結論

できる。

（ｉ）雪の位相回転量は雪質によって異なるが、ほぼ２通りの場合にわけられる。

ａ）比較的乾いた粉雪の新雪で、まだあまり気温が上がらないとき、積雪の上層部の雪

による位相回転量は

５０°／１０ｃｍ（ｓ≒１．０７に相当）

の程度である。

ｂ）気温が高くなって、雪が溶け始めた状態、または投げつけられて付着した少し固ま

った雪、あるいは水平ＰＥ板への積雪層の下層部で幾分氷結しているような部分の雪による

移相量は、
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図２．３６雪の減衰と移相量（人工着雪）

１６０°／１０ｃ・（ｓ≒１．２６に相当）

の程度である。

（ｉｉ）雪による減衰は、ＰＥ板の位相量、雪自体による位相量、雪質とくに水分の含有

率等によって異なるようで、はっきりした結論は出せないが、雪が湿っている場合、溶け

かけている時（気温の比較的高いとき）には減衰量は大きくなり、最大６～８ｄＢ程度であ

る。

（ｉ）回折網としての推定減衰量は５ｄＢ以下であった。また図２．３２より、さらに多量の雪

が付着しても、最大１０ｄＢ程度であることが推定できる。

２。７．３着雪状況の観測

すでに述べた実験によって、着雪量と減衰量との関係はほぼ明らかになったが、実際に

回折網を使用する場合に、どの程度の雪が付着するかを、気候的・地理的条件を変えて知

っておく必要がある。そこで東北地方の数個所で地理、標高、素材をかえて、着雪状況の

相違の観測を行なった。素材のうちアルミ板は反射板あるいは遮蔽形回折網を想定したも

のであり、ガラスは透過形の材料としてのほうけい酸ガラスを想定し、さらに１個所には

シリコーン積層板も用いた。

－５５－

Ｚ“

・１－－－

Ｏ－一一－

１－－

２－－

３－

４°月日－

。１Ｏ１－２４
５２’２－９゛‾‾

６３ｏ一一－
４４

７一一－５．２－１０－

８－－６°－一一一一

９－－
ぷ２－２７－ｗ・－－・－ｗ－－

１０ａ９”２－２８＿＿＿

Ｏ’／

／／ニ‘’

５０’，’一一
Ｚ／

０１２３４５６７８９１０１１１２１３１４１５



（１）材質による着雪状況の４日違

もっとも着雪しやすかったのはガラスであり、もっとも着雪しにくかったのはＰＥ板であ

った。シリコーン樹脂はＰＥ板と同程度であった。ガラスは雪が脱落しやすかった。アルミ

板はガラスと同程度であるが、やや着雪が遅く脱落もやや遅い傾向がみられた。

材質による着雪の相違は、その材質の湿度、熱伝導度、表面の状態等の他、雪質や風速

気温にも関係するようである。すなわち外気温がＯ℃近くで非常に水分の多い湿雪の場合

には、材質にはあまり関係なく一様に付着する。このとき板の表面は水のついた状態で、

雪は水の表面張力で板に付着していると思われる。このため材質よりむしろ板の表面状態

に関係する。一方気温が低くなって雪が乾いてくると、付着の仕方は複雑となる。板と雪

の境界は氷結しており、雪はこの氷結層を介して板に付着している。したがってこの場合

には境界面の氷が溶けぬ限り容易に脱落せず、また氷結層の生成には材質の温度、伝導度、

気温、風速等が複雑に関係していると思われる。

またある程度以上表面に着雪層ができると以後は材質に関係なく付着する。したがって

多量の着雪のあるときには、その厚さは材質にはほとんど関係しない。

（２）風向による相違

各個所を通じて風向に平行におかれた試料に着雪した例はほとんどなかった。

（３）観測地点による相違

もっとも多量の着雪をみたのは米沢市船坂峠（標高４００ｍ）であって、各材質とも最大

約２０ｃｍくらいであった。ここでは１０ｃｍ以上の着雪が６２年度は５～６回、６３年度は４回程度

観測されている。
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２。７．４着雪試験のまとめ

以上のデータによりいままでに得られた結果をまとめればつぎの結論が見出される。

（１）位相について

自然着雪状態の最大移相量は約６０°であった。人工着雪の場合５０°／ｌＯｃｍと

１６０°／ｌＯｃｎｉ程度の位相回転量をもつ雪質の層があった。

（２）減衰について

測定された最大減衰量は６～８ｄＢ程度でとくに雪がとけていく過程で最大となる。

（３）付着状態について

風向に平行なＰＥ板への着雪は認められなかった。１～２月の厳冬期は付着しにくく、付

着してもほとんど影響を与えない。一方３月近くの湿雪はかなり付着しやすくその影響が

大きい。

最大着雪量は船坂峠における約２０ｃｍであり、ｌＯｃｍ以上の着雪が数回認められた。

（４）回折網としての利得低下について

着雪面を通過する電波の振幅・位相がかなり乱れても、回折網としての利得低下量はそ

れほど大きくなく、実測例では自然雪状態で４ｄＢ以下、人工着雪状態で６ｄＢ以下であった。

さらに着雪量が多くなった場合でも、最悪１０数ｄＢ以下と推定することができる。

たとえば船坂峠の例で、最大２０ｃｎｉ着雪した場合、推定位相変化約１４０°、推定減衰量約７

ｄＢ、推定回折網利得低下量は約９ｄＢである。

－５７－



２。８回折網区間の設計

２．８．１回折網を用いた回線設計

節２．６に述べたように、回折網を含む区間の伝搬特性は回折網の指向特性等の影響を受

けるため、一般的な推定が困難である。ここでは、商用を前提としてフィールド試験を行

った松阪一伊勢区間を例にとって、回線設計の方法を述べる［９］［１０］。

松阪一伊勢間は直線距離がわずか１８ｋｍであり、標準中継区間長３０ＫｍのｌｌＧＨｚ方式で

は当然無中継で回線を構成できる距離であるが、地形はこの松阪市と伊勢市を分割してい

る標高５０～７０ｍのなだらかな丘陵のため、直接中継には好ましい状態ではなかった。

そこで置局決定にあたり技術的、経済的両面から比較検討した結果、回折網を採用する

こととした。

この区間のプロフィルを図２．３７に示す。

松阪

回折網

井倉

１８．２ｋｍ（回折網〉０．９ｋｉｎ

伊勢

（ａ）ｋ＝４／３

図２．３７松阪一伊勢区間のプロフィル
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争

４

●

（ｂ）ｋ＝２／３

図２．３７松阪一伊勢区間のプロフィル

（１）設計目標値（雑音配分）

ｌｌＧＨｚ回線は、

規格Ａ「中心局一集中局の平均雑音が、いかなる１時間をとっても評価値で５、ＯＯＯｐＷをこ

えないこと」

規格Ｂ「降雨の多い夏季３ヵ月の回線断となる時間率が１区間当り０．００７５％以下であるこ

と」

を満足する必要がある。

松阪一伊勢区間は、津一阿児を結ぶ４区間よりなる中継回線の１区間であり、回線雑

音としては津一阿児間４区間に対し、規格Ａの５、ＯＯＯｐＷ（評価値）を割当てる。このうち

搬送端局装置に８７０ｐＷを配分する。また無線区間には残りの４、１３０ｐＷを割当て、このうち

各区間の歪雑音、干渉雑音および熱雑音はすべて標準設計値とし、残りの雑音を回折網区

間の雑音増加分に割当て設計目標値とした。

すなわち、松阪一伊勢の回折網区間には、１中継区間の標準３２０ｐＷ（無評価値）に１、３

６０ｐＷを追加して割当てることとした。

（２）回折網装置の所要規格

既述のように、無給電中継装置の開口面積が大きくなると指向性が鋭くなって、地球等

価半径係数ｋの変動による電波の到来角の変動の影響により、受信電界強皮は深いフェー

－５９－

（ｍ）

５６．６

５７．５

５０

２５

１０ｓ．１

５１５

松

ｏ阪２（

伊（



ジンクを呈する。従って、回折網を含む区間の回線品質も見通し内回線と同一品質とする

ために、回折網装置をｋの変動全域（通常ｋ＝２／３～（×））に対し、規格Ａを満足する

ように設計することとした。そこで回折網区間に配分した１、３６０ｐＷの熱雑音増加分に松阪

一伊勢間の実距離約１８ｋｉｎの伝搬損失と標準区間距離３０ｋｉｎの伝搬損失の差４．４ｄＢを加えた

１１．６ｄＢを、松阪一一伊勢間の自由空間損失値からの許容損失増加量とし、さらに設計、施工

マージン３ｄＢを見込み、８．６ｄＢを設計目標値とした。

ｌｌＧＨｚ回線では豪雨により大きな減衰を受けるため規格Ｂを考慮する必要がある。豪雨

時の空間状態は大気が攬絆されているためｋ＝４／３の平常状態と考えることができるの

で、降雨減衰量を考慮した回折網の所要利得は、単に受信入力をスケルチレベルに対する

豪雨時（７、８、９月の０．００７５％値）の減衰量だけ高い値として与えればよい。

松阪一一伊勢間の降雨減衰量は３９．５ｄＢで、スケルチレベルー７２．ｌｄＢｍに対する所要受信入

力は－３２．６ｄＢｉｎになる。この値は標準受信入力－２９ｄＢｍに対して３．６ｄＢの余裕があるので、

前記の区間補正値４．４ｄＢを加えて、回折網区間の自由空間損失値よりの許容損失増加量と

し、ここでも設計、施工マージンを３ｄＢ見込み、設計目標値は５ｄＢとした。以上を要約す

ると次のようになる。

規格Ａ：回折網区間の伝搬損失値は、ｋ＝２／３～ｏｏの範囲で自由空間損失値に対し

て８．６ｄＢ以内であること。

規格Ｂ：同値はｋ＝４／３の状態で自由空間損失値に対して５ｄＢ以内であること。

（４）設計結果の検討

前述の電気的必要条件’と精密測量による地理的諸元をもとにして、透過形回折網を２案、

遮蔽形回折網を４案あげ、それぞれの形状およびその電気的特性について比較検討した結

果、図２．３８のごとく上下辺の一部を遮蔽し、中間部を誘電体板とする「遮蔽・透過混合

図２．３８松阪一伊勢間回折網装置構造図
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形」が安定度、経済性の両面ですぐれているので、これを採用することとした。本方式に

よる回折網の理論的特性を図２．３９に示す。
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図２．３９（ａ）回折網のｋ特性

自由空間値

２

前方リッジ標高５９ｍ

ｋ＝４力

ｋ

１／ｋ

－ ３
－１ ０１

大圏コースからの横ずれ〔ｍ〕

図２．３９（ｂ）回折網の横方向ずれ特性
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白山空間相対損失（ｄＢ）

６

図２．３９（ｃ）回折網の垂直方向ずれ特性

図２．３９（ａ）のｋ特性は、地球等価半径係数ｋの変化による回折網の利得変化を示したもの

であって、松阪一丿尹勢回線では回折網と松阪局の間にリッジがあり、この影響を調べるた

め、リッジの高さが異なることによる利得変動特性を同時に示している。図より

ｋ＝４／３（平常状態）における自由空間値からのレベル低下量は前記の中間リッジの高

さの変動を考慮しても２．５ｄＢ～４ｄＢの範囲にはいっている。またｋ＝２／３～（×）の範囲に

対する自由区間値からのレベル低下量は８．６ｄＢ以内であり、規格Ａ、Ｂを十分満足してい

る。図２．３９（ｂ）は水平方向の指向特性で、回折網の中心線と送受信点を結ぶ大圏コースの横

方向のずれによるレベル低下を０．ｌｄＢ見込むものとすれば、水平方向のずれに対して０．５

ｍの設置誤差を許容することができる。また図２．３９（ｃ）は回折網の垂直方向の指向性で、回

折網懸架高が上下にずれた場合の利得変化特性を表わしたものである。懸架高が高くなる

と損失が増加しているのは、中間リッジによる自然回折波と回折網による回折波の干渉に

よるものである。回折網の設置高を送受信両点を含む相対高として±０．５ｍ以内の誤差範

囲に収めることができれば、利得低下はほとんど無視できる。

回折網設置前および設置後の区間損失は表２．８のとおりである。

回折網設置前の理論値はリッジをナイフエッジと仮定したときの値であり、これと実測

値を比較すると自然回折波の強度は理論値より５．８ｄＢ低かったので、この値を用いてｋ特

性を修正した。それが図２．４０の点線の修正理論値である。｀
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表２．８区間損失測定結果

実測値理論値差

回折網設置前（自然回折波）１５７．３ｄＢ１５１．５ｄＢ（注１）５．８ｄＢ

回折網設置後（精密調整前）１４３．２ｄＢ１３９．９ｄＢ（注２）３．３ｄＢ

回折網設置後（精密調整後）１４２．７ｄＢ１３９．９ｄＢ（注２）２．８ｄＢ

自由空間損失１３８．５ｄＢ

注１：リッジをナイーブエッジと仮定した場合の注２：自然回折波による修正理論値（回折網の
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０
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図２．４０井倉回折網のｋ特性

（回折網の効率は１００％，実線：リッジをナイフエッジと仮定した理論値

破線：自然回折波の実測値による修正理論値）

なお、上記の区間損失の測定は毎秒５～１０ｍ程度の強風下で行なったが、ｋ≒４／３と

推定され、電界変動は全測定期間を通じて±１ｄＢ程度であり、安定であった。

図２．４１に井倉回折網の全景を示す。
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図２．４１井倉回折網

２。８．２回折網の適用領域

ここでは、他の無給電中継方式、とくに反射板方式と比較して回折網の得失を論じ、そ

れぞれに適当した適用領域について検討する。

（１）無給電中継方式

図２．４２に示すように２個のアンテナＡＩ、Ａ２をもってＣ点において無給電中継を行な

う場合について考える。
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図２．４２無給電中継
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各区間の自由空間損失は、

Ｌａｃ＝（４πｄｌ／ｊ）２，Ｌｃ８＝（４πｄ２／幻２

Ｌａｂ―［４π（ｄｌ十ｄ２）／λ］２≒（４πｄ／λ）２

ＡＩ、Ａ２のアンテナ利得をＧとすれば、ＡＢ間の区間の損失は

ＬＡＣＢ＝（４πｄｌ／λ）２（４πｄ２／λ）２／Ｇ２

したがって自由空間電界値からの損失は

Ｌｒ＝ＬＡＣｂＸＬＡＢ―（４π／λ）２（ｄｌｄ２／ｄ）２／Ｇ２

アンテナの実効面積として

Ａｅ

とおけば

ここに

－

－

Ｌ
「

λ２Ｇ／（４π）

一

一 （λｄ，ｄ，／ｄ）２／心 一

一 が／Ａ；

£＝、／ＸｄＴｄＴアｊ：ｃ点における第１フレネル帯半径である。

（２－５７）

（２－５８）

（２－５９）

（２－６０）

（２－６１）

式（２ｒ６１）はＡ。を適当に与えることにより、すべての無給電中継方式に適用される。

パラボラの場合、開口能率を５０％とすれば、パラボラ実開口面積をＡ。で表わし、

Ａｅ＝０．５Ａｐ

Ｌ，＝が／（０．５Ａ９）２＝４£４／Ａｊ （２－６２）

回折網は送受信点を結ぷ線上に近く設置される場合が多く、これに対応する反射板系は

２枚反射板系である。反射板への入射角を∂とし、反射板の効率を９０％とすれば、実面積

をＡ。で表わし、

Ａｅ＝０．９Ａｒｃｏｓ∂

Ｌ，＝£４／（０．９Ａ，ｃｏｓ∂）２

－ ６５－

（２－６３）



∂＝４５°の場合＝

Ｌｒ＝ＪｅＶ（０．６３５Ａ、）２

すなわち反射板系としての効率は６３．５％である。

回折網（遮蔽形）の場合、便宜上実面積Ａａとして遮蔽板の面積をとれば、

Ａｄ＝ｎ・∠ＩＨ・£

ｎ段遮蔽形回折網の自由空間電界値からの損失は

Ｌ。＝（πＨ／ｎ幻２＝π／４り’／Ｋｌ

遮蔽形回折網の利得を理論値に対し９０％とすれば、

Ｌ、＝（π２／４）・£４／（０．９Ａａ）２＝が／（０．５７Ａａ）２

したがって、遮蔽形回折網の実効面積と実面積との関係は

Ａ。＝（２／π）・０．９Ａｄ＝０．５７Ａｄ

となる。また透過形回折網の場合は、同様に誘電体板の実面積をＡａとして、

（２－６４）

（２－６５）

（２－６６）

（２－６７）

（２－６８）

Ｌｒ＝£Ｖ（０．９５Ａｄ）’

Ａ．＝（４／π）・０．７５Ａ。＝０．９５Ａｄ（２－６９）

をうる。

以上の関係から、同一受信電力をうるための、パラボラ（２面）：反射板（２枚）：回

折網（遮蔽形）：回折網（透過形）の所要総面積比を求めると表２．９のようになる。

表２．９無給電中継に用いるアンテナの所要面積の比較

パラボラ（２面）

２×２

４

射鏡（２而）

２×
１。１
－
ｃｏｓ＜？

３．２

（θ＝４５°）

ａ】

－６６－

回折損透過形

π
１．１２×－

２

１．７６

π
１．３３一一－

４

１．０５
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（２）回折網と反射板との比較

回折網と反射板との所要面積の比較は前項で行なったが、両者の優劣を求める要素とし

ては、その他に製作精度・方向調整・伝搬特性・建設の難易・保守の難易・建設費等の問

題があり、これらを総合的に比較検討して適用領域を定めねばならない。これらの諸点に

ついての考え方のあらましをつぎに述べる。

（ｉ）製作精度については、反射板の場合一般に面精度としてλ／１６以下を要求される。

ｌｌＧＨｚ帯ではこれは２．５ｍｉｉｉ程度となり、反射板面積が大きくなるに従い急速に製作が困難

となってくる。一方回折網の場合、遮蔽形では面精度はまったく要求されず、遮蔽板上に

いかに凸凹があっても差しつかえない。透過形の場合面精度に相当するものは誘電体板の

厚さであって、仕上げ精度が±０．５ｍｍ以内であれば、利得低下は０．ｌｄＢ以下、土１．０ｍｍ以

内であれば０．２５ｄＢ以下である。また現在の積層板のプレス技術では、１０数回の厚さの場合、

公差±０．５ｍｎｉがほぼ限界であり、±１．０㎜は比較的容易である。

回折網の場合、さらに遮蔽板または透過板の回折エッジの不整の問題がある。これは本

質的には％値としての周波数特性と同程度である。

（ｉｉ）方向調整については、一般に水平垂直ないしはこれに相当する２次元の操作が必要

であって、２枚反射板では、４次元の操作を逐次施さねばならず、かならずしも容易では

ない。回折網の場合、対応する方向調整の次元は段間間隔と傾斜角であるが、このうち段

間間隔は十分の精度で必要な値に固定可能で、建設時の調整は通常不必要である。したが

って傾斜角のみ調整すればよく、これも設定値より±５°程度可変とすれば十分である。

したがって、回折網の方向調整は反射板に比し非常に容易であるといえる。

（ｉｉｉ）回折網の構造については、反射板に比し大きな特色は、回折網が空間の電波の通路

長を制御する形式であるため、風その他の原因で回折網が前後に揺れても受信電力はほと

んど影響を受けないという点である。これは鏡面の動揺が大きく影響する反射板と異なる。

このため試作回折網は網の中心をワイヤロープで懸垂する構造をとり、網の一端をもって

前後にゆすっても受信電力にはまったく影響が見られなかった。したがって網の構造は傾

斜角が変り難いようなものであればよい。また回折網は各段間が空間になっているから、

受ける風圧は小さくなり、支持強度に対する要求が緩和される。

（ｉｖ）伝搬特性にもっとも影響するのは無給電中継系の指向性である。主ビームの指向性

は略アンテナ系の開口面積に比例すると考えてよい。遮蔽形回折網の全体の開口はほぼ２

枚反射板系における単体の面積の２倍に近いが、回折網の開口のたてよこ比を１：２程度

にとり、正方形開口の反射板と、垂直面内開口を比較すると、ほぼπ／２＝１．２５となり、

回折網の指向性が約２５％鋭くなる。ただし透過形の指向性は約４０％鈍くなり、フェージッ

グに対してはより安定である。また回折網の場合その面積を垂直方向に伸ばす代りに、フ

レネル環に沿って、水平方向に伸ばし、垂直面内の指向性を鈍くして安定度を増すことも

可能である。
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（Ｖ）回折網で特に問題となるのは周波数特性をもつ点である。実効回折高が大きくなる

とフレネル環の幅は小さくなり、同一の面積に対し段数が増加する。実効回折高が大きく

なる場合は、山の高さが高くなった場合と、山は高くなくとも回折網の設置点が送受信点

を結ぶ線より遠くはずれた場合とであるから、反射板とくらべて回折網の設置可能な地点は、

比較的山が低くて送受信点を結ぶ線上またはその近くに限ら｀ぢることになる。

（ｖｉ）冬期の着雪による区間損失の増加は、透過形回折網については誘電体全面に着雪し

ても、最悪１０数ｄＢ程度、通常６ｄＢ以下のレベル低下に止る見通しである。遮蔽板への着雪

はまったく問題なく、ただ遮蔽板間の空間のつららあるいはアングル上への積雪等による

影響があるが、その量はほとんど問題にならないであろう。一方反射板へ着雪した場合、

表面での散乱と雪の中での位相回転と減衰が問題となる。垂直入射の場合の雪面での反射

は非常に少ないことが確かめられているから、斜め入射の効果と雪の不整を考慮しても散

乱の影響は減衰と位相回転に比しかなり小さな程度であろうと思われる。雪による減衰は、

項２．７．２の実験結果より、湿雪の場合最悪数ｃｍでｌＯｄＢ程度は予想され、反射板の場合には、

電波は雪中を２度通過するから２０ｄＢ程度の影響を与える可能性はかなりあるものと思われ・

る。位相回転については雪が全面に一様に付着する場合は問題ないが、部分的に付着また

は落下した場合、位ホ目回転量の差によって指向性が乱される危険がある。透過波における

９０°の位相差は反射板の場合、１８０°の効果をもつので、この危険もかなり多いと思われ

る。前述の実験はポリエステル板についてのものであったが、アルミ等の金属板への着雪

は、ポリエステル等への着雪より量と回数とも非常に多いことが観測されている点にも注

意せねばならない。

回折網の遮蔽板あるいは誘電体板が腐食、劣化等によって張り代える必要の生じた場合、

１段ずつ順次に工事を行なえば、回線を切ることなく修復が可能である。ｎ段回折網のう

ち１段欠損した場合の利得の減少量は２０ｌｏｇ（ｎ－ｌ）／ｎ［ｄＢ］である。

（３）回折網と反射板の経済比較

以上回新網と反射板方式との得失を項目別に述べてきた。これらの優劣を最終的に決定

するものは上述のすべての要素を考慮に入れたうえでの経済比較である。ここではかなり

あらい仮定の上にたって両者の建設費の比較を行ない、各方式に適当した適用領域を見出

すことを試みる。

図２．４３（ａ）に遮蔽形回折網の推定概算建設費を示す。横軸の回折網面積は段間空間をも含

めた枠組全体の面積をとってある。段数は４段とし、横幅または段間間隔が変化した場合

についての概算値をプロットしたものである。図２．４３（ｂ）に２枚反射板の概算建設費を示す。

鏡面仕上げ精度は±１．０㎜以内とし、１枚の場合に比し材料費は２倍、工事費は２．６倍に

なるものと見込んだ。
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図２．４３（ａ）回折網建設費

単体面積（ｍ２）

図２．４３（ｂ）２枚反射板建設費（１９６２年当時）

適用領域を求めるために、まずｄｈｄ２、Ｈを与えて総合のフェージングによる雑音相加

量を求めた。ここでは比較を簡単にするため、両側の区間のフェージングは無相関として

両者の和の分布をもとめた。この場合、送受信点の高度差によるフェージング軽減係数も

考慮した。これから得られる所要面積から、両者の建設費を求め、これを比較してそれぞ

れに有利な範囲を求めると図２．４４（ａ）のようになった。ただし回折網の場合４段以上必

要な場合は横方向に伸すことを原則とした。この結果から、各無給電中継方式の適用範囲

の概念図を描くと図２．４４（ｂ）のようになる。
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図２．４４（ａ）２枚反射板と回折網の適用領域

約１００ｍ

回折網

図２．４４（ｂ）無給電中継方式の適用領域

２。８．３評価

回折網を初めて導入する区間として選定された松阪一伊勢区間は、リッジが浅く、３重

リッジになっている点など地形が非常に複雑なため、富山一高岡間での実験結果に加えて、

さらに回折網の設計およびｋ特性の推定により詳細な検討を必要とした。この回折網装置

は、昭和４２年８月以降引き続き商用に供されたが、昭和５０年松阪局が新局へ移設される

こととなったのを機にその使命を終えた。この間の約８年間何らの障害も報告されていな

い。

撤去工事は昭和５０年１０月７日・８日に実施され、往復４無線システム８波の受信電力を

モニタしつつ、片面づつ撤去された。撤去前後の受信電力差は平均１２．５ｔｉＢ（１１．５～１３．ｌｄＢ）

であり、表２．９での測定値、１４．６ｄＢより約２ｄＢ低い。この原因については種々考えられる

■

７。０－

φ

争

●

亀

言

。

四

歿

？。，Ｌ。・Ｆ″’Ｒへヽ／｀

ブ几レーダ´１枚反射板

レンズ：）ｊ２幡掲

ＵＵ‾‾聊乙；ｊ万；［‾‘‾‾‾‾

万

万ヽヽ

’，，―／－ｆ―］］

宍：ｊに：

レ］

レノ］ム

レ

ー

Ｈ

，ＪＪ

万

ｊ

ｌ

診芯竺ｊ゛：゛ｊズズ≫■ｊｊ１１ズ

７：ｌ

ｊ

°

ｊ

３
ム：．：：：コｊ二

‾

‾

＿

ツ回折絹有利
３０一一－μ－－ｋ一一，４一一・，－．－・－－・，－－．－一一，－，－一一

２０－－－

１０１

２３４５６

こ宍］

８

しくじスジスニ

１

ズス

４Ｈ



匂

●

：１

●

が、回折網撤去後の表２．９に相当する区間損失の実測値が、平均１５１．５ｄＢであり、フィー

ルド試験時よりも約６ｄＢ損失が少なくなっていることが主な原因であろうと推察される。

無給電中継区間を含む無線回線の設計は、上述のように一般的手法によることが困難な

ため、実例として松阪一伊勢区間で採用した方法を述べた。その後の長期にわたる商用運

用実績からみて、この方法の妥当性を確認することができる。

２。９結言

本章においては、ｌｌＧＨｚ帯における回折網の諸特性を理論的および実験的に明らかにし

た。また伝搬特性が回線品質に及ぼす影響を調べ、フェージングの発生要因について検討

し、多重電話中継回線に適用できることを確認した。この検討は反射板にも適用できる。

さらに回折網の設計法、構造、無給電中継回線設計法、無給電中継方式の適用領域を明確

とした。透過形回折網に関し、その材料を開発しその実用上の利点を、。降雪の影響も含め

明らかにした。

以下にその結果を要約する。

（１）現場測量を注意して行なえば、計算による設計通りの寸法で製作し現地に設置して

も、理論値よりの利得低下を０．５ｄＢ程度以内に収めることは容易である。

（２）回折網は反射板に比較してその原理から明らかなごとく、要求される寸法精度が迪

かにゆるやかであり、とくに波長が短い場合、高利得が要求される場合に、経済的であり

容易に実現できる。

（３）周波数特性は、設計中心周波数の１０％帯域幅で４段回折網の場合、約０．５ｄＢである。

（４）指向性の副ビームは反射板に比較して大であるが、実用上は影響は少ない。

（５）透過形回折網は、とくに高利得が要求され面積が大きくなる場合、遮蔽形に比較し

て垂直開口を半減でき、フェージング特性が改善される。

（６）降雪地帯での遮蔽形回折網への着雪による利得低下はほとんど問題にならない。

透過形の場合は通常数ｄＢ以下で最大を１０数ｄＢ見込めば十分であり、反射板より少ない。

（７）風圧によって構造強度が決定されるとすれば、同一利得に要求される回折網の実面

積は反射板のそれに比して小さく、２枚反射板方式に比較し透過形回折網は約１／３であ

り、有利である。
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付録Ａ誘電体材料の測定

測定した材料はつぎの７種である。

１エポキシ樹脂

２アセタール樹脂

３ポリカーボネート

４硬質塩化ビニール

５ほうけい酸ガラス

６ポリエステル積層板

７シリコーン積層板

測定には、ｌＫＨｚ～ｌＯＯＫＨｚでは並列アドミッタンスブリッジを用い、ｌＭＨｚ～ｌＯＭＨｚでは共振

法により、試料の高周波抵抗と容量を金属抵抗とコンデンサに置換する抵抗置換法を用い

た。ｌＯＧＨｚ帯では短絡したＷＲＪ－１０導波管中に試料を入れ、定在波を測定する短絡法によった。

したがって試料の形は、ｌＯＭＨｚ以下では８０×８０×２皿程度の平板であり、ｌＯＧＨｚでは１０×１０

×２０ｉｎｎｉ程度のブロックである。

測定の結果を図Ａ．１～５に示す。浸水試験の結果も同時に示した。ただしｌＯＧＨｚにおい

ては測定法も異なり試料の形状も異なるので、浸水の状況も同じではないであろう。

ｌＯＧＨｚでの結果は表Ａ．１にまとめた。
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図Ａ．５ポリエステル積層板の誘電定数（２）
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第３章通信用アンテナの高性能化に関する研究

３。１序言

通信用アンテナは、通信システムを構成する重要なハードウェアの一つとして、通信シ

ステムの進展に伴。つてその具備すべき条件も異なってくる。ここ１０数年間にアンテナ設

計に影響を及ぼした通信システムの変化の要因は次のように整理できよう。

（１）通信の需要増大に伴う周波数利用効率の向上および新周波数帯の開拓

（２）ディジタル無線通信方式の導入

（３）衛星通信方式の発展

（４）システムコストの低減への要求

これらの要因がアンテナ設計に及ぼした影響は、以下に述べるような通信用アンテナヘ

の高性能化の要求であったといえる。

（１）アンテナ指向特性の向上

（２）準ミリ波帯以上の高い周波数帯のアンテナの開発

（３）交叉偏波特性劣化機構の解明と改善策

（４）多周波数帯共用技術の開発

（５）衛星搭載用および地球局アンテナ系の開発

（６）ローコストアンテナの開発

本章では、これらの諸問題のうち、アンテナ鏡面に起因する交叉偏波特性劣化機構、ア

ンテナヘの着雪および伝搬路中の降雨が交叉偏波特性に及ぼす影響、アンテナ指向特性改

善の一方法、アンテナサイドローブの統計的性質および干渉波防止の観点からみた望まし

いアンテナ指向特性ならびに干渉防止の一方法の試みについて、理論的および実験的検討

結果を述べる。

３。２開口面アンテナの交叉偏波特性

３．２．１２０ＧＨｚ帯カセグレンアンテナにおける交叉偏波特性

ディジタル変調は、従来のアナログ変調に比し、同一の情報量に対して所要の周波数帯

域幅が広くなる。このため周波数有効利用の観点から、周波数の重複利用、すなわち直交

偏波共用が必須となってくる。従って、アンテナおよび伝搬路における交叉偏波特性の劣

化機構の解明とその改善策が重要な課題となってきた。

アンテナの交叉偏波識別度（ＸＰＤ）に対する所要値は、方式の構成によって異なるが、

２０ＧＨｚ帯デジタル無線方式において偏波共用を行なう場合は、送受綜合で３０ｄＢ以上は必要

である。準ミリ波ＰＣＭ方式においては、降雨時の回線規格は降雨減衰と降雨による交叉偏

波弁別度の劣化が支配的であり、一方平常時にはアンテナの交叉偏波識別度が誤り率を支

配する。この点からアンテナの交叉偏波識別度特性の向上は、方式の構造上きわめて重要

な要素である。

マイクロ波帯においては、３０～４０ｄＢのＸＰＤを実現することは比較的容易であった。しか

―７５―



し準ミリ波帯のごとく、更に周波数が高くなると、方式上必要なＸＰＤを得ることが困難な

場合が多くなる。これは周波数または開口径と波長との比が大きくなるため、わずかのア

ンテナ製作誤差により開口面内電界分布が乱れやすくなるためと推測される。

従来、このようなアンテナ交叉偏波特性についての系統的な研究はあまりなされていな

い。特に、アンテナ構造の不完全性に基づく交叉偏波特性の劣化を明らかにして、特性改

善のための方向を与える研究はほとんど見当らない。

本節では、２０ＧＨｚ帯ディジタル無線中継方式用アンテナを例にして、開口面アンテナの

交叉偏波特性について実験的、理論的検討を行った結果を述べる。

プレス工法による鏡面の製造は、大量生産に適しているが、準ミリ波以上の高い周波数

帯において所要の電気特性を満足せしめ得るかどうかはなお検討の余地があった。とくに

交叉偏波特性については、カセグレンアンテナの性質上、鏡面ひずみ等の影響を受けやす

い。このため、交叉偏波特性劣化の要因を明らかにすることが必要と思われた。

カセグレンアンテナの交叉偏波特性としては、アンテナの構造上本質的に発生する、ア

ンテナに対し非対称な観測点における交叉偏波の発生と、鏡面、１次放射器等のひずみに

起因して発生する特性の乱れとを考慮する必要がある。

前者は最終的に水平・垂直面内における交叉偏波パターンで評価され、１．８ｉｎφのアンテ

ナの実測例を図３．１に示す。垂直・水平面に対して４５°の面内で交叉偏波識別度が悪く、
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約０．５度付近で最悪となる。これはとくにポール形鉄塔の場合に、風による揺れとの関連

で問題となる。この傾向は、１次放射器に単一モードの円錐ホーンを使用する限り避けら

れず、根本的な改善のためには、コルゲートホーン、誘電体集束ホーン、マルチモードホ

ーン等の本質的に交叉偏波成分の少ないホーンの適用が必要である。

理想的なアンテナにおいては、アンテナ中心軸方向の交叉偏波成分はゼロとなるはずで

あるが、現実のアンテナではある有限の値をもっている。これはなんらかのアンテナの非

対称性、または方向調整の誤差に起因するものである。このようなアンテナの非対称性に

基づく軸方向交叉偏波特性劣化の現象について、以下に考察する。

３。２．２交叉偏波特性劣化要因の考察［３９］

アンテナの不完仝性にもとづく交叉偏波

特性劣化の要因としては、つぎの諸点が考

えられる。

（１）偏分波器の不完全性

（２）１次放射器：ひずみ、軸ずれ、高次

モード

（３）副反射鏡：鏡面精度、設定誤差

（４）主反射鏡：鏡面ひずみ

（５）支柱：支持の非対称性

（６）送受アンテナの水平度

（７）アンテナの方向調整誤差

（８）伝搬路：反射波の存在

これらの諸点に関し、２０ＧＨｚ帯実験

回線のうち、２区間について詳細な測定を

実施した。その結果、（１）については偏

分波器対向で４０ｄＢ以上の識別度があり問題

はない、（５）については、吸収体の装着、

金属棒の装着等によって、とくに大きな変

化を与えない、（６）については問題がな

い、（８）については伝搬路の検討により

とくに問題がないこと等が明らかとなった。

また（２）については、１次ホーンの回転

により若干の変動がみられ、約２ｄＢ程度の

改善が可能となる場合のあることが確認さ
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れた。さ図３．２鏡面非対称性測定例

て、ここでアンテナの非対称性をより的確

に把握するため、供試アンテナと角錐ホーンアンテナとを対向させ、送信偏波面を回転さ

せて、そのときに交叉偏波出力が最小となる角度と、交叉偏波識別度とを測定した、その

結果の一例を図３．２に示す。この結果から、交叉偏波が最小・となる角度のずれと、そのと
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きの交叉偏波識別度とは周期的な変化をすること、および角度のずれが０の点と、識別度

のよくなる点とが一致していることがわかる。

いま、カセグレンアンテナの開口上の点を（ｐ、０）なる極座標で表わし、点（ｐ、０）

上の電界をＥ（ｐ、∂）とすれば、軸上での遠方電磁界は、

Ｇ
一

一 ＡμＥ（ｐ，０）ｄｓ （３－１）

で表わすことができる。ここでＡは定数、Ｓは開口面上での積分を意味する。アンテナの

非対称性のため、開口面上でφ（ρ、∂）なる位相誤差があるとすれば、電界Ｇは

Ｇ＝ＡμＥ（ρ，ｄ）ｅｘｐ［ｊφ（ｐ，０）］ｄｓ （３－２）

と表記できる。

ここで問題をきわめて単純化して考える。ＴＥＨモードの円錐ホーンにより励振された

理想的なアンテナの開口面電界分布は、偏波の軸（Ｅ面）に対して左右対称であり、それ

に直交する軸（Ｈ面）に対して上下反対称である。いまＥ面方向電界成分（正偏波）を

Ｅ。、Ｈ面方向電界成分（交叉偏波）をＥｙとし、第１象限（０≦∂≦π／２）において

Ｅ（ρ，∂）＝Ｅバρ，∂）十Ｅｙ（ｐ，０）

と標記すると、上記の対称性を考慮して、

Ｇ＝Ａ

（３－３）

ｐ

’
び２｛Ｅに（－１）’Ｅｙ｝ｅｘｐ［ｊφＤ，∂＋（ｉ－１）對］・・ｄｐ・ｄ∂

（３－４）

となる。ただしａは鏡面の半径とする。

１次近似値を求めるために、さらに単純にモデル化して、アンテナを４個のアレーとみ

なす。Ｅおよびφを各象限で平均し、

臥＝讐万で゛２Ｅバρ，ｄ）ｐｄｐｄｄ

Ｅｙ＝訃で２ど２Ｅｙ（ｐ，０）ｐｄｐｄ∂

丿ｉ＝壽認 ″２φ｛ｐ，０十（ｉ－１）・１１ｐｄｐｄ∂

と表わし、かつ一般性を失うことなく

μφｄｓ＝ｏ，φ≪１，Ｉ。（Ｅｘ）＝

とすれば、

－７８－

（３－５）

０，Ｒ。（Ｅい＝１／４（３－６）

喝

●

●

●



●

●

／
・
Σ
Ｊ

１
一
４

十Σ（－１）９１ｅμ’Ｅ， （３－７）

１＋１１１１（Ｅｙ）Σ（－１）ｉ‾”φｉ十ｊＲ。（Ｅｙ）Σ（－１）ｉ゛１φｉ（３－８）

と近似できる。ただしＲｅ、ｌｍはそれぞれ実部および虚部を表わす。式｛３－７）の第

１項が正偏波成分、第２項が交叉偏波成分を表わし、式（３－８）の第１、第２項が同相

成分、第３項がπ／２相成分を表わす。すなわち、一般に鏡面位相誤差のあるアンテナの

軸上遠方放射電界は楕円偏波となり、その主軸（長軸）はＥ面に対して

φ ●

‾ｉ ＬＩ（Ｅｙ）Σ（－１）叫φｉ

だけ傾斜し、長短軸比χ（楕円度と呼ぶ）は

χ≒Ｒ。（Ｅｙ）Σ（－１）ｉ‾’‾１φｉ

（３－９）

（３－１０）

で近・似的に与えられる。したがって、交叉偏波特性は、アンテナ開口面における直交電界

成分Ｅｙと、鏡面誤差の２次対称成分Σ（－１）“１φ１とによって、第１次近似として支

配されることがわかる。

さて、図３．２の測定に用いたアンテナについて鏡面誤差の２次対称分Σ（－１）“１φｉ

を求めると、図３．３のごとくなる。
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周方向角度（ｄｅｇ）

図３．３鏡面誤差の２次対称成分Σ（－１）“’φ１
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一方、鏡面上の電界分布は、副反射鏡の散乱電磁界を積分することにより求められるが、

一般には、各点の電界は楕円偏波となり、その主軸はＥ面に対して傾いている。ファーフ

ィールド形通常カセグレンアンテナでの計算例では、アンテナの軸方向遠方電界の第１象

限での平均値は、主軸の傾きが－１２°、長短軸比が０．１の右旋楕円偏波となり、鏡面位相

誤差が図３．３で与えられるアンテナに対して、交叉偏波特性の１次近似値は図３．４のごと

くなる。

図３．４を図３．２の実測値および図３．３の位相誤差分布と比較すると、角度ずれの傾向か

きわめてよい一致を示していること、および交叉偏波識別度の傾向も比較的よく一致して

いることがわかるであろう。ただし、計算は上述のごとくきわめて単純化したモデルで行

なっており、実際のアンテナはニヤフィールド形であること、および、鏡面のひずみが周

辺部で大きく、また、電界分布も周辺部での乱れが大きいこと等を考慮すると、計算の近

似度を上げることにより、実測値との一致はさらによくなることが予想される。また実測

値にみられる識別度特性の非周期性は、方向調整誤差にもとづくものであることが理論的

に確かめられている［３１］。
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図３．４交叉偏波特性の計算例

－８０－

１８０

｜

・

●



●

蛎

●

３。２．３対称性試験

以下に前述した交叉偏波特性の実験的および理論的解析をさらに厳密に述べる。

通常、アンテナの調整においては、送受両アンテナの放射方向を調整した後で、偏分波

器定角を調整する。図３．５はその特性を模式的に示している。送信側で完全に水平と垂直

な２偏波を送出しても、偏分波器出力端子からの交叉偏波出力が最小となる設定角は、一

般に各偏波に対し異なっている。従って両偏波に対してＸＰＤの最悪値をよくするためには、

偏分波器を２曲線の交点に設定する必要がある。

２６台のアンテナを用いた１３中継の実験回線において、区間としての交叉偏波特性が最も

悪い２区間における試験結果を表３．１に示す。設定角のずれ△γと単一偏波に対する最小

受信レベルＰ。ｈ、の測定に際しては、図３．６に示す測定系を用いており、ほぼ被測定アン

テナだけの不完全が現れている。それに対し、ＸＰＤの測定に際しては、送信・受信の２個

のアンテナを対向させて測定しているため、両アンテナの不完全性の寄与が含まれている。

又、Ｐ。ｉ。としては、垂直・水平両偏波の平均をとっている。

区間Ｉにおいては、△γが大きいのに対し、区間Ｈにおいては△γは比較的小さいけれ

どもＰ。１．が高い値となっている。これから、ＸＰＤが△γとＰ。ｉ。の両者によって決定さ

れていることが推測できる。

（
ｍ
｀
）
’
＾
（
ソ
ｖ
χ
一

－１０・

－２０；

－３０

４
０

恕
胴

－５０

偏分波器設定角（ｄｅｇ）

／＝１９．３５ＧＨＺ
→一丿→ノｙ

―Ｍ～Ｈ→レ／

図３．５偏分波器調整試験結果の例

表３．１ＸＰＤ値と偏分波器調整試験結果

χＰＤ△γＰ。ｉｎ（ｄＢ）χＰＤ
区間（ｄＢ）（ｄＢ）
測定値（ｄｅｇ）アンテナ＃１アンテナ＃２理論値

１２８．８３．８－５１．５－４４．０２９．４

．Ｈ２９．５２．６－３Ｌ５－３３．５２９．６

－８１－
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×／
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χ∠１ｙ´

べ

χ／

／１

’ｍｎ＼ｂ偏分波器固定点
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カセグレンアンテナ

回転機構付

方形電磁ホーン

図３．６対称性試験測定系

＆ヌ

以上の偏分波器調整試験結果は、図３．７に示す２つの楕円偏波モデルを用いてよく説明

できる。すなわち、直交する偏波面ｘ’、ｙ’で給電されたアンテナからの放射電磁界は、

楕円度Ｇ２／Ｇ，なる２つの楕円偏波となり、しかもそれらの楕円の長軸は一般には直交

しない。図において添字ｘとｙは、各々ｘ偏波およびｙ偏波給電を示す。このような楕円

偏波は、アンテナあるいは伝搬路の非対称性により生じるものと考えられる。

図３．６に示す測定系を用いて、アンテナ構造の周方向不完全性と楕円偏波特性との関係

を調べた。この試験を対称性試験と呼ぶこととする。

送信側の方形電磁ホーンは回転機構により送信偏波角βを微調整できる。同一の２個の

ホーンを対向させた状態で、楕円度－４０ｄＢ以下、直交性のずれ０．８°以下の性能を有する。

受信側の偏波角αは、回転導波管を介して方形導波管の回転により変えることができる。

回転導波管を２個対向させた状態で、楕円度－４１ｄＢ以下、直交性のずれ０．５°以下である。

！Ｊ！Ｊ

図３．７放射電磁界の偏波関係
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受信偏波角をある値α゜に設定した後、βを微調整して受信電力を最小にする。次にα

＋９０°に対し、βを再調整する。そのときのβの差が、アンテナ放射電磁界の両偏波の交

角を表し、従って直交性のずれ△γが求めら。れる。なお、図３．５における設定角のずれ

△７・は、送信偏波が水平と垂直の場合に相当し、・直交性のずれの特定の値ということがで

きる。

理想的なアンテナにおいては、偏波角αを代えても楕円度χは無限小、直交性のずれ

△７・は零にとまっているべきものである。

表３．１の区間Ｈの両端のアンテナについて、対称性試験を行った結果を図３．８（ａ）、（ｂ）に

示す。
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図３．８（ａ）対称性試験結果（１．８ｍ径アンテナ）
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図３．８（ｂ）対称性試験結果（３．３ｍ径アンテナ）
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楕円度χと直交性のずれ△７は、使用偏波面αに対し各々９０°と１８０°を周期とする規

則的変化を示す。従って、図３．７に示すような楕円偏波の発生には、アンテナ構造の不完

全性のなかでも、特定の周方向周期成分が強く関与していることが推論される。

χの最大値は、両アンテナ共に約一３０ｄＢである。それに対し△γの最大値は、１．８ｍφ

アンテナで２．３°、３．３ｍφアンテナで４．２°と大きく異なっている。又、Ｌ８ｍφアン

テナの場合、α≒Ｏ°、９０°、…のほぼ水平、垂直偏波時に△γ≒Ｏとなるので、両偏

波共に比較良好なＸＰＤが得られる。一方３．３ｍφアンテナでは、垂直または水平偏波時に

△γが最大とあり、望ましくない非対称性を示している。

３。２．４交叉偏波特性の解析

（１）表現式の導出

主反射鏡にひずみが存在する場合、あるいはアンテナに方向調整誤差がある場合も、ア

ンテナ放射特性は開口面内電界分布に乱れがあるとしてＦｒａｕｎｈｏｆｅｒの式を用いて計算でき

る。

図３．９は回転対称な主反射鏡面を持つ開口面アンテナと座標系を示す。開口面上にはア

ンテナ正面方向をｚ軸とする極座標を、又、観測点方向を示す角度（φ、φ）を定める。

このとき、開口面内電界分布Ｅ（ρ、∂）と放射パターンＧ（φ、φ）は次式により関係

づけられる。

Ｇ（φ，φ） ＝Ｋ／／Ｅ（ρ，６）ｅｘｐ（―
．
Ｊ

Ｐ）ｄＳ （３－１１）

ここに、Ｐ＝βΓｓｉｎφＣＯＳ（∂－φ）、β：波数、Ｋ：定数、Ｓ：開口面、ｒ：原点

から観測点までの距離、である。

アンテナ構造に不完全がある場合、あるいは方向調整誤差がある場合は、Ｅ（ｐ、０）

に乱れを生じるが、特に位相に対する影響が顕著となる。開口面内での位相誤差を△Ｐで

表すと、式（３－１１）は次式に変形できる。
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図３．９座標系
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Ｇ（φ，φ）＝Ｋ々Ｅ（ｐ，０）ｅｘｐ（－ｊＰ十ｊＪＰ）ｄＳ
（３－１２）

開口面上電界Ｅ（ｐ．０）をヽ模式的に図３．１０に示す．電界のρ方向成分Ｅｐとθ方向

成分Ｅ∂はヽ共にρと∂の直交関数群で展開できる．まずｙ偏波給電の場合に

Ｅ。―Ｅ／，ｐｓｉｎ∂

Ｅ，＝ＥりＣＯＳ６

（３－１３）

（３－１４）

と表記する．ここにＥｐヽＥ∂のρ方向依存性を第２添宇ρで区別した．すなわちＥｐｐヽ

Ｅ∂ρはそれぞれｙ軸上および゛軸上の電界分布に相当する．座標変換によりヽ

Ｅｙ＝Ｅ。ｓｉｎθ十Ｅｅｃｏｓ６，Ｅ。＝Ｅ。ＣＯＳ６―Ｅｌ？ｓｉｎ＾

であり、且つ、正偏波方向電界ＥＩと直交偏波方向電界Ｅ２は

だから、

Ｅ
Ｉ

一

一

Ｅｙ，Ｅ３
一

一 Ｅχ

ＥＩ＝（－Ｅ。。十Ｅ，。）・（ｃｏｓ２∂）／２十（Ｅ。。十Ｅむ，）／２

Ｅ２＝（Ｅ。。－Ｅ９）・（ｓｉｎ２∂）／２

（３－１５）

（３－１６）

となる。すなわち、給電系は完全な直線偏波であっても、直交偏波成分Ｅ２が存在する。

図３．１０開口面上電界分布

－８５－

£面（給電偏波面）

ｅｉ

ｅ２／ｙ面



アンテナに不完全性があると、式（３－１２）によりＥｉ（ｉ＝１、２）を波源とする遠

方放射電界Ｇ１には、一般に正相分Ｃｉと９０°相分Ｓｉとが現れる。すなわち、

Ｇ
一

一 Ｃｉ十
．
Ｊ

Ｓｉ． （ｉ＝１，２） （３－１７）

一般に、直交する２電界成分間に位相誤差があるとその合成電界は軸が少し回転した楕

円偏波となることが知られている。従って、ＧＩとＧ２とを合成した楕円偏波の軸が、給

電偏波方向と成す角γと、楕円の長短軸比（楕円度）ｔａｎｚは、次式で表される。

ｔａｎ２γ
一

一

２（ＣＩＣ２十ＳＩＳ２）

司＋Ｓｊ－Ｃｊ－Ｓｊ

２ＩＳｊＣｇ．ＣｉＳ２１り１２げ２１
ｓｉｎ２χ＝¬。，２，ｙｌ２で。２，ｏ２

十ｃ 十ｓ；

（３－１８）

（３－１９）

次に、図３．７のように軸が斜交した２つの楕円偏波がある場合の、偏波間干渉について

考える。ｙチャンネルの信号Ｇ、とｘチャンネルからの干渉波Ｇ、、との比は、次式で与え

られる。

（３－２０）

アンテナ系の非対称性が小さい場合、｜△ＴＩく＜１で、且つＧ，１く＜Ｇ，Ｉで

あるから、

Ｇ。
－
Ｇｓ

一

一

Ｘ
Ｉ
Ｇ

ｙ
ｌ
Ｇ

∠ｊγ

－
豊
叫 （３－２１）

位相誤差△Ｐが小さい場合、次項で明らかになるように、ＧＩとＧ２の位相差は約９０°で

ある。又、ＸＰＤは、

χ
１
Ｇ

－
＝＝ＩＧ川

のときのＩＧ。／Ｇｓ１２として定義される。よって、

式（３－２１）より

１／ＸＰＤ≒（ｊγ／２）２十χ２

となる。ここに

χ＝ＩＧ；／（叫

－８６－

（３－２２）

｜

１

●



●

１

●

である。

以上に不完全なアンテナ単体の交叉偏波特性を解析した。これに対し、区間両端のアン

テナ＃１と＃２が共に不完全な場合に、上述の議論を拡張することは容易である。すなわ

ち、各アンテナを添宇１、２で区別すれば、△γ＝△γＩ－△γ２、χ＝χＩ十χ２とおけ

ばよい。

表３．１には、偏分波器調整試験から得られる△γとχの値から、式（３－２２）を用いて

計算したＸＰＤの値を示す。これらは、区間ＸＰＤの実測値と良い一致を示している。

以上から、位相誤差△Ｐから、楕円度χと軸の回転γを求めることができること、及び

ＸＰＤがχとγを用いて計算できることが示された。

（２）数値計算結果

本項では、表３．１に示した区間ＩＩの１．８ｍφアンテナを例として、主反射鏡のひずみに

よる交叉偏波特性の劣化を評価する。、

式（３－１２）中のＥ（ρ、∂）すなわち正偏波電界ＥＩと交叉偏波電界Ｅ２の分布は、

アンテナにより異なっている。図３．１１は、１．８ｍφアンテナの開口面上電界分布のＥ面お

よびＨ面における計算値を示す。通常の円すいホーン１次放射器を用いているため、振幅、

位相共にＥ面とＨ面との差異は大きい。

振幅と位相を各々Ｅ、Ｐで表し、Ｅ面、Ｈ面を添字ｅ、ｈで区別すれば、式（３－１３）、

（３－１４）のＥ印とＥ即は、
－

－

一
一

（
宅
）

叩
器

（
３
８
Ｐ
）

一

一

０

２

４

６

８

１０

１２

０
０
４
２

０

２
０
４
０

一
一

司

‘

畑

－ ６０

０３００６００９００

半径Ｒ（ｍｍ）

図３．１１実際のＥ面・Ｈ面上電界分布（計算値）
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Ｅ。。＝Ｅ。ｅｘｐ（ｊＰ。）

Ｅり＝＝Ｅｈｅｘｐ（ｊＰ・ｈ）

（３－２３）

（３－２４）

で与えられる。これから、Ｅ「、Ｅ２は式（３－１５）、（３－１６）を用いて計算される。

位相誤差△Ｐとしては、主反射鏡のひずみと方向調整誤差を考慮する。図３．１２は、主反

射鏡のひずみ△ｚの実測値の例を示す。アンテナの放射軸方向を△ｚの負方向にとってい

る。△Ｐは△ｚから次式により計算される。

△Ｐ 一
一 ２β△ｚ （３－２５）

式（３－１２）を数値的に計算して、式（３－１７）中のＣＩとＳＩが求められる。楕円度

χと直交性のずれ△Ｔは、式（３－１８）と（３－１９）により計算される。計算結果を、方

向調整誤差をパラメータとして図３．１３に示す。

｜上

●

け 単位：ｍｍ

図３．１２主反射鏡面のひずみ分布の例
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図３．１３対称性計算結果

（１．８ｍ径アンテナ）

Ｚと△７は、偏波角αに対し、各々９０°、１８０°を周期とする変化をし、且つαに対す

る△γの位相関係は図３．８（ａ）と同じである。△γの最悪値は、計算値と実験値とで比較的

良い一致を示している。一方、χの最悪値は、計算値の方が約１９ｄＢ低い。その原因は明確

ではないが、実験に用いた回転導波管、方形電磁ホーンなどの楕円度が－４１ｄＢ程度である

ことも考慮する必要があろう。方向調整誤差がある場合、特に軸ずれφにより△γが大き

く変化する。方位角φには大きく依存しない。

１．８ｍφアンテナの１次放射器としてコルゲートホーンを用い、且つ方向調整誤差が大

きい場合の特性を図３．１４に示す。コルゲートホーンを用いると、Ｅ面とＨ面の特性がよく

そろうため、式（３－２３）（３－２４）において、Ｅ。≒Ｅｈ、Ｐ。≒Ｐｈとおくことがで

きる。すなわち式（３－１６）に示す開口面上の直交偏波方向電界が小さくなる。このため

軸ずれの影響もより明確に把握できる。

図３．１４の太線が実測結果、細線が計算結果である。φ＝Ｏの場合の測定結果は、測定系

の測定精度を示しているとも解釈できる。△γについては０．６～０．８°、χについては

－４０ｄＢ程度の測定誤差がある。

軸ずれφを０．３°とすると、△γの最悪値は約６°と計算され、又、方位角φを９０°変

えると、αと△γの位相関係も９０°変る。これらは実測結果とよい一致を示している。一

方、χについては、φ＝０．３°の場合も、φ＝０°の場合と同じく、計算値は－８０ｄＢと非

常に小さい。実測値は測定誤差のためはるかに大きい値となっているが、－４０ｄＢ以上には

劣化していない。

以上から、方位調整誤差がある場合も、ここで用いた計算手法が適用できることが示さ

れた。
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ＢＩ－３．１４方向調整誤差が大きい場合の対称性

（コルゲートホーン給電アンテナ）

３。２．５交叉偏波特性の近似解析。

（１）放射電磁界の近似表現

周方向の位相ひずみが交叉偏波特性に与える影響を明らかにするため、周方向依存性を

分離した形で、放射電磁界の近似表現を求める。式（３－１２）において、｜△ＰＩ＜＜１

として、その零次項をＦ、１次項をＨとすると、

Ｅ≒Ｆ十ｊＨ

とかける。ここに

Ｆ＝Ｋ々Ｅｅｘｐ（－ｊＰ）ｄＳ

Ｈ＝Ｋ／／ＥｊＰｅｘｐ（－ｊＰ）ｄＳ

（３－２６）

（３－２７）

（３－２８）

である。次に位相誤差△Ｐが、円形の開口面における直交関数群で展開されるとする。
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｜

魯

Ｓ

すなわち、

ｊＰ＝ΣＱ。Ａｎ（ρ）・ＣＯＳ（ｎ６―Ｏｎ） （３－２９）

ここに、Ｑ。：第ｎ次の位１日ひずみ成分の振幅、

Ａ、、（ρ）：ρ方向の展開関数、

及び、∂、、：位相ひずみの存在する角度、である。

式（３－１５）、（３－１６）を式（３－２７）、（３－２８）に代入すると次式を得る。

＝
ｙ
ｌＦ Ｋπご［（Ｅ。。－Ｅ９）Ｊ２（ｕｐ）ｃｏｓ２ｒ十（Ｅ。。十Ｅ９）Ｊｏ（ｕｐ）］Ｐｄｐ

（３－３０）

叫 ＝ＫπΣＱｊ３今ｅｊｌｉ［（乱・－Ｅ，。）｛ｃｏｓ（（ｎ－２｀）Ｆ－∂。リ。－２（ｕｐ）

十ｃｏｓ（（ｎ＋２）ｒ－∂。）Ｊ。＋２（ｕｐ）｝

＋２（Ｅ。。十Ｅり）ｃｏｓ（ｎＷ－０、、）Ｊバｕｐ）］Ｐｄｐ

Ｆ Ｊ＝Ｋπ√ト（Ｅ。。－Ｅ９）Ｊ２（ｕｐ）ｓｉｎ２＼＼ｐｄｐ

（３－３１）

（３－３２）

Ｈ＝Ｋπ亙（ふぐ今ｅｊ”ｉ（Ｅ。。－Ｅａ。）｛ｓｉｎ（（ｎ－２）ｒ－∂。）Ｊ。－２（Ｕ（０）

－ｓｉｎ（（ｎ＋２）ｒ－∂。）Ｊ。＋２（ｕｐ）｝ｐｄｐ

但し、ｕ＝βｓｉｎφ、ａはアンテナ半径、Ｊはベッセル関数である。

ｘ偏波給電の場合は、偏波の対応を考慮して、

（Ｅｚ，。－Ｅり）→（－Ｅｚ，。十Ｅり）

（Ｅ。。十Ｅり）→（Ｅ。。十Ｅり）

と置換すれば，対応する各項．Ｆ，－．Ｈ，≪，Ｆ２■＊．Ｈ２≪が求められる。

（３－３３）

（３－３４）

（３－３５）

（２）正対状態のアンテナ特性

アンテナが観測点に正対している。すなわち、φ＝Ｏの場合を考える。このとき、式

（３－３０）～（３－３３）中のｕは零であるから、Ｊ。（ｕｐ）＝Ｏ、（ｍ≠Ｏ）となり、且つ、

式（３－１７）と（３－２７）（３－２８）より、Ｃｉ＝Ｆｔ、Ｓ，＝Ｈ，となる。よってｙ偏波喰

電の場合、

ＣＩニ１１

－９１－

（３－３６）



－

心

－

ｋ－

ＳＩ°－Ｉ２Ｑ２ＣＯＳ∂＋２１，ｃｏｓ∂

Ｃ２゛０

Ｓ２ニＩ２Ｑ２ｓｉｎ｀∂

に、

ｌｌ＝Ｋ肩；゛（Ｅ。。十Ｅ、。）Ｐｄｐ

ｌ２ニＫπぷ３（Ａ２／２）（Ｅ。。－Ｅ、）ｐｄｐ

ｌ３ニＫπｆ（Ａｏ／２）（Ｅ。。－Ｅ、）ｐｄｐ

（３－３７）

（３－３８）

（３－３９）

（３－４０）

（３－４１）

（３－４２）

従って、△Ｐが小さい場合、ＧＩとＧ２の位相には９０°の差異があることが分かる。ｘ

偏波給電の場合は、式（３－３４）（３－３５）の置換により求まる。

次に、式（３－３６）～（３－３９）を式（３－１８）ヽに代入するとｙ偏波の場合の軸の回転

γ７が求まる。ｘ偏波給電に対しても同じようにγ“が求められる。その結果、

み≒－４
Ｔ
Ｑｏｓｉｎ∂ｏ’Ｑ２ｓｉｎ∂２

１１

を得る。ここに△γ＝γｙ－γ’‘が成立する。

又、式（３－３６）～（３－３９）を式（３－１９）に代入して、

χ≒ユＱ２ｓｉｎ∂２
１１

（３－４３）

（３－４４）

を得る。

以上の結果から、△γ、χ共に、Ｑ２、すなわち１８０°を周期とする鏡面ひずみにより

劣化することが分かる。但し、偏波面がＱ２の軸に一致していれば劣化は起らない。又、

△γに対しては、零次の位相ひずみＱ。も関与している。Ｑ。は、カセグレンアンテナに

おいては、副反射鏡軸方向設定誤差や、１次放射器の位相中心のずれなどによりもたらさ

れる場合がある。

（３）１次放射器による交叉偏波特性の差異

１次放射器によって、交叉偏波特性がどのように変わるかをみるために、更に近似を進

め、次式を仮定する。

Ｅｇ－Ｅ∂。
一

一 ηＪ２（Ｖｐ）

９２

（３－４５）

｜

ｊ

・



●

●

●

Ｅ。。十Ｅり
一

一 Ｊｏ（Ｖｐ） （３－４６）

ここに、ηは開口面電界分布中の交叉偏波成分を表すパラメータで、η≦１である。

η＝１ならば円形ＴＥ，．モードの、又η＝０ならば電界の方向が完全に一方向にそろってい

る場合を表す。ベッセル関数中のＶは、開口面電界分布の近似表現式から決定される。

式（３－４５）（３－４６）を式（３－４０）～（３－４２）に代入すると、式（３－４３）

（３－４４）は、次式のように変形される。

・・

二

∠１γ≒η

χ≒η

こに

４１皿
一 回

／
２
１

可

ＱｏＣＯＳ∂ｏ°Ｑ２ｓｉｎ∂２

Ｑ２ｓｉｎθ２

Ｉ’１ニＫπｆＪｏ（ｕｐ）ｐｄｐ

几ニＫπぷニ
ｙ

Ｊ２（ｕｐ）ｐｄｐ

ｌ’３ニＫπぷ今Ｊｏ（ｕｐ）ｐｄｐ

（３－４７）

（３－４８）

（３－４９）

（３－５０）

（３－５１）

よって、η＝Ｏとすることにより、アンテナ対称性を改善できることが示された。１次

放射器の放射パターンとアンテナ開口面上電界分布は必ずしも同一ではないが、コルゲー

トホーンや誘電体集束ホーンなどのスカラフィードを用いると、開口面上電界の方向をそ

ろえることができる。

３。２．６伝搬路との相互作用［３７］

アンテナ単体の交叉偏波特性が理想的なものでなくても、それらを対向して組合せた場

合、区間綜合として交叉偏波識別度を例えば無限大することも可能である。

アンテナが完全に軸対称でないと、直交直線偏波で給電しても、その放射軸電磁界は、

一般に互いに斜交する楕円偏波となる。また、伝搬路上において、雨滴・大気の不均一等

により交叉偏波特性が劣化し、かつ送受アンテナ特性の影響を受ける。

垂直・水平両面直線偏波を伝送する系において、降雨による交叉偏波識別度（ＸＰＤ）

劣化の計算例を図３．１５に示す。周波数１９．３ＧＨｚ、区間長３ｋｍ、雨滴の平均傾斜角±３．５°、

アンテナ単体のＸＰＤ＝３０ｄＢとし、斜交した直線偏波、直交した桁円偏波、およびこれら

の任意の組合せについて計算した。例えば、無降雨時の区間総合ＸＰＤが３０ｄＢの回線

で、降雨減衰量２０ｄＢ程度の雨が降ると、降雨のみのＸＰＤは２６ｄＢ程度であるにも

かかわらず、区間総合のＸＰＤは２０ｄＢ程度まで劣化する可能性のあることを示してい

る。

－９３－
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水平主偏波減衰量（ｄＢ）

図３．１５降雨によるＸＰＤ劣化とアンテナ特性の関係

（実線：伝搬路のみによる交叉偏波識別度劣化特性）

（破線：種々の交叉偏波特性を有するアンテナの組合せによる区間総合の交叉偏波特性）

図３．１６は降雨強度Ｒ＝ｌＯＯｍｍ／ｈｒの場合に、単体ＸＰＤ≧３０ｄＢの種々のアンテナを送受で

組み合せた状態で、伝搬路のみによるＸＰＤからの過剰劣化量を、無降雨時アンテナ対向

ＸＰＤに対し求めた結果を示している。すなわち、送受アンテナのＸＰＤを互いに相殺し

て、無降雨時ＸＰＤを例え無限大としても、降雨時のＸＰＤは、降雨のみによるＸＰＤ＝

１９ｄＢよりもさらに劣化し、約１５ｄＢ程度になる可能性のあることを示している。こ

のことは、区間綜合ＸＰＤの改善のみならず、アンテナ単体特性を改善することの重要性

を示している。
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無降雨時区間総合ＸＰＤ（ｄＢ）

図３．１６アンテナによる過剰ＸＰＤ劣化の例

降雨強度＝１００ｒａｒａ／ｈｒ

降雨のみによるＸＰＤ＝１９ｄＢ

雨滴の平均傾斜角＝±３．５°

アンテナ単体ＸＰＤ＞３０ｄＢ

区間距離＝３ｋｍ

周波数＝１９．３ＧＨｚ

３。２．７むすぴ

２０ＧＨＺ帯を用いた２０Ｇ－４００Ｍ方式用カセグレンアンテナを例として、開口面アンテナの

交叉偏波特性について述べた。

実験的に検討した結果、特性劣化の原因としては、アンテナ放射電磁界が楕円偏波にな

っていることと、偏波の直交性がくずれることの両効果共に、顕著であることが示された。

楕円偏波発生の機構について、実験と理論とにより検討した。その結果、主反射鏡面の

ひずみにより楕円偏波が発生し、偏波の回転が起ることが明らかになった。放射電磁界の

楕円度と直交性のずれは、筆者らが考案した対称性試験によって容易に測定できる。その

結果、使用偏波面の角度によって、楕円偏波特性が大きく且つ規則的に変化することが示

された。

開口面上電界の乱れに着目し、交叉偏波特性を解析した。電界の乱れの原因として主反

射鏡面のひずみを考慮して、解析結果を数値計算した結果は、ほぼ実験結果を説明できた。

従って、本理論によれば、主反射鏡面の機械的ひずみを測定し、数値解析することによっ

て、アンテナの交叉偏波特性を推定することが可能である。これは、製作したすべてのア

ンテナについて特性を測定できない場合、製品検査上有利な手段となる。又、アンテナ開

口面上に偕などが付着した場合の恥性変化も推定することができる。

更に、理論的な結論として、交叉偏波特性改善のためには次の方法が有効であることが

－９５－

，ｎ５ミ∩４ｎ５０６０



示された。

（ｉ）周方向に１８０°を周期とする位相ひずみを生じないようにする。

（ｉｉ）もし１８０°周期の位相ひずみ成分があっても、その存在域を使用偏波面に合わせる。

（ｉｉｉ）周方向に一様な位相ひずみを生じないようにする。

（ｉｖ）開口面上電界の方向をそろえる。そのためには１次放射器としてスカラフィードを

用いることが有効である。

なお、ここでは直線偏波給電の場合を扱ったが、円偏波の場合も、２直線偏波の合成と

して、同様に扱うことができる。

また、アンテナと伝搬路の交叉偏波特性の相互作用にも注意すべきことを指摘した。
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３。３アンテナヘの着雪とその影響

３．３．１レードーム着雪と交叉偏波特性

１０ＧＨｚ以上の高い周波数においては、伝搬損失、交叉偏波特性などの伝搬特性がアンテ

ナを含めた伝搬路の影響を受けやすくなる。特に交叉偏波特性については、２０ＧＨＺ帯ディ

ジタル伝送方式の研究において重要な問題であった。

伝搬路状態の変化としては、降雨および降雪が主なも。のであるが、・降雨による電波減衰

および交叉偏波識別度の劣化に関しては、既に各種の実験と検討が行われている。降雪に

関しては、マイクロ波帯における検討がなされており、空間に浮んでいる雪片よりもアン

テナに付着した雪による方が、電波伝搬に対し大きな影響のあることが知られているＪま

た第２章においてｌｌＧＨｚ帯の回折網に及ぼす影響も明らかにされた。しかし、２０ＧＨｚ帯に

おける性質、特に雪が交叉偏波特性に与える影響はこれまでほとんど研究されていない

［３３］。

これらの問題点を明らかにするために、石川県羽咋市に試験回線を設け、昭和４８年１２月

中旬から４９年３月下旬にかけて、２０ＧＨＺ帯レードーム装着カセグレンアンテナを用いたフ

ィールド実験を行った。本節はレードーム着雪の状況、着雪時のアンテナ特性の変化など

の実験結果と、アンテナ特性についての理論解析結果について述べる。

３。３．２実験系の概略

実験地周辺の地勢を図３．１７に示す。邑知局側を送信とし、羽咋局側を受信としている。

両局間の距離は約４．ｌｋｒａである。実験回線はほぼ東西方向に設置しており、西から季節風

に対し、邑知局アンテナに着雪が起こりやすくなっている。但し、実際には同地点が東北

方向に伸びた羽咋～七尾地溝帯に入っているため、両側の山脈の影響で風向は複雑になる

ようである。

図３．１７実験地の地勢
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図３．１８には、実験装置の構成を示す。使用周波数は、１９．０ＧＨＺであり、偏波は大地反射

の影響を小さくするため、垂直偏波を用いている。送信器出力はアンテナ入力端において

２０ｄＢである。受信側では、垂直成分（正偏波）と水平成分（交叉偏波）に分離して、各受

信レベルをレコーダに連続記録している。受信は電界強度測定器を用いている。又、気象

状況と電波伝搬特性の関係を調べるため、風向、風速、外気温と降雪量の記録も行ってい

る。

以上のように構成された実験系の測定レベル範囲は正偏波および交叉偏波で、それぞれ

－１０～－。７０ｄＢｍ及び－３５～－９０ｄＢｍである。無降水状態においては正偏波レベルが－１５

ｄＢｍで、交叉偏波識別度は４２．５ｄＢが得られている。

風
向
風
速
計

へ

受信アンテナ送信アンテナ

１９．０ＧＨＺ

４．１ｋｍ

無
線
機
械
室

羽咋統制無線中継所

図３．１８実験系統図

邑知交換局

３。３．３自然着雪での実測結果

（１）着雪による正偏波・交叉偏波のレベル劣化

実験期間中レードームヘ着雪している状況を観測できた機会はかなり少なかった。１例

では、初めレードーム面に一様に付着していた雪が上半分だけはがれ落ち、その後徐々に

ずり落ちてゆく過程を観測できた。着雪の厚さは約２０㎜で、雪は氷結していなかった。雪

が全面的に付着している状態では、両偏波共にレベル変化は見られなかった。しかし、非

対称に付着した状態では、正偏波レベルは５．５ｄＢ低下するのに対し、交叉偏波レベルは逆

にＵｄＢ上昇した。正偏波の最大落ち込み点と、交叉偏波の最大盛り上り点は必ずしも一致

しないが、交叉偏波識別度は最悪２４ｄＢまで劣化した。その例を図３．１９に示す。

一方、降雪自体は相当強い吹雪であっても、電波伝搬に与える影響は少ないことが確か

められた。実測では、正偏波・交叉偏波共１ｄＢ以内の変動が認められたにすぎない。また、

降雨の場合には、不均一な着雪が起こった場合のレベル変動と著しく異なっており、正偏

波と交叉偏波が共に落ち込むのが特長である。

以上のことから、実際にレードームヘの着雪状況を観測できていない場合でも、連続記

録している正偏波と交叉偏波の受信レベルを照合することにより、着雪の影響を調べるこ

とができる。
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ｌ

図３．１９自然着雪の例

（２）正偏波および交叉偏波レベルの累積分布

正偏波レベル及び交叉偏波識別度（正偏波レベル／交叉偏波レベル）の値を全実験期間

を通じて集計した結果を図３．２０に示す。前項に述べたように雪による正偏波レベルの低下

は、空中に浮んだ雪片ではなく着雪によるものが主となっているが、最大でも６ｄＢ程度で

あった。従って、図３．２０（ａ）に示すレベルの低下はほとんど降雨によるものである。

図３．２０（ｂ）には交叉偏波識別度の累積分布を示す。これは降雨時のデータを除いて、レ

ードームヘの着雪が起こっていると考えられる記録だけを集計したものである。図より、

例えば交叉偏波識別度が３０ｄＢを割る確率は０．１６％となる。
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図３．２０（ａ）正偏波レベルの累積分布
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図３．２０（ｂ）交叉偏波識別度の

累積分布（ｄＢ）
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全実験期間を通じて交叉偏波識別度の最悪値は２２ｄＢであった。この時の正偏波の劣化は

約６ｄＢであった。受信レベル、風向、温度、降水量および時刻（８：２０～９：５０）の記録

から判断すると、７：４０くらいまで雨だったものが雪に変り、雨であらかじめぬれていた

レードームに着雪が生じたものと思われる。このように、降雨による影響と異なり一度着

雪が生ずるとかなりの時間にわたり交叉偏波識別度の悪い状態が続くため、回線設定に当

たり問題となる可能性がある。

対策としては、レードームの工夫およびアンテナ設置場所に対する配慮などが考えられ

る。、●。

（３）着雪と気象条件の関係

レードーム面への着雪に影響を及ぼす気象要因としては、風向、風速、外気温、降雪量

が考えられる。降雨時を除いて交叉偏波識別度が４０ｄＢ以下に劣化した際の風向・風速のデ

ータをまとめた結果、レードームに対し斜めの方向から弱い風が吹き付けているときに、

交叉偏波識別度が劣化している場合が多いことが分かった。レードームに対し非対称に着

雪が起こるとき、交叉偏波識別度が大きく劣化することから考えて、こういう気象状

況下では非対称な着雪が生じやすいものと解釈できる。

一方風が極度に強いときには、いったん着雪が生じてもすぐ吹き飛ばされてしまうため、

かえって交叉偏波劣化に及ぼす影響は小さくなっている。

次に外気温と交叉偏波識別度劣化の関係をまとめると、外気温が比較的高い場合に、劣

化が起こる場合が多いことが分かった。本実験で観測された着雪現象は、しめり雪による

ものである。

降雪量と着雪の関係については、雪量計の捕捉率が必ずしも十分でなかったため、満足

すべき対応関係は得られなかった。しかし着雪前後の天候を調査べることにより、雨から

みぞれ、みぞれから雪に変るときに着雪が多く起こっていることが分かった。

３。３．４着雪模擬実験

（１）雪を用いた模擬実験

レードーム上への着雪状態としては、付着した雪の質、厚さ、形状着雪位置などにより

様々な形態が考えられる。これら諸状態の雪が交叉偏波識別度に及ぼす影響を詳細に検討

するため、着雪模擬実験を行った。まず自然着雪状態になるべく似た状態で模擬実験を行

うように雪を用いて実験した。用いた雪は密度が０．２４ｇ／ｃｃのべた雪である。

着雪位置による影響を調べるため、雪を図３．２１（ａ）に示す構造の発ぼうスチロール製容器

（ｓ≒１．０２）に入れて、レードーム前面で移動させた際に正偏波および交叉偏波レベルの

変化を測定した。実測結果をまとめると図３．２２のごとくなる。横軸は給電偏波面（垂直）

と雪容器の中心とが成す角度である。雪容器を給電偏波面に対し４５°傾けた方向で、かつ

レードーム周辺部に設置した際、交叉偏波識別度は最も大きく劣化することが分かる。カ

セグレンアンテナの開口面における電界は、この位置近辺で大きく湾曲して、交叉偏波成

分が多くなっている。従って、そこに非対称な形で着雪が起こった場合、交叉偏波成分が

打消し合わないで放射されてくると解釈できる。
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（ａ）円形容器

９５０ｒｌｌｒｎヽ二ＪＪ二二Ｊ

（ｂ）扇形容器

図３．２１雪容器の構造

次に、図３．２１㈲に示す容器に雪を入れて、

Ｏ°～１２０°の設定角度範囲で同様の実験を行

った。本測定結果も併せて図３．２２に示している。

円形容器の場合と同様、４５°方向に回転させた

際に交叉偏波識別度が最も劣化し２５ｄＢとなる。

正偏波については、着雪領域が大きくなったた

めの影響が認められ、１ｄＢ程度のレベル低下が

あった。

（２）誘電体板を用いた模擬実験

自然雪を用いた模擬実験により、着雪位置、

着雪範囲による電波伝搬特性への影響の概要を

調べることができた。ただ、理論と対応づける

ためには、雪の誘電率という不確定要素が入っ
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３００

てくるため、誘電率が既知の誘電体板を用いて図３．２２着雪位置によるレベル変化

同様の実験を行った。誘電体はアクリル樹脂で、

その複素比誘電率は２．２－ｊ０．５５である。誘電体板の形状は図３．２１と同じ扇形で、開き角

は４５°、板厚は６凹、ｌｏＤｉｎｉ、２０ｎｉｉｉｉの３種類である。各誘電体を通過した電波と通過しない

電波の位相差は、１９．ＯＧＨｚで各々８４°、１８１°および２７９°である。試料をレードーム前

面で回転させた際の交叉偏波識別度の実測値を図３．２３に示す。図より位相差が１８０°に近

くなったとき、交叉偏波識別度に対する影響が最も大きくなり、最大で２３ｄＢまで劣化する。

次に、誘電体板の厚さを１３㎜とし、扇形板の開き角を９０°に広げた場合について測定を行

った。開き角が４５°の特性と比較して示すと図３．２４となる。開き角を４５°から９０°に広げ

ると、交叉偏波識別度の最悪は６～７ｄＢ劣化して１７ｄＢとなる。正偏波レベルは開き角が４５

では板厚に余り関係なく、３ｄＢ程度の劣化であった。開き角を９０°とすると約６ｄＢの低

下となった。
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図３．２３誘電体の厚み変化による影響
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図３．２４扇形誘電体板の開き角

変化による影響

３。３．５理論的検討

（１）着雪時のアンテナ特性の評価式

レードーム面に着雪が生じた際のアンテナ特性は、アンテナ開口面上電界分布と放射パ

ターンの関係式［４２］より求められる。着雪は損失誘電体として作用し、開口面上電界

ＥＩ（ρ、∂）に及ぼす振幅ひずみ△ＥＩ（ｐ、∂）と位相ひずみ△Ｐ（ρ、∂）が小さ

い場合には、アンテナ放射特性は次式で表すことができる。ここで、アンテナ開口面に対

する座標は図３．２５のように与えている。

Ｇ

ここに、ｉ

（φ，φ）゜ＫｆｆＥ．ｅ”’ｐｄｐｄｄ十ＫがＥｉｅｊｌ）（ｅｊｊｌ）－１）ｐｄｐｄ∂

十ＫがｊＥｉｅｊｆ）４‾ｊ４）ｐｄｐｄ∂（３－５２）

＝１：正偏波の場合，

＝２：交叉偏波の場合，Ｋ＝定数

Ｐ＝βｐｓｉｎφＣＯＳ（∂－φ）、β＝波数

Ｅｉ（ｐ、∂）：開口面上電界分布

△Ｅｉ：振幅ひずみ、△Ｐ：位相ひずみ

Ｓ：開口面

△Ｓ：ひずみ（着雪）の存在する部分
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式（３－５２）の第１項は、振幅ひずみ、位相ひず

み共にない場合の正偏波利得（ｉ＝１）、ないしは

交叉偏波レベル（ｉ＝２）を表す、第２項は位相ひ

ずみによる利得低下（ｉ＝１）

あるいは交叉偏波発生量（ｉ＝２）を表し、△Ｐ＝

Ｏで零となり、△Ｐ＝１８０°で最大となる。

第３項は、振幅ひずみが存在する場合に現れる項

であ芯。電波吸収体のごとく△Ｓ内で電界が消える

場合は、△Ｅｉ＝－Ｅｉと考えられるから、第３項

は△Ｐ＝１８０°とおいた第２項の半分の値となる。

エ

図３．２５座標系

式（３－５２）で与えられる電界は一般に複素数となり、次式で表すことができる。

Ｇｉ＝Ｃ 十ｊＳ （３－５３）

ここに、Ｃｉ及びＳＩ’は実数である。

すなわち、受信電界は図３．２６のごとく楕円偏波となり、本実験で測定したところの、１

偏波給電の場合の交叉偏波識別度（ＸＰＤ）は次式で表される。

ＸＰＤ７１Ｇ，１２／ＩＧ

２
１２＝（ｃ７＋叫）／（ｃ：＋ｓＤ

（２）開口面上電界分布と着雪による変化

試験に用いたアンテナでは、位相は開口面で

揃うように設計されており、開口面上の振幅は

図３．２７に示される分布をしている。図で太線は

計算より求めた理論分布であり、細線は本論文

の計算で用いた近似曲線を示す。この際の正偏

波および交叉偏波に対する近似式は次式で与え

ている［３２］。

Ｅ
＞

Ｅ。

ｙ
ｙ

（３－５４）

工

工

図３．２６楕円偏波状の放射電界の説明図

－

－

－ηＶＪ２（Ｖｐ）ｃｏｓ２∂／２十ＶＪｏ（Ｖｐ）／２

（３－１９）

ここに、ηは開口面内の電界分布の交叉偏波成分を表すパラメータで、η＝－０．２８であ

る。又、Ｖは電界分布の半径方向分布を決定するパラメータでＶ＝２．４としている。Ｊ、、

はｎ次のベッセル関数で、ρはアンテナ半径で規格化した半径方向変位を表す。

―１０３－
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図３．２７試験アンテナの開口面照度分布

レードーム上に着雪が生じた場合、上式で示される分布および開口面上での位相が変化

する。雪の複素比誘電定数を７＝ε（１十ｊｔａｎ∂）とおくと、開口面電界における変化

量は次の各式で表される。

（ｉ）位相ひずみ（△Ｐ）

平面波が開口面に垂直入射する場合、誘電体を通過した波と通過しない波との間には、

次式の位相差が生じて位相ひずみとなる。

∠Ｉｆ
一

一 βら／‾ＦＴＩ）ｔ

ＯＯ振幅ひずみ（△Ｅｉ）

誘電損による平面波の減衰定数αは

α＝（β／２）へ／‾Ｆｔａｎδ

（３－５６）

（３－５７）

と表される。

又、厚さｔの無損失誘電体に垂直入射した平面波の電力透過率（Ｔ）は次式で表される。

Ｔ 一

一 ［１十
４ｒ２ｓｉｎ２ぴ

（１－ｒ２）２

丁１
（３－５８）

ここに，ｒ＝（戸一１）／（戸＋１），

（７＝２πｆｔ戸／ｃ，ｆ：周波数，ｃ：光速

幻こは誘電体厚，さｔが入っているが，Ｔの最悪値Ｔ。ｉ。はｃ＝（２ｎｉ＋１）π／２

（ｍ：整数）の場合である。’

Ｔｍｉｎ
一

一 ［１十
１－ｒ

―１０４－

（３－５９）
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●

＼１

損失誘電休を通過した電波の振幅ひずみ（△Ｅ．）は近似的に次式で表される。

∠ｉＥ ≒Ｅバソ７Ｆしｅｘｐ（－αｔ）－１］ （３－６０）

自然雪においては、雪の誘電率が分かれば式（３－５６）、（３－６０）を用いて開口面電

界の変化量を求めることができる。

種々の自然雪の誘電定数については、これまで幾つかの研究がなされているが、それら

によると本実験のべた雪（比重０．２５）では、誘電定数は７≒２．４－ＪＯ．３といわれている

［４３］。従って、ｆ＝１９．ＯＧＨｚにおいて１８０°の位相ひずみを与える着雪の厚さは

ｄ≒１４．７Ｄｍｉとなる。この場合、式（３－５９）よりＴ。ｉ。＝－０．７８ｄＢ、式（３－５７）より

ｅｘｐ（－αｔ）＝－５．２３ｄＢとなり、振幅ひずみ△ＥＩは式（３－６０）より－６．０３ｄＢとなる。

（３）数値計算結果

着雪状態における正偏波レベル及び交叉偏波識別度を式（３－５２）及び式（３－５４）に

より求める。ここでは、着雪模擬実験の結果を評価できるように、着雪状態を図３．２１に示

した扇形のものと仮定した。

まず、扇形の開き角を９０°、設定位置を４５°として、開口面部分に振幅ひずみと位相ひ

ずみが混在する場合の交叉偏波特性および正偏波特性を求めた。その結果を図３．２８に示す。

正偏波レベルの低下に対しては、主ビームの偏向および主ローブの変形が寄与している。
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（ａ）交さ偏波特性
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－５
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０。１１１０

振幅減衰量（ｄＢ）

（ｂ）正偏波特性

図３．２８位相ひずみと振幅ひずみが混在する場合のアンテナ特性

図において、振幅減衰量が５ｄＢ程度以下であれば、正偏波レベル・交叉偏波レベル共に

位相ひずみによりほとんど決定される。最も特性が劣化するのは、位相ひずみが１８０°の

場合である。振幅減衰量が更に大きくなりｌＯｄＢ以上になると、位相の影響はほとんどなく

なり、かつ振幅ひずみに対しても飽和特性を示す。

前項に述べた比重が０．２５程度のべた雪では、振幅減衰量が６ｄＢ程度であるため、振幅ひ

ずみによる影響は大体無視してよいことが分かる。

次に、位相ひずみと扇形の開き角をパラメータにとり、設定角の変化による交叉偏波識

別度の劣化を求めると図３．２９のごとくなる。本計算結果は図３．２３及び図３．２４に示される実

－１０５－

４５°∠１／゜＝Ｏ°

４

９０°

１３５＊

１８０‘

‰

尽。

４５°

９０°ひずみ

／１８０°分布域

１３５°

倍



測値に対応するものである。計算値は実測

値の次の点を良く説明できる。

（１）交叉偏波識別度劣化の角度依存性は

良く一致し４５°方向にピークを持つ特性を

示す。

（２）位相ひずみが１８０°で交叉偏波識別

度が最悪となり、開き角４５°では２６ｄＢとな

る。

（３）扇形の開き角を４５°から９０°に広く

すると、ピーク値は６ｄＢ劣化する。

ここで用いた計算は、式（３－５２）及び

式（３－５５）の近似を行っているが、正偏

波および交叉偏波の劣化の実測値を良く説

６０

５
０
４
０
３
０

（
沼
）
赳
高
鷲
隻
嘔
｀
弑

設定角度００（ｄｅｇ）

図３．２９交叉偏波識別度計算結果

明できることが分かった。従って、レードーム着雪が生じた場合のアンテナ特性は、本節

に述べた方法により評価できるものと考えられる。

３。３．６むすび

２０ＧＨｚ帯無線通信方式を降雪地帯へ導入することを想定し、アンテナヘの着雪現象につ

いて現場実験を行った。その結果、レードーム付アンテナヘ自然な雪が付着した場合、正

偏波レベルは低下するのみであるが、交叉偏波レベルは逆に上昇することもあることが認

められた。自然着雪によって起った減衰の最大値は６ｄＢで、交叉偏波識別度の最悪値は

２２ｄＢであった。但し、この値は方式上問題とならない程度の値である。

又、交叉偏波識別度が劣化するのは、特に着雪が給電偏波面に対し、４５°方向に起った

場合に著しいことが観測された。

これらに対し、降雪のみの場合は正偏波・交叉偏波レベル共に大きな影響はみられない。

又、降雨の場合、正偏波と交叉偏波レベルの同時低下がみられ、着雪による場合と明らか

に異なっている。

着雪が起こる気象条件としては、比較的温暖で弱い向かい風がレードームに斜めに当た

る場合が多かった。これは寒冷・強風下で成長する樹氷現象と異なった着雪現象といえる。

着雪模擬実験によっては、着雪の位置・領域・厚さを変化した場合の、交叉偏波識別度

の劣化について詳しく検討した。その結果、給電偏波面に対し４５°方向の周辺部に着雪し、

その位相ひずみ量が１８０°になるとき、影響が大きくなることが判明した。

アンテナ開口面に振幅・位相ひずみが混在する場合の正偏波・交叉偏波レベルを定式化

した。その結果、交叉偏波特性に対しては位相ひずみが支配的となることが分かった。又、

理論計算と着雪模擬実験結果は良く合致しており、理論計算の正当性が示された。従って、

本理論を用いることにより、アンテナヘの着雪状態が分かれば、交叉偏波識別度の変化を

推定できる見通しが得られた。

なお、より積極的な着雪対策として、電熱レードームを２０ＧＨＺ帯に対して設計・試作し、

有望な結果を得た［３５］［４４］。

―１０６－
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嘸

３。４広角指向特性改善の一方法

３．４．１２０ＧＨＺカセグレンアンテナの広角指向特性

２０ＧＨＺ帯ディジタル無線通信方式用カセグレンアンテナとして、開口直径１．８ｍ、

２．４ｍ、および３．３ｍの３種を設計・試作した。いずれも、広角サイドローブの抑圧を考

慮して、開口角を１８０°としているが、このうち２．４ｍおよび３．３ｍ径のものは、回線分

岐局等良い指向性が要求される処、ないし、高利得の要求される処に使用し、その他の中

継所には１．８ｍ径を適用することを標準としている。１．８ｍ径のアンテナ設計に当たって

は、指向特性を重視するか、利得を重視するかで判断がわかれたが、・それぞれを設計・試

作・測定した結果、回線設計上の観点から、送受総合で約０．８ｄＢの利得の増加が期待でき

る高利得形を採用することとした。また、いずれのアンテナにも、雨滴、氷雪の付着によ

る特性劣化を防止するため、レードームを装着することとした。

このため、１．８ｍ径カセグレンアンテナは、高能率鏡面修整を施し、レードーム損失

０．７ｄＢを含んで利得は２０ＧＨＺにおいて４８．４ｄＢを得ている［２９］［３０］［３１］［３６］。

図３．３０にこのアンテナの構造を示す。

高能率鏡面修整は、開口面上において、振幅・位相分布を指向特性の顕著な劣化を招か

ない範囲で極力－様となるように、円形ＴＥＨモードー次ホーンの放射電磁界に対して正

副両反射鏡面を修整する方法であるが、反射鏡の端面においては振幅分布にテーパをつけ

てそのレベルを急激に落とすようにしている。しかし低サイドローブ形の修整に比し、そ

のレベルが上昇することは避けられず、その影響はＥ面において著しい。

広角における放射電磁界はおもに、（ｉ）主反射鏡からのスピルオーバ、（ｉｉ）副反射

鏡からのスピルオーバ、（ｉｉｉ）主反射鏡の鏡面誤差による散乱、（ｉｖ）開口分布により決

正面図 剛面２

図３．３０２０ＧＨＺ１．８ｍ径カセグレンアンテナの構造

－１０７－

乃
。
ト
ト
］

｜

－－

・－㎜

．・ジニニ”｀‾゛こごここヽ

／／ｒニ／´´１

／／’俯φ

・７

い’゜゜‾｀

｜へ



まるサイドローブ成分、等からなる。図３．３１にはＥ面内における各成分の強度を示す。主

反射鏡からのスピルオーバが広角放射パタン劣化の主原因となっていることがわかる。

ｌ
ａ
ｐ
］

齢
騨

－２０

－３０

４０

－５０

６０

総合

０

●

６０

１０８－

り０ １２０

一一一一主反Ｑｊ鏡力ヽらのスピルオー－バ

３０

方位角（度）

図３．３１広角放射成分の強度配分に対する推定値（Ｅ面）

３。４．２主反射鏡スピルオーバの抑圧

主反射鏡スピルオーバは、副反射鏡で反射されて主反射鏡方向に伝搬してくる電磁界の

一部が、主反射鏡エッジ周辺から±９０°方向に放射されるものである。開口面前方になめ

らかな金属板でできたスカートをつけた場合、この成分はある程度遮蔽されるが、上記の

スピルオーバの原因は、スカートで反射された成分が逆方向に再放射される現象によるも

のであることを見出した。

この対策として、スカート内側に電波吸収材を張りつけることも有効であるが、経済性、

経年変化の点からは好ましくない。このため、金属でこの成分を抑圧する方法を考案した。

その方法は、図３．３２に示すように、厚さｔ、幅２ｗの金属板を２ｗの間隔でスカート内側

に装着した簡単な構造である。

副反射鏡からの散乱パタンが∂方向に一様とすると、スカートと補償板からの反射波の

∂方向特性は、次式で表わされる。

－●一副ク々

…・…・・鏡面誤差による敞乱
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図３．３２広角指向特性補償装置の構造

£パｅｘｐ［－ｊβ（ａ－ｔ＋２お汁礼）］・（ｃｏｓ∂？十ｃｏｓ∂１）ｄ∂ｉ

（３－６１）

ここに、ｉ：補償板とその間げきのスカート部を通じての番号、β：波数、ｊ！１：半径

ａ－ｔの円筒上の一点から観測点までの距離、△ｊ？１：電波反射点から半径ａ－ｔの円筒

までの距離、∂ｌｏ・∂ｌｉ：反射面法線と出射・入射ベクトルがおのおの成す角度、

∂ｉ：ｉ番目素子上の反射点座標、２α：補償板およびその間げきのスカート部がθ方向

に張る角度、Ｋ：定数、である。

補償板の板厚ｔを約λ／４にすると、式（３－６１）中のβ２△ｊ１は７ｒに近くなる。し

たがって、補償板で反射された成分と、その間げきのスカート部で反射された成分とは打

消し合う。これが補償法の原理である。

実際には、水平面内の指向性が問題となるので、補償板はスカート全面に装着する必要

はない。その際の最大装着角度∂ｓ、∂ｓ、および補償板の最適形状は、式（３－６１）の

数値計算に依る必要がある。

３。４．３設計および特性

式（３－６１）を数値計算した結果、∂Ｈ、∂ｓは３０°程度で十分であることが明らかと

なった。

図３．３３は図３．３２に示すようにスカート内面に密着する曲面を有する補償板を、

θＨ＝３０°まで装着した場合のθ特性を示す。レベルは補償板がない場合の式（３－６１）

で規格化している。反射波は∂＝Ｏ方向で最小、θ＝ｗ／ａ方向で最大となる。また、補

償板幅２ｗ＝ｌＯＯｍｉｉｉとすれば、｜∂｜≦２°の範囲で補償効果が現われることがわかる。

図３．３４は周波数特性を示す。２ｗ＝１００ｍｍとすれば、∂＝Ｏ方向では全帯域にわたって

１２ｄＢ以上の改善が得られる。補償板が曲面でなく平面の場合も、特性にほとんど差異はみ

られない。

－１０９－

｜
、

χ

。

１１／ｙ´（・円

ゝ、１丿´

／’／捕１１

■■■＾

｀

Ｘ

、

／ぺ

しゃ

ソ］ケヅ）

葺ｇ・＼ｄＮい

ｈＥヽ２



Ｌ
Ｓ
Ｉ
’
Ｉ
＾
’
ｉ
＾
ｍ
ｗ
．’
－
ｃ
ｆ
ｍ
’
プ
乙
ム

０

１０

－２０

－３０

Ｗ
」
＊
：
ｆ
ｆ
Ｓ
ｉ
（
ｉ
”
ｊ
＞
’
？
Ｓ
＾
ｖ
Ｔ
＾
＊
ｎ

０

－１０

０

∂＝０

１８．０

１２３４

仰角∂（度）
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図３．３４周波数特性
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以上から、１．８ｍφアンテナに装着する補償板はつぎのように定めた。

ｔ＝３．９ｎｍｉ

２Ｗ＝ｌＯＯｍｎｉ

長さはスカートの幅に合せる。

枚数は片側４枚ずつ。

本補償装置を２０ＧＨｚカセグレンアンテナに適用した結果、図３．３５に示すようにＥ面

の広角指向特性において、８０°付近のサイドローブが約１０ｄＢ以上減少できること

が明らかになった。

（
沼
）
昭
惣
胎
脚

£’面碩

－３０

、、Ｗ

ｆ

１１１５０
捌。・

１２０１００８０６０４０２００２０４０６０８０１００１２０

角度（ｄｅｇ）

図３．３５１．８ｔｉｉ径アンテナの広角指向特性

測定周波数：１７．８８ＧＨＺ

実線：補價装置あり

破線：補償装置なし

―Ｉｌｌ―



３．５アンテナサイドローブの統計的性質［５０１

３．５．１回線相互干渉とアンテナサイドローブ

無線通信の発展に伴い、限られた無線周波数を有効に活用することは益々重要になって

きた。同―周波数を用いる無線回線間の相互干渉量を求める場合、アンテナの広角指向

特性を定量的に把握する必要がある。従来アンテナの広角指向特性は、そのサイドローブ

レベルの尖頭包絡値で評価するのが一般であった。近年、衛星通信方式の発展を契機とし

て、直接的には干渉計算用の基準パターンを定める必要性から、統計的手法によるパター

ンの表示法が提案されている［４５］。この手法は、パターンのある角度範囲においてサイ

ドローブのピーク（極大）値に着目し、その最大値、最大１０％値、中央値、最小１０％値、

および最小値で表示しようとするものである。

しかし、干渉量を統計的に求める場合、アンテナサイドローブがあるレベルを越える角

度確率で表現されていることが望ましい。ここではアンテナサイドローブの角度確率分布

（以後レベル分布と呼ぶ）を明らかにし、これ’とサイドローブピーク値の分布とを関連付

けることを試みすこ。・Ｌ

３。５．２アンテナサイドローブの分布

検討の対象としたアンテナパターンは、直径Ｄ＝１．８ｍのカセグレンアンテナの１９．５ＧＨｚ

における±１８０°のＨ面水平面内パターン（λを波長としてＤ／λ＝１１７、パターンＡと

称する）、および直径１２．８ｍのカセグレンアンテナ［４６］の６．１７５ＧＨＺにおけるＨ面および

Ｅ面のそれぞれ水平および垂直面内パターンのうち、４～４０°の部分（Ｄ／λ＝２６４、パ

ターンＢと称する）であ‘る。前者については１２°間隔で、後者については４、１０、２０、４０°

の区切りでそのレベル分布を求め、各角度範囲で角度確率５０％に対応したレベル値を基準

にしてヽ、各分布曲線を平均化した。その結果を図３．３６の破線および点線で示す。

アンテナの相違にもかかわらず、両者は１０～９０％の範囲で２ｄＢ以内で一致し、１０及び９０

％値における標準偏差は共に約２ｄＢであった。

周知のように開口面アンテナの開口面内電界分布と遠方界放射パターンとの関係は、帯

域フィルタの入力スペクトルと出力波形との関係と相似のフーリエ変換で表現できる。従

って、

ランダムな位相で励振された（又は、、ランダムな位相誤差を有する）有限開口アンテナの

遠方界の角度依存性は、狭帯域フィルタを通過したランダム雑音の振幅の時間変化に対応

させることができる。狭帯域雑音の振幅分布はレイリー分布で与えられる。図３．３６の実線

はレイリー分布曲線であり、パターンＡ、Ｂの分布曲線とよい一致を示している。

広角におけるサイドローブの変動状態が、上述のように主として励振位相のランダム性

で支配されるものと仮定すれば、少なくともＤ／λ＞１００以上の比較的開口径の大きいア

ンテナにおいては、アンテナ形式、開口面分布、工作精度などの差異に余り関係なく、サ

イドローブレベルの分布はレイリー分布で特長付けられるであろうと予想される。

―１１２－
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ＲＥＬＡＴＩＶＥＳＩＤＥＬＯＢＥＬＥＶＥＬ（ｄＢ）

実線：レイリー分布曲線

破線：パターｙＡのレベル分布

点線：パターｙＢのレベル分布

図３．３６アンテナサイドローブレベルの確率分布

３。５．３サイドローブピークの分布

パターンＡ、Ｂに関し、前述と同じ角度範囲においてサイドローブのピーク（極大値）

の分布を求めた。又、その中央値と先に求めたサイドローブレベルの分布の５０％値との関

係を求めた。更にＣＣＩＲに提出された４ヶ国８種の地球局アンテナに関する１５面のサイドロ

ープピークの分布より、それぞれの中央値を基準とする平均化を行った。これらの結果を、

狭帯域雑音のピークの分布の理論値と共に表３．２に示す。

表３．２アンテナサイドローブピークの分布

最大値最大１０％値最小１０％値レベル分布５０％値

パターツＡ６．０４．８－６．８－２．１

パターンＢ８．５６．３－４．２以下－１．９

地球局アンテナ７．５４．６－４．９－－－－－

レイリー雑音＊６．６４．１－５．９－２．９

ピーク分布の中央値を基準とした相対値（ｄＢ），＊は１％値

最大１０％値および最小１０％値と中央値と差の標準偏差は平均１．５～１．６ｄＢであるのに

対し、最大値と中央値と差のそれは約２．７ｄＢである。

これらの結果から、サイドローブピークの中央値とサイドローブレベルの５０％値との偏

差は約２．ＯｄＢであること、ピーク分布の最大１０％値とレベル分布の５０％値との偏差は約

６～７ｄＢであること、ピーク分布の最大１０％値はレベル分布の３～５％値に相当すること、

―１１３－



及びピークの分布形を含めてサイドローブの分布特性は、狭帯域雑音の振幅分布特性と比

較的よく一致することなどが明らかとなった。

３。５．４大口径アンテナの指向特性

以上の手法の一応用例として、地球局アンテナの指向特性の基準化を行うことができる。

サイドローブピーク分布の最大１０％値と中央値との偏差の角度（ｏｆｆ－ａｘｉｓａｎｇｌｅ）依存性

は、平均的にはほとんど認められないのに対し、最大値と中央値との偏芦は角度が大とな

る程大きくなる傾向がある。従って、前述の８種の地球局アンテナに対し、無指向性アン

テナに対する利得指向特性Ｇ（ｄＢ）は、∂をアンテナ中心軸からの角度（度）として、

１°く∂く９０°の範囲で平均的に次のように表すことができる。

Ｇ、（５０）＝２５．３－２３．５ｌｏｇ６

Ｇｒ、（５０）ニ２７．３－２３．５ｌｏｇ∂

（刄（１０）ニ３１．８－２３．５ｌｏｇ∂

Ｇ９（Ｏ）ニ３３．７－２２．２ｌｏｇ∂

ここでＧ、（５０）はレベル分布の５０％値、Ｇ、（５０）、Ｇ。（１０）及びＧ。（０〉はそ

れぞれピーク分布の中央値、最大１０％値および最大値を示す。

一方、ＣＣＩＲが干渉計算用に勧告している基準曲線は、

Ｇ 一

一 ３２－２５ｌｏｇ０，Ｇ≧－１０ｄＢ （３－６２）

であるが［４８］、これはサイドローブピフクの最大１０％値にほぼ相当することが分かる。

これらの関係を図３．３７に示す。
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６・１０ ３０６０１００１８０

ＯＦＦ－ＡＸＩＳＡＮＧＬＥθ（ｄｅｇ）

Ａ：サイドロープレベルの５０％値

Ｂ：サイドローブピーク分布の５０％値

Ｃ：サイドローブピーク分布の最大１０％値

Ｄ：サイドロープピーク分布の最大値

Ｅ：ＣＣＩＲの勧告値

図３．３７地球局アンテナのサイドローブ特性

３。５．５むすび

従来、サイドローブの尖頭包絡値のみで評価されていたアンテナの広角指向特性を、統

計的に評価する一方法を提案し、これを各種のアンテナに適用してそのサイドローブの統

計的性質を明らかにした。この結果を用いれば、サイドローブのー統計量から他の統計量

を推定することが可能となり、干渉量の計算を統計的により正確に行うことができる。サ

イドローブレベルの分布については、一つの問題提起として、限られた２種のアンテナに

ついての結果を述べたが、今後更に各種のアンテナにつき、同様の検討を行うことにより、

より信頼性の高い有用な結果を得ることが期待される。

―１１５－



３。６アンテナ指向性と分岐回線干渉［３７］［３８１

３．６．１アンテナパターンの方式的評価

マイクロ波回線の幅湊、周波数有効利用の見地から、無線回線網における干渉の制御は

益々重要となり、種々の検討がなされている。従来の理論的取扱いでは、特定のアンテナ

パターンを仮定し、変調方式による周波数利用効率、伝送容量の違い等が一般に検討され

ている。また実際の。回線設計では、実測パターンを用いて、とくに分岐角が小さい場合の

置局選定に非常な苦労が払われている。一方アンテナ設計技術の面からは、指向性改善の

ために種々の試みがなされている。

アンテナパターン（指向性）は鋭い程望ましいが、経済性、実現性、指向性以外の諸特

性等との兼ね合いから、実用化しうる指向性にはおのずと限界がある。本節は、アンテナ

設計上の指針を得ることを目標に、無線中継方式における干渉量とアンテナパターンとの

関係を定量的に明らかにすることを試みた結果について述べたものである。

３。６．２アンテナパターンのモデル化

図３．３８に示すように中央に円形ブロッキング領域があり、開口面振幅分布が

ｊ十（１－∠１）〔１－（ρ／ａ）２７

で与えられる半径ａの円形開口面アンテナのサイドローブの包絡線パターンｇ（∂）は、

ｇ（θ） 一

一

２
ＣＯＳ

∂

四●２

ち＋１（１１）‾Ｃ“２ｊｌ（Ｏ

（３－６３）

●

φ

１

∩１

ｊ十釧－ｃα２

で与えられる［４９］。ここに∂：ｏｆｆ－ａｘｉｓ角度、ｕ＝（２πａ／λ）ｓｉｎ（？、λ：波長、

αａ：ブロッキング半径、Ｃ＝１－（１－△）ｐα／３、

０ αａ

図３．３８開口面振幅分布
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～

●

ｊｒ，（ｕ）
一

一 ２ｉ）ｒ（ｐ＋１）Ｊバ“）／１１ｒ）

である。

オフセット形アンテナのようにブロッキングがなく（α＝Ｏ）指向性のよいアンテナを

想定し、かつ簡単のため△＝Ｏを仮定すると、上式を用いて近似的に

Ｇ（６）＝５６．８＋３５．２ｐ－（０．５十ｐ）Ｇｏ－（３Ｏ＋２Ｏｐ）・ｌｏｇ∂［ｄＢｉ］

（３－６４）

で与えられる指向特性（無指向性アンテナに対する利得）が得られる。ただし、アンテナ

背面においては、ある一定のレベルＢ〔ｄＢｉ〕と考え、Ｇｏ＞Ｇ（θ）＞Ｂの制限を設け

る。Ｇｏ’はアンテナ軸方向の利得である。

図３．３９は高能率鏡面修正（ｐ≒Ｏ）オフセットカセグレンアンテナ２種の実測パターン

と、ｐ＝Ｏの理論値（破線）との比較を示す。図３．４０はホーンリフレクータアンテナの種々

の周波数におけるパターン例である。これらの例からも、式（３－６４）で与えられる包線

線パターンのモデルはｐを適当に選ぶことにより、実際のアンテナの特性をかなりよく近

似できることがわかる。なお、通常のパラボラないしカセグレンアンテナのパターンは経

験的にＰ＝－０．２５で近似できる。
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－３０

１５１０５０１００１８０

ＯＦＦ－ＡＸＩＳＡＮＧＬＥ（ｄｅｇ）

図３．３９オフセットカセグレンアンテナのパターン例

（破線：ｐ＝０の理論値）
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図３．４０ホーンリフレクタアンテナのパターン例

１００１８０

３。６．３回線網のモデル化

従来、干渉計算用回線網構成としては、一点から放射状に回線が分岐するモデル、中継

局がランダムに分散しているモデル、１中継回線で各中継局から同数の回線が分岐してい

るモデル等が用いられている。ここでは主要都市に回線が集中する状況を想定して、

図３．４１の如く６中継の回線の両端局に等角度間隔でそれぞれＮ本の回線が分岐するモデル

を対象とする。マイクロ波ＦＭ伝送路での６中継は１ベースバンド区間２８０ｋｍに相当する。

干渉計算では２周波方式をとる均一システムにおける同一周波数、同一偏波干渉を前提

とし、自回線のフロント・バック、オーバリーチ、分岐回線からのフロント・サイド、オ

ーバリーチを考慮する。デジタル方式として２０ＧＨｚ帯４００Ｍｂ／ｓ方式を例とし、最も干渉

の多い端局受信の区間を対象とし、アナログ方式としては６ＧＨｚ帯－１８００ＣＨ方式を想定する。

フェージングはアナログ（ＦＭ）方式で考慮し、１区間のみ、かつ端末区間で発生し、他区

間とは無相関で平均雑音レベルの１０ｄＢの上昇を伴うものとする。デジタル（ＰＣＭ）方式で

は２０ＧＨｚ、中継区間３ｋｍでの時間率０．００１％における降雨減衰を考えるものとする。伝搬

路には反射等はなく、届曲によりオーバリーチ干渉を減少させるものとする。
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図３．４１回線網モデル

３。６．４希望波対干渉波電力比（Ｄ／Ｕ）

干渉雑音の評価は変調方式により異なり、一般的な取扱いが困難なので、ここでは全て

希望搬送波電力と干渉搬送波電力の和との比（Ｄ／Ｕ）に換算して評価しうるものとする。

上述のモデルにより、分岐回線数ＮとＤ／Ｕとの関係を求めた結果の１例を図３．４２に示す。

破線は自由空間時、実線は降雨時である。干渉波がＧ（∂）＝Ｂの領域から主として入射

する間は干渉波電力はＮに比例して増加するが、（；（∂）＞Ｂのサイドローブ領域に入る

と急速に雅加し、その限界はＧ。とｐとによって支配される。回線の許容Ｄ／Ｕを与えれ

ば、図３．４２を用いて分岐可能な最大回線数Ｎｍａｘを求められる。

図３．４３はＰＣＭ方式で許容Ｄ／Ｕ＝２６ｄＢとした場合に、それぞれＢ（破線）またはｐ（実

線）で限界が定まるＮ。。。をＧｏに対して求めたものである。任意のＢとｐの組合せに対

しては、それぞれのＮが小さい側の漸近線で与えられる。例えば利得４０ｄＢ、ｐ＝０（一様

分布）、Ｂ＝－１０ｄＢｉのアンテナではＮ。。。≒１５となる。一方無降雨時にはＮ。。。≒５０で

ある（図３．４２）。すなわち降雨の地域相関に起因する減衰差によって、アンテナの分岐能

力がこの場合は３０％に減少すると云うこともできる。ＦＭ方式では自回線干渉が約ｌＯｄＢ多い

上、許容Ｄ／Ｕが２０ｄＢ以上大きいためアンテナにはさらに高度の特性が要求される。

－１１９－

～

／

ド

．

レ
ミｊ
叩ヽふ一一ヽぶＴご⊇｀＼

夕ｌｇヨ１§てて
ヽ、ｊ゛ごりλ－－－一七タそ亀づにヤ

＼六斎二：Ｔ゛こ
．…

……ノ

よ二
六



７０

６０

５０

４
０

（
回
）
コ
＼
Ｑ

３０

２０

１０

１

５１０５０

分岐回線数Ｎ

図３．４２Ｄ／Ｕ計算例（ディジタル変調）

Ｇｏ＝４０ｄＢ，Ｐ＝０．実線：降雨時，破線：無降雨時
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図３．４３最大分岐可能回線数計算例（ディジタル変調）

Ｄ／Ｕ＝２６ｄＢ，降雨時

３。６．５バランスのとれたアンテナの特性

図３．４３より、例えばＢ＝ＯｄＢのアンテナにおいてサイドローブ特性を改善するためにｐ

を大としても、その効果は殆どないことがわかる。またＰ＝－０．２５のアンテナにおいてＢ

を－１０ｄＢより小さくしても同様に効果は期待できない。すなわち一般に、アンテナの利得、

サイドローブ特性およびバックローブ特性（仮称）との間には、分岐回線干渉の観点から

最も効果的な関係が存在すると思われる。この関係を満すアンテナの特性を“バランスの

とれた特性と称する。この特性は変調方式およびＤ／Ｕ許容値によって変化する。

図３．４４は上述のＰＣＭ回線を例としてこの関係を求めたものであり、破線は無降雨時を示

す。同様の手順により、ＦＭ回線について、許容Ｄ／Ｕ＝４９．５ｄＢに対しバランスのとれたア

ンテナ特性を求めると図３．４５を得る。これらの図よりそれぞれの方式において望ましいア

ンテナを知ることができるとともに、回線分岐の潜在的な能力を推定することができる。
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図３．４４ディジタル方式用アンテナとしてバランスのとれた特性の例

（Ｄ／Ｕ＝２６ｄＢ，周波数＝２０ＧＨｚ．区間距離＝３ｋｍ，時間率＝０．００１％）

（実線：降雨時，破線：無降雨時）
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図３．４５アナログ方式用（ＦＭ変調）アンテナとしてバランスのとれた特性の例

（Ｄ／Ｕ＝４９．５ｄＢ．実線：１０ｄＢフェージング時，破線：無フェージング時）
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３。６．６むすび

アンテナ特性と回線網構成をモデル化して、デジタルおよびアナログ方式の例に対し、

分岐可能回線数とアンテナ特性との関連ならびにバランスのとれたアンテナ特性を定量的

に明らかにした。これらの結果はとくにアンテナの設計と評価に有用であろう。なお、広

角におけるサイドローブのレベルの分布はレイリー形であり、その５０％値と包絡線レベル

との差は７～１０ｄＢ程度となる。従って干渉波電力は上述の計算より実効的には少なくなる

が、この差は特性のバラツキ、伝搬路での反射等を含む回線設計上のマージンとして留保

するのが適当と思われる。実際には干渉雑音以外に、鉄塔・局舎のアンテナ搭載能力、通

信網構成、置局条件等を考慮して、大都市では端局の分散が図られており、また交叉偏波

の使用による干渉軽減策がとられている。このようなより現実的なモデルでの取扱い、お

よびアンテナの広角交叉偏波指向特性の解明は今後の問題であろう。

－１２３－



３。７回折現象を用いた干渉防止法［９１］［９２１

３．７．１地上通信系と衛星通信系との干渉

地上無線システムと周波数を共用する衛星通信システムの地上局を地上無線局と近接し

て設置する場合において、相互のシステム間の干渉が問題となる。これを軽減するために、

アンテナの放射特性を改善すると共に、アンテナの周辺に電波遮蔽体を設置し、干渉波を

除去することが試みられている。

従来このために試みられた方法は、衛星通信地球局を山岳等に囲まれた地点に設置する

とか、地球局の周辺にフェンスを張ったり、穴を掘ってその中に建設するとかの方法であ

る。これらの方法は、いずれの方向から到来する干渉電波に対しても、平均的にある程度

の遮蔽効果を期待できる点で確実ではあるが、置局の選定に困難を伴ったり、またかなり

高いフェンスを建設しないと、十分の効果が期待できず、経済的でない欠点がある。

一般に、衛星通信地球局と干渉をおこす可能性のある他の無線送受信点の数は、かなり限

られていることを考慮すれば、それらの有限個の送受信点との間に十分の遮蔽がなされれ

ば、目的は達せられる。このためには、このような干渉源からの電波が、受信点において

ゼロになればよい。すなわち、いくつかの径路を通って伝搬して来た波が、相互に干渉し

て振幅ゼロとなるように、伝搬路を制御できればよいことになる。

第２章に述べた回折網方式においては、回折波が互いに受信点で同相になるように、伝

搬路途中に遮蔽体を設置した。これに対し、これらの遮蔽体を回折波の振幅が等しく、か

つ、互いに逆ネ目になるように設計することが出来れば上記の目的が達せられる筈である。

本節では、この考え方に沿って考案した干渉防止対策について、理論的および実験的検

討結果を述べる。

３。７．２単一遮蔽体による回折波の消去

山岳、フェンス等の遮蔽体の上空を回折して受信アンテナに到達する電波を、その上部

に単一の電波遮蔽体を設置して消去する方法を考察する。

図３．４６に示すように、フェンス等を回折高Ｈの無限長ナイフエッジＳＩでモデル化し、

その上空に高さｈを隔てて横幅ａ、縦幅ｂの長方形遮蔽体Ｓ２を設置する。

以下、簡単のため、フレネル積分を次のように表示することとする。

Ｆ（ｘ，ｙ） ＝ぐｅｘｐ（－ｊ≒πｕ２）ｄｕ

受信電界ベクトルＧ。は、Ｋを定数として

Ｇ、ニＫＦ（－ち白丿Ｆ（ＶＨ・Ｖｋ）十Ｆ（ｖｂ・（’））十Ｇ．｝

Ｇ、ニ２Ｆ（Ｖ。・（’））’Ｆ（ＶＨ・＜ｘ＞）／ｐ（－ａ．ぺ））

―１２４－

（３－６５）

（３－６６）

（３－６７）

●

－

●

●



一

一
０

を与えるｖｈ、Ｖ６を求めることに帰着する。これは図２．２に示すフレネル積分曲線を用

いて幾何学的に容易に求めることができる。図３．４７において、側面干渉波電界ベクトル

Ｇｓとナイフエッジ回折波ベクトルＧＨが既知であるとする。積分曲線をＧＨ十Ｇｓだけ

平行移動し、元の曲線との交点の回折係数がｖｔ、を与える。この交点からＧＨ十Ｇ、に平

行な直線を引き、これが原曲線と交わる点の回折係数がｖｈを与える。図より、

Ｇｔ、十Ｇ、とＧｈ－Ｇｈが、大きさが等しく、方向が反対のベクトルであることが明らか

である。
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で表される。 ここに、
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図３．４６干渉除去装置の例
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で表される回折係数であり、ｊは原点○における第１フレネル帯半径である。

Ｇ、は図３．４６における領域Ｓ３からの正規化側面干渉波電界ベクトルを意味している。

ここで問題は、横幅ａが与えられたものとすると、式（３－６６）、の｛｝＝Ｏとなる

ようなｈとｂを見出すことにある。すなわち、
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図３．４７フレネル積分曲線による図式解法

Ｒｅ

３。７．３反復法による精密解

式（３－６８）を解析的に解くことは困難であるが、高次方程式の反復解法として知られて

いるＮｅｗｔｏｎ－Ｒａｐｈｓｏｎの方法を２次元の場合に拡張することが考えられる。

Ｆ（ＶＨ，Ｖｈ）十Ｆ（ｖｈ，Ｖ，Ｊ十Ｇ，ニ０

において．Ｖｈ．Ｖｌ，の第ｉ次近似値をそれぞれα１，β１とすれば，

Ｆ（ＶＨ，αｉ）十Ｆ（βｉ．－）十Ｇ，十ｅｘｐ（－ｊ≒πく）ｊα

十ｅｘｐ（－ｊ‰πβ７）ｊβｉ＝０

（３－６８）

（３－６９）

の解△αｉ、△βｉがそれぞれα１、β１に対する第ｉ次補正値になる。すなわち、
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１５

－
‾ｌｉ［・ｐ（－バトフ）・ｅｘｐ（―ｊいけ）’

Ｉ。［｛Ｆ（ＶＨ，αｉ）十Ｆ（βｉ・ｅｘ．）十Ｇ，｝゜ｅｘｐ（－Ｊ２”べ）
＊

一

一

Ｉ。［ｅｌｐ（－ｊ和７）・－ｐ［－ｊ卵げ］

で与えられる。ここで、ｌｍは虚数部、＊は共蛎複素数を表す。初期値αｌ、βｌとして

は、フレネル積分曲線を半径Ｒ＝ＩＦ（Ｖｈ、ｏｏ）Ｉの円で近似して、次式を解いて求め

られるｖｈ、Ｖ。をもちいれば、殆どの場合、収束する解を得ることができる。

ｅｘｐ（－ｊ垢π粘）－ｅｘｐ（－ｊ‰πＶＤ

十ｅｘｐ（―ｊＹｎπＶｋ）十Ｇｅｘｐ（ｊＶｏπ）／Ｒ＝０ｓ（３－７２）

３。７．４理論特性とモデル実験結果

上述の理論にもとずいて設計した干渉除去装置の理論特性の１例を図３．４８に示す。想定

した条件は次の通りである。

＿＿＿＿＿＿二ごこごご旦讐Ｌ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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ＮＮＺ

－１０ －５０５

周波数（１）

図３．４８干渉除去効果の周波数特性
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中心周波数＝４ＧＨｚ

ナイフエッジの高さＨ＝１２ｍ

送受信点に至る距離＝５ｋｍおよび１５ｋｍ

第１フレネル帯半径ｆ＝１６．８ｍ

図は遮蔽体の横幅を下記のように変えた場合の周波数特性を示している。

０Ｎ
①
②
③
④

回折係数Ｖ。

０．９

１．２

１．６

２．０

横幅ａ（ｍ）

２０．６

２８．８

３８．３

４７．９

縦幅ｂ（ｍ）

３．１

２．６

３．５

４．３

間隔ｈ（ｍ）

３．８

３．１

１．７

２．６

図３．４９には、理論確認のために行った室内モデル実験結果を示す。実験条件は、

周波数ｆ＝１８．７５ＧＨｚ

送受信点までの距離ｄ，，ｄ２＝それぞれ１．５ｍ

遮蔽体の横幅ａ＝２０ｃｍ

であり、特に回折高Ｈが低くなった場合の効果を確認するため、設計はＨ＝Ｏｃｌおよび

５ｃｍで行い、遮蔽体（金属平板）を装着した後、回折高Ｈを変えて受信電力の変化を測定

した。

図において実線および○は、Ｈ＝Ｏｃｍ、、破線および□は、Ｈ＝５ｃｍ、一点鎖線および△

は、ナイフエッジのみの場合である。

以上の結果から、本設計法は回折高が低く、殆ど送受信点が見通しに近いような場合に

も有効であることがわかる。

なお、遮蔽体をｙ軸に関し非対称に設置することにより、ｘ軸の正負両側からの側面回

折波を逆位相とすれば、人工的に制御が困難な側面からのまわりこみの影響を軽減するこ

とも可能である。

－１２８－
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図３．４９モデル実験の結果

（ｄｌ＝ｄ２＝１．５ｉｎ，Ｗ＝２０ｃｉｎ）し▽

（実線：Ｈ＝Ｏの理論値，破線：Ｈ＝５ｃｍの理論値，一点鎖線：ナイフエッジのみ）

３。７．５むすび。ト

フェンス、山岳等の回折体上に単一の長方形遮蔽体を設けるのみの簡単な構造で、干渉

波を除去しうる方法を明らかにした。この方法によれば、約１０％の周波数帯域幅にわた

って、ナイフエッジ回折電界値より、ほぼ２０ｄＢの減衰効果を期待できる。づ

３。８結言

通信用アンテナを高性能化する上での諸問題について、理論的および実験的検討をおこ｀

ない、次の諸点を明らかにした。■・・

（１）鏡面ひずみが交叉偏波特性に及ぼす影響を初めて指摘し、その効果と試験・解析法

を明らかにした。

（２）着雪がアンテナの特性、特に交叉偏波特性に及ぼす影響を明らかにした。

（３）アンテナ遮蔽板に起因する指向特性劣化を軽減する経済的な方法を提案し、その設

計法を明らかにした。

（４）各種のアンテナのサイドローブの統計的性質を明らかにし、アンテナの評価法を示

した。

（５）バラゾスのとれたアンテナ指向特性を提案した。

（６）回折現象を利用した干渉波除去法を提案し、その設計法と特性を明らかにした。

―１２９―
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第４章国内衛星通信方式における地球局アンテナ系の研究

４。１序言

日本の国内衛星通信方式の最大の特徴は６／４ＧＨｚのマイクロ波帯と３０／２０ＧＨｚの準ミ

リ波帯の使用である［５１］［５２］［５３］。特に準ミリ波帯の衛星通信への適用は、世界に

先駈けた日本の成果として誇示しうるものである。

６／４ＧＨｚ帯は、上り下り各５００ＭＨｚの帯域を有しているが、この帯域は地上マ

イクロ波通信方式および国際衛星通信方式と共用である。日本の地上マイクロ波中継回線

網の現状、特に大中都市への回線の集中を考慮すると、６／４ＧＨｚ帯は、回線容量の点

でも、相互干渉の点でも、都市内への地球局の設置は避けるべきであり、従って３．５

ＧＨｚの帯域幅をもつ準ミリ波帯を有効に活用することが重要となる。

衛星通信方式に占めるアンテナ系の役割りは極めて大きく、殆ど方式の死命を制する程

の重要性を有している。地球局アンテナの研究に課せられた命題は、上述の所論から、準

ミリ波帯において局舎屋上に容易に設置できる直径１０ｍ程度以下の高性能で経済的なアン

テナの実現ということになる。

準ミリ波帯を用いた地球局アンテナ系に関しては、すでに横須賀電気通信研究所のマイ

クロ波／準ミリ波共用アンテナの試作例がある［４６］。このアンテナは専用のペデスタル

上に建設された固定形のものであるが、ここに研究の対象とするアンテナは、準ミリ波専

用であると同時に、種々の局舎屋上ないしは地上に容易に運搬・組立・調整を可能とする

ものである。このため、まず、軸対称カセグレンアンテナに関して、アンテナ鏡面の設計

を３０／２０ＧＨＺ帯に対して最適化すると同時に、特に屋上設置の条件を満たすためのアンテ

ナ構成およびアンテナ機構設計の検討を行った。

さらに、アンテナ特性の一層の高性能化を目標として、軸対称カセグレンアンテナで開

発した機構設計条件を活用しつつ、オフセットカセグレンアンテナの設計・試作を行い、

有用な結果を得た。

４。２地球局アンテナ系の必要条件

ＩＮＴＥＬＳＡＴシステムで代表される従来の国際衛星通信方式では、６／４ＧＨｚ帯各５００ＭＨｚの

マイクロ波を使う。Ａ形標準地球局のアンテナは開口径が２７～３２ｍであり、指向方向を仝

天空に向けられるいわゆる全天駆動形がほとんどである。送信機の出力はｌＯＯＷ～ｌＯｋＷのも

のが多い。そのため、アンテナを設置するためには、マイクロ回線との干渉がない地点を

選び、かつ重量、風圧に耐える特別の基礎建造物を作る必要がある。

特に同一周波数波を使用する地上システムとの相互干渉に関しては、その可能性のある

場合には関係主管庁間での協議を義務づけるなど国際的にも保護がなされている［１］。

これに対し国内衛星通信方式に用いる準ミリ波固定地球局アンテナに対しては、このよ

うな従来の地球局アンテナとは異なる以下のような条件が課せられる。

・－１３０―
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（１）電気的特性

（ｉ）高利得性：準ミリ波帯では、降雨減衰、立体回路の損失が大きい。また、送信機の

高出力化、受信機の低雑音化も困難である。このため、アンテナ利得は極力高いことが要

請される。利得の要求値は６５．８ｄＢ（１９．４５ＧＨＺ）および６８．７ｄＢ（２９．２５ＧＨＺ）以上である。

（ｉｉ）広帯域性：固定衛星通信業務には、１７．７～２１．２ＧＨｚ（下り回線）および２８．５～３１．０

ＧＨｚ（上り回線）の各３．５ＧＨｚの帯域が分配されている。基礎設備としての固定局アンテナ

系はこれらの帯域で使用できる必要がある。

（ｉｉｉ）低サイドローブ性：上述の帯域は地上の固定および移動業務にも同時に分配されて

いる。したがって√これらの業務との周波数共用が可能であるように低サイドローブでな

ければならない。広角指向性としては、少なくともＣＣＩＲの勧告レベル

および

３２－２５１ｏｇ∂［ｄＢｉ］（１°≦∂≦４８°）

１０［ｄＢｉ］（－∂≧４８°）

以下であることが望ましい。ここで∂はビーム軸からの角度である。

（２）機械的特性

（ｉ）局舎屋上への設置：この条件は方式の経済化を図る上で重要である。主要都市の回

線網へ接続する場合、都市内に地球局用地を求めることは極めて困難であり、また、郊外

に建設すれば引込み回線の建設保守費が経済性を損う。このため、地球局アンテナは、既

設または新設の電話局等の施設屋上への設置が可能な構造であることが必要である。した

がって、次の条件を考慮しなければならない。

（ａ）小形・軽量であって、風圧荷重が小さく、占有面積も小さいこと。

（ｂ）設置場所、方向等の局舎とのインターフェース条件が簡単であること。また、送受信

機を局舎内へも、屋上シェルタ内へも固定設置できる柔軟性に富んだ構成であること。

（ｃ）アンテナの建設・移設が容易になるように、工法、作業性、作業面積等が考慮されて

いること。

（ｄ）耐風性・耐震性が優れていること。特に、１００ｍ級の高層ビルに対して重要となる。

（ｉｉ）照準塔が必要でないこと：都市内では照準塔を用いての特性確認は困難である。さ

らに限定駆動方式を考えた場合は不可能となる。したがって、アンテナに対しては、組立

後においても機械的設定のみで電気的性能を確保するため、高い組立精度および再現性が

要求される。

―１３１－



（３）衛星へのアクセス

（ｉ）衛星の切換：方式で対象とする静止衛星軌道の角度範囲内で、予備衛星等への切換

が容易に行える必要がある。

（ｉｉ）追尾精度：準ミリ波帯では開口径１０ｍ程度でも、開口径３０ｍ級のマイクロ波アンテ

ナに比べ、ビーム幅が６０％程度に狭くなる。したがって、駆動系、角度検出系および制御

系等の衛星追尾装置に高い精度が必要である。犬

以上の要求条件はアンテナ構成上、数多くの相反する要因を持つため、最適化を図って

設計を行う必要がある。特に、地球局アンテナを都市内の中・高層局舎屋上に設置する構

成法は他に例がなく、アンテナの’軽量化、簡易化を図るため、基本的な構造から見直さな

ければならない。

４。３準ミリ波専用カセグレンアンテナ［５４］［５５］［６２］［６３１

４．３．１アンテナ構成に対する検討

（１）試作アンテナの構成

上述のアンテナに対する要求条件を考慮して設計・試作した準ミリ波地球局カセグレン

アンテナの構成を図４．１に、局舎屋上に設置した状態を図４．２に示す。また、表４．１に主

図４．１（ａ）軸対称地球局カセグレンアンテナの構成一側面－
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図４．ｌ（ｂ）軸対称地球局カセグレンアンテナの構成一背面－

図４．２局舎屋上に設置した試作アンテナ
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－ 般

アンテナ形式

表４．１主要構造諸元

回転駆動方式

給電形式

鏡面修整カセグレソアソテナ

Ｘ－ｙマウソＨ

コルゲー１ヽホーソ使用３枚反射鏡集

束ビーム給電

機械系

開口径１１．５ｍ

開口角１３０°（ＦＺ１：）＝０．３９２）

副反射鏡径１．２ｉｎ

一

鏡面精度

主反射鏡規格値０．３ｍｍｒｍｓ以下，実測値０．１６

副ノフ〃０．１〃，ノゲ０．０３

集束・７，７０．１・７，・７０．０２

駆動角度範囲Ｘ軸４７°±８°

ｙ軸Ｏ°±１２°

耐風性非破壊風速瞬間風速７０ｍ／ｓ

精密追尾平均風速２０ｍ／ｓ

重量２３．９ｔｏｎ，ユニット最大２．７ｔｏｎ（実測）

要構造諸元を示す。アンテナ構成の設計に際して特に次の諸点に考慮をはらった。

（２）開口径および開口角

開口径は、利得、風圧荷重および追尾精度等の要因で決定される。開口径を大きくすれ

ば利得は増加するが、反面、自重、風圧荷重が増大し、準ミリ波で必要な鏡面精度が得難

くなること等機械的、経済的な面から不利である。

準ミリ波帯ではビーム幅が細くなり追尾誤差による利得低下が問題となる。追尾誤差が

ある場合の開口径と利得との関係を図４．３に示す。開口径が１０ｍ以上のアンテナでは追尾

誤差を０．０１°以下にすることは技術的に難しい。例えば、誤差が０．０２°と仮定すると、同

図から３０ＧＨＺでは開口径１０ｍで１．５ｄＢ、開口径１５ｍでは３．５ｄＢの利得低下を生じる。した

がって追尾誤差によっても開口径の大きさは制限される。

―１３４
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図４．３追尾誤差を含む場合の利得と開口径との関係

川０

本アンテナでは以上の条件を考慮し、利得の要求条件を満す開口径として１１．５ｍを選定

した。

開口角は主反射鏡面の深さと関係し、風圧荷重に大きく影響する。開口角が大きく（鏡

面が深く）なれば雑音温度特性の向上等電気特性には有利であるが、図４．４に示すように

風圧荷重が増加する。図は風によってアンテナに作用する力およびモーメントを開口角

１８０＊を基準に相対比較したものである。電気特性は鏡面修整によりある程度改善が可能

ｍ
ｍ
ｓ
ｆ
）

喇
限
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１２０° １５０°
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図４．４開口角に
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であることから、本アンテナでは風圧荷重を極力小さくする方針により、開口角を１３０°

（焦点距離と開口径の比Ｆ／Ｄ＝０．３９）に選定した。開口角１８０°の場合に比べ転倒モー

メントは８３％、水平力は９２％に低減できる。

（３）駆動方式

衛星通信用地球局アンテナは、衛星追尾あるいは衛星切換のためにビームの方向を回転

駆動させる必要がある。従来のアンテナでは、アンテナを全天方向に駆動できる全天駆動

方式を採用している。この方式は、見通し範囲内にある任意の衛星にアクセス可能であり、

また地上の照準塔を用いての測定および調整も容易に行える利点がある。しかし、回転駆

動機構が大規模になること、自重が増加すること、アンテナ高が高くなり荷重条件が悪化

すること等、不利な点も多い。●

一方、国内衛星通信方式で対象とする静止衛星の位置は、赤道上の限られた角度範囲で

あり、それ以外の方向にアンテナを指向させる必要はない。

本アンテナでは、この角度範囲を考慮し、駆動範囲が限られた限定駆動方式を採用した。

これにより駆動系の大幅な軽量化が可能となり、局舎屋上設置を実現する見通しが得られ

た。他方、地上の照準塔を用いて特性の確認が不可能となり、所期の電気特性を確保する

ため高い組立精度が要求される。

駆動方法は、限定駆動方式の利点を生かすために、リードスクリューによる方法を取入

れた。リードスクリューはネジの回転により伸縮する機構で、この直線運動によりアンテ

ナを回転させる。この方式は従来のギヤ方式に比べ、

１）小形・軽量で経済性も優れている、

２）機械的ガタによるバックラッシュが小さく、防止機構が不要である、

等の利点を有している。

一般に地球局アンテナのマウント形式には、Ａｚ－Ｅｌ、Ｘ－Ｙ、ＨＡ－ＤＥＣ形式等がある。本アン

テナの場合には、リードスクリューによる限定駆動方式との適合性、さらにホーンが垂直ヽ

および水平のいずれの状態でも設置し得ること等を考慮しＸ－Ｙマウント形式を採用した。

上述の駆動系の構成の概略を図４．５に示す。Ｘ軸およびＹ軸周りの回転ΘｘおよびΘｙ

は、リードスクリューの長さｊ？１、ｊ！２により近似的に次式に表わされる。

θｘニＣ：（ら十聡）／２・θｙ ニＣ２（らーら）／２ （４－１）

２本のリードスクリューが同じ量だけ同方向に伸縮すればＸ軸回りの回転、反対方向に伸

縮すればＹ軸回りの回転が生じる構造である。回転角が大きくなると、比例せず、さらに

Θ。とΘｙとが独立とならなくなる。しかし、本アンテナのように限定駆動方式の場合に

は実用上問題とならない。。

方式で対象とする静止衛星は赤道上東径１４０°±１０°（現在１３０°±１０°に変更）であ

るため、８総括局のいずれからでも衛星にアクセス可能でなければならない。本アンテナ

では駆動角度範囲を

―１３６－
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副反射

駆動川

リードスクリ＝１－

基礎梢造部

コルゲートホーン

図４．５駆動系の構成

Ｘ軸：４７°±８°（仰角相当）

Ｙ軸：Ｏ°±１２°（方位角相当）

に限定した。この範囲は、長さ２．５ｍのリードスクリューを±０．４ｍ伸縮させることによ

って容易にカバーできる。

（４）主・副反射鏡系

利得を極力大きくするため、主・副反射鏡に対し高能率形の鏡面修整を施した。このた

めサイドローブ特性に関しては、低サイドローブ形の修整をした場合よりも若干悪くなる。

図４．６に鏡面系の構成を示す。主反射鏡の等価焦点距離は４３３０ｉｎｍであり、また、１次放

射系をホーンレフ形式にしているため、１次放射器の等価焦点は約５４ｍとなる。主反射鏡

面は放物面から最大１５ｎｉｎｉ、副反射鏡面は双曲面から周辺部で約１５０ｍｍそれぞれ修整されて

いる。
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図４．６鏡面系の構成

８
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（５）鏡面精度

アン・テナの利得低下の主要因として、主反射鏡の鏡面精度誤差があり、特に準ミリ波で

使用する場合に問題となる。大口径アンテナのように、主反射鏡面が複数のパネルで構成

される場合には鏡面精度誤差εは次式で評価される。

＿、／不乙事二汀 （４－２）

ここで、ε１：パネル単体の鏡面誤差

ε２：パネルの設定誤差

ε３：測定誤差

したがって、パネル単体誤差、設定誤差を小さくすることはもちろん、測定誤差も小さく

しなければならない。本アンテナでは新しい方法を取入れ、測定誤差を０．０８ｍｒａｒｒａｓ以下

にし、従来の方法［６１］より改善している。

パネル単体の精度向上のためパネル形の種類を少なくし、また、設定精度向上のためパ

ネル枚数を少なくした。本アンテナではパネル形の種類を２種類、総数を５４枚とし、総合

の実測鏡面精度０．１６ｉｎｎｉｒｍｓを得た。これに対し１２．８ｒａｎｉφ４周波数共用アンテナ［６１］の場

合は、パネル形数４種類、総数１１２枚、総合鏡面精度０．２８ｒａｉｎｒｍｓである。本アンテナでは
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鏡面精度が大幅に向上しており、これは０．３５ｄＢの利得向上に相当する。

（６）集東ビーム給電系

集束ビーム給電系には、広帯域にわたって電界分布が回転対称でかつガウス分布に近い

１次放射器として、コルゲートホーンを採用した。

集束反射鏡の枚数は、Ｘ－Ｙマウント形式に適合し、かつ軽量化を図るため図４．４の如く

３枚とした。

４。３．２屋上設置条件に対する検討

（１）機械的強度

本アンテナは局舎屋上に設置するため、特に耐風性、耐震性等に対する機械的強度が重

要な問題となる。また、準ミリ波で必要な機械的精度を維持するため、風および日射によ

る影響についても考慮して機構設計を行った。

耐風性については、通常の固定無線方式のアンテナの耐風性規格は６０ｍ／ｓであるが、

本アンテナでは屋上における風速の増加の可能性および破壊時の影響の重大性を考慮して

非破壊風速を瞬間風速７０ｍ／ｓ（風の速度圧３１０Ｋｇ／�）で設計した。

耐震性に関しては、ｌＯＯＫｒａ離れたマグェチュード８の地震に対し、破壊・損傷を受けな

い条件で設計した。これは２００ｇａｌの地震力に相当し、関東大震災並みの地震が起ったとき

に、高さ４０ｍの建物の屋上で受ける力と同じである。以上の検討から、７０ｍ／ｓの耐風

性を有していれば、耐震性は問題ないとの結論を得た。

（２）設置に対する柔軟性

局舎屋上にアンテナを設置する場合、局舎軸とアンテナ設置方向との関係およびアンテ

ナ設置位置と給電用貫通孔位置との関係が問題となる。本アンテナでは基礎構造部を設け

ることにより、図４．７に示すようにアンテナの設置方向に自由度をもたせている。また、

局舎に準備されている給電用貫通孔の位置に応じて、給電用ホーンをＹ軸に関し左右いず

れの側にも取付け得る構造にしている。

１３９－



アンテナカ向 基礎桝造部

図４．７アンテナ設置状態

以上のアンテナ設置方法は、ホーンを局舎内に垂直に引込む標準的な設置方法であるが、

図４．８に示すように、ホーンを水平に取付けて、送受信機を収納したシェルタに引込む構

成も可能である。この方法は局舎ビームさえ用意すればよく、簡単に局舎屋上または地上

に設置することが可能である。

図４．８ホーンの設置方法（ホーン水平設置）

（３）局舎への荷重条件

各部の構成部品を軽量化、ユニット化した結果、アンテナ自重は２３．９トンとなった。こ

の重量は、１２．８ｍ４周波数共用アンテナの自重約５０トンに比べ１／２以下となっている。

各部の重量配分を表４．２に示す。単体最大重量は２．７トンであり、この値は局舎屋上への

吊上げを考慮して決めている。
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表４．２アンテナ各部の重量配分

各部名称重量重量配分

反射鏡部６．３）ヽン２７％

回転構造部８．６１ヽソ３６％

回転駆動部３．０＼ヽソ１３％

基礎構造部４．９１ヽン２０％

集束給電部０．６］ヽン２％

その他０．５１ツ２％

総重量２３．９］ヽン１００％

アンテナ鏡面に作用する風圧荷重と、アンテナ自重および局舎ビーム自重との和が、ア

ンテナ全体の支持点である脚柱部に作用し、局舎への荷重となる。

風圧荷重はアンテナ設置方向および風向により大きく変化する。耐風速である７０ｍ／Ｓ

の風を受けた場合の局舎への荷重を図４．９に示す。図は４つの脚柱のうち荷重が最大とな

る脚柱２について示したものであり、アンテナおよび局舎ビームの重量を含んでいる。

荷重の最大値は、圧縮力３５．８トン、水平力２１．９トンおよび浮上り力１０．９トンとなる。した

がって地球局アンテナを設置する局舎は、この条件を満足する必要がある。
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図４．９（ａ）局舎への荷重一圧縮力・浮き上がりカー
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図４．９㈲局舎への荷重一水平カー

４。３．３電気特性

（１）測定条件

本アンテナは限定駆動方式であり、主ビームを指向できる範囲は限られている。このた

め、大形アンテナ回転台を建設して、図４．１０に示す状況で特性測定を行った。

本アンテナでは開口径対波長比（Ｄ／λ）が７７０～１１５０と大きく、運用時の特性を得る

ためには、２５Ｋｍ以上の測定距離が必要である。本測定では照準塔を５．５Ｋｍ離れた地点に設

図４．１０特性測定中の試作アンテナ（大形アンテナ回転台上）
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置しているため、開口面上には２次の位相誤差が生じる。測定に際しては、アンテナの遠

距離特性を得るために、この２次の位相誤差を打消す量だけ副反射鏡の位置を軸方向にず

らして設定している。また、ア・ンテナの運用状態での仰角４５°から、測定状態の仰角Ｏ°

にした場合の、主反射鏡のたわみ量を実測し、この補正を副反射鏡の調整によって行って

いる。

以上のような補正を行うことにより、照準塔を用いて測定した特性は、運用状態での特

性を示しているものと考えられる。

（２）利得

大口径アンテナの利得測定法は未だ

問題点が多いが、ここでは照準塔によ

る測定と電波星による測定とを行い両

者を比較検討した。

（ｉ）照準塔による測定

本測定では、標準ホーンと利得差を

測定する比較法を用いて実測した。

図４．１１に２０および３０ＧＨＺ帯において、

直線偏波および円偏波で得られた利得

の実測結果を、後述のオフセットカセ

グレンアンテナの結果とともに対比し

て示す。図において太線はオフセット

形、細線が軸対称形である。これらの

値はホーン出力端での値である。

各周波数における測定値の標準偏差

は０．ｌｄＢ以下であり、測定精度は十分

高いものと考えられる。図４．１１から

明らかなように２０ＧＨＺ帯全域で開口能

率７２％以上、３０ＧＨＺ帯で６８％以上であ

った。また、直線偏波と円偏波とはよ

い一致を示し、このことからも測定値

の信頼性は高いと考えられる。

利得の実測値は、表４．３に示した種

々の利得低下要因から計算される推定

値、６５．９ｄＢ、７０％（１９．４５ＧＨｚ）および

（
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図４．１１利得実測値

６８．８ｄＢ、６０％（２９．２５ＧＨＺ）によく一致しており、高能率設訓の妥当性が確認できた。実測

値における利得低下の要因としては、日射等による主反射鏡の鏡面精度の劣化（０．０５ｉｎｍ

ｒｍｓの劣化に対し、３０ＧＨＺで約０．ｌｄＢ低下）によるものが考えられる。また、後に考察す

るように、２０ＧＨＺにおける開口面上の２次の位相誤差が、３０Ｇ１ＩＺの場合より若干大きいと

推定される。２０ＧＨＺ帯においては、この原因により約０．１ｄＢの利得低下があるものと考え
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表４．３アンテナ利得と各劣化要因推定値

周数波１９．４５ＧＨｚ２９．２５ＧＨｚ

項目アンテナ軸対称オフセット軸対称オフセヅ｝

吻

ホーソ－０．１ｌｄＢ－０．ＵｄＢ－０．１６ｄＢ－０．１６ｄＢ

抵抗損失

ホーツカパー－０．０３－０．０３－０．０９－０．０９

集束ビーム給電系－０．０９－０．０４－０．０４－０．０２

スピルオーバ副反射鏡－０．０８－０．１０－０．０４－０．０４

主反射鏡－０．０３－０．０３－０．０２－０．０２

副反射鏡－０．０５－－０．０５－

ブロッキング

支持柱３本ステイ－０．１７－－０．１７－

集束反射鏡－０．０３－０’０２－０．０７－０．０５

鏡面精度＊副反射鏡－０．０３－０．０１－０．０７－０．０２

主反射鏡－０．２７－０．１７－０．６２－０．３８

振幅分布－０．２３－０．４８－０．２９－０．６２
｜

位相分布－０．１５－０．２２－０．３０－０．３９

開口分布．、非対称－０．０２－０．１０－０．０２－０．１０

交差偏波－０．０２－０．０４－０．０２－０．０４

不照射面積－０．２２－－０．２２－

利得低下量－１．５３ｄＢ－１．３５ｄＢ－２．１８ｄＢ－１．９３ｄＢ

で

ーツ出力地）開口能率
１７６％７３％６ｏ％６４％

利得６５．９ｄＢ６６．ＯｄＢ６８．８ｄＢ６９．ＯｄＢ

られる。

鏡面誤差は規格値を用いた

（ｉｉ）電波星を用いた測定

利得の測定に電波星を用いる場合は、アンテナの遠距離特性を直接知ることができる利

点があるが、計算に用いる種々の定数の精度に若干の問題がある。本測定では、電波星と

して、フラックス密度が比較的高い精度で知られているＴａｕＡおよびＣａｓＡを用いた。これら

の電波星からの受信電力を測定することによりアンテナ利得が計算できる。周波数は１８．７

５ＧＨｚで、受信機にはディッケ変調方式のラジオメータを用いた。図４．１２に測定系を示す。

アンテナを電波星に正対させた場合の雑音温度と、天空背影に向けた場合の温度との差

をＴ、とすれば、アンテナ利得Ｇは次式により求められる。

―１４４－

●

・１



●

寸

φ

図４．１２電波星受信測定系

Ｇニ８πｋＵａ■Ｔ、／（λ２・Ｉ） （４－３）

ここでｋ：ボルツマン定数

λ：波長

Ｉ：電波星フラックス密度

Ｍ：拡がり補正係数

α：大気減衰量

本測定においては、アンテナが限定駆動方式であり、連続的な電波星の追尾が不可能で

あるため、電波星の通過を待受けて受信レベルを記録する方法を用いた。この場合、アン

テナのビーム幅と電波星の大きさが同程度であるため、アンテナの指向精度が高いことが

必要である。このため電波星の通過予定点に向けて仰角を固定し、方位角を２０秒周期で土

０．１°の範囲内を走査する方法をとった。

図４．１３に実測データの一例を示す。図中の①、②は方位角の走査の間隔を示し、この間

にアンテナピーム中を電波星が通過している様子がわかる。

ラジオメータの時定数は３秒としたが、星の通過時間が短いため雑音成分が含まれる。

測定誤差は２°Ｋ程度であると考えられ、この誤差に対し式（４－３）から利得の誤差は

約０．８ｄＢとなる。誤差が大きくなる原因としては、プログラム追尾機能を備えておらず、
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手動によって駆動しているため、十分な追尾ができないことが挙げられる。表４．４に計

算に用いた諸定数および利得の実測値を示す。利得は照準塔による測定結果とほぼ対応し

ている。

また、比較法で実測された利得から逆に電波星のフラックス密度が計算され、本測定に

よって１８．７５ＧＨＺにおけるフラックス密度の貴重なデータが得られた。

利得の測定結果から、本アンテナは組立時の機械設定のみによって所期の性能を満足し

ていることが明らかとなった。したがって、照準塔を用いての調整等は特に必要がないと

考えられる。

表４．４電波星定数および実測利得

ＩＴａｕＡＩＣａｓＡ

フラヅクス密度〔１０－２６Ｗ／ｍ２／Ｈｚ〕１４Ｂ７．３ト３０３．０

拡ヵ句補正１１．５５１１．３９

大気減衰量〔ｄＢ〕ｌ０．３３Ｃ£／＝１５°）ｌ０．１９ｉＥｌ＝２７゜）

＿＿温度差実測値〔゜Ｋ〕ｉ８＋１６

（３）近軸指向性

図４．１４、図４．１５に２０ＧＨＺおよび３０ＧＨＺにおける円および直線偏波での近軸指向性を示す。

円偏波の指向性は、垂直偏波と水平偏波の平均値となるが、実測結果もほぼこれと合致し

ている。主ローブと第１サイドローブ間の零点は十分に落込んでいることから、本項

（１）で述べたように、これらのパターンは遠距離特性を示していることがわかる。
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（ｂ）Ｅｌパタッ

－－一垂直（Ｖ）偏波，－－－－－一水平脚）偏波

図４．１４近軸指向性（１９．５ＧＨｚ）
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図４．１５近軸指向性（２９．５ＧＨｚ）

１４７－

０２

３ｄＢビーム幅は０．０８＊（１９．５ＧＨＺ）および０．０５°（２９．５ＧＨｚ）である。また、第１サイ

ドローブは－１６～－１８ｄＢで、目標値（－１４ｄＢ以下）を満足している。各周波数における

Ｅ／Ｈ面一致度およびＡｚ／ＥＩ面一致度は良好で放射特性は回転対称性がよい。これはコル

ゲートホーンを用いた結果であると考えられる。

（４）広角指向性

図４．１６、図４．１７に広角指向性を示す。直線偏波の場合に副反射鏡支持柱からの散乱の影

響を受ける。本アンテナでは６２°付近に鋭いピークが現われる。円偏波の場合は、１度散

乱された波は交叉偏波となって受信されず、この影響は現われない。

運用状態である円偏波の場合には、広角指向性�設計目標を十分満足している。直線偏

波の場合にも、ステイの散乱を除けば満足している。直線偏波の場合のステイの影響は、

ステイに散乱体を取付けることにより改善できることを実験的に確認した。

Ｅｌ＝４５°の指向性は、地球局アンテナを運用状態にした場合の地上水平面内の指向性を

示している。これから地上方式用アンテナとの干渉量を計算することができる。Ｅｌ＝４５°

の状態では支持柱の影響は３４°の付近に現われる。

１１５°付近のピークは、主反射鏡のスピルオーバによるものである。
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図４．１７広角指向性（２９．５ＧＨＺ）

（５）雑音温度特性

アンテナ雑音温度の測定は、図４．１２に示した電波星の測定と全く同じ測定系を用いた。

アンテナ雑音温度は気象条件（主に湿度）によって大きく左右されるため、晴天時に測定

した。図４．１８に雑音温度の仰角特性を示す。仰角４５°での実測値は１５°Ｋであり、前述の横須

賀電気通信研究所アンテナの１８．６ＧＨｚ、仰角３０°における実測値２３°と比べても、低雑音

特性をもつことが明らかとなった。図中の計算値は大気減衰量とアンテナの広角指向性実

測値とから計算したものである。測定時の水蒸気密度は８ｇ／�であり、実測値と計算値

はほぼ対応している。仰角１５°以下は、液体チッソ無反射終端器が傾いて使用できないた

め未測定である。
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アンテナ仰角（ｄｅｇ）

図４．１８雑音温度特性

印

１８．７５ＧＨＺにおける利得は図４．１１から６５．７ｄＢである。したがって、本アンテナのＧ／Ｔは

５３．９ｄＢとなる。また分波器出力端でのＧ／Ｔは、分波器の損失の実測値０．４ｄＢを考慮して、

４９．５ｄＢである。

（６）ＶＳＷＲ

分波給電部を除き、乾燥空気を充填しない状態で直線偏波により測定した。コルゲート

ホーンのど元から見たＶＳＷＲは２０ＧＨＺ帯１．０９以下、３０ＧＨＺ帯１．０７以下で設計性能を満足して

いる。反射波の主要因は、ホーンのど元、ホーン開口郎の気密用カバー、および副反射鏡

からの反射波である。１次放射系のみで、ニホーンカバーを除いた場合のＶＳＷＲは２０ＧＨＺ帯

１．０７、３０ＧＨＺ帯１．０４であった。これから、ホーンカバーのＶＳＷＲは１．０２程度と考えられる。

以上の電気特性測定結果をとりまとめて表４．５に示す。
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表４．５試作アンテナの電気特性

周波数帯２０ＧＨｚ帯（受信）３０ＧＨｚ帯（送信）

帯域〔ＧＨｚ〕１７．７～２１．２２７．５～３１．０

偏波右旋円左旋円

利得〔ｄＢ〕６６．０６９．３

開口能率〔％〕７２６８

（１９．５ＧＨｚ）（２９．５ＧＨｚ）

ＶＳＷＲ１．１０以下１．０８以下

（ホーソ出力端）

雑音温度〔゜Ｋ〕１５（ホーソ端）

（１８．７５ＧＨｚ４３（分波器端）一

仰角４５°）

耐電力－２．４ｋＷ

追尾特性

スルデプス４５ｄＢ以上－

スルシフ１ヽ１／５０ビーム幅以下

４。３．４むすぴ

本アンテナは、駆動系・給電系に新しい構成を採用し、都市内の局舎屋上への設置を容

易にしたこと等、次の特徴を有している。

（１）２０、３０ＧＨＺの準ミリ波専用であり、帯域幅は各３．５ＧＨｚである。

（２）構成部品の軽量化、ユニット化を図り、組立・移設作業の簡易化により局舎屋上へ

の設置を可能としている。

（３）対象とする静止衛星の位置を考慮し、限定駆動方式を採用している。

（４）（３）の利点を生かし、駆動系は２本のリードスクリューを用いて構造を簡易化し

ている。

（５）高能率化するため鏡面修正を行い、また、コルゲートホーンを使用している。

（６）３枚反射鏡を用いた集束ビーム給電により送受信機の局舎内固定設置を可能にして

いる。

（７）機械的組立精度のみによって電気性能が確保されており、照準塔は特に必要としな

い。

（８）アンテナの設置に関し柔軟性のある構成である。

（９）準ミリ波帯で必要とされる鏡面精度、および追尾精度を有している。

本アンテナにより、簡単に経済的な地球局の構成が可能となり、方式実現に寄与できる

見通しを得た。また、準ミリ波地球局アンテナ設計法の妥当性を確認するとともに、大口

径アンテナに対する測定技術を確立することができた。

－１５０－
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孝

４。４オフセットカセグレン形アンテナの地球局への適用

４．４．１オフセット形地球局アンテナの検討［５６］［５７］［５８］［５９］

オフセットアンテナは、軸対称な構造のアンテナにくらべ、電波通路内に電波の散乱源

となる副反射鏡や支持柱がないため、電波の散乱損失が少なく、かつ広角指向特性が優れ

ている［４２］。特に最近はオフセット双反射鏡アンテナを対象として、低サイドローブ化

・マルチピーム化等の種々の試みがなされており、多くの論文が発表されている［６４］

［６５］。オフセット形式の地球局アンテナとしては、１９６５年にベル研究所がオープンカセ

グレンアンテナを提案し、電気・構造設計を行った［６６］。このアンテナは送受信機を固

定して全天駆動が可能な形式であるが、実用化には至っていない。また、電波天文ないし

電波伝搬特性の研究用として、直径６ｍおよび７ｍのオフセットカセグレンアンテナの試

作例が報告されている［６７］［６８］。しかし、商用化を前提とした比較的大形の地球局ア

ンテナとしては、まだ試作例もなく、十分の検討もなされていないようである。

オフセット形アンテナは、前述のように指向特性の改善が容易である他、副反射鏡ない

し一次放射器が放射ビームの外にあるため大きさの制限が緩和され、スピルオーバ電力の

低減とかアレイ形一次放射器の使用など、軸対称形では実現困難な種々の機能・特性を実

現し得る利点を持っている。

他方、これらの利点とは裏腹の関係で、主としてアンテナ構成の非対称性に由来する幾

つかの欠点がある。すなわち、同一開口面積を有する軸対称形アンテナに比し、主反射鏡

の面積が数１０％程度大きくなり、かつ回転対称でなくなるとともに、開口面照度分布の非

対称性に起因する指向特性の非対称性および交叉偏波成分の増大が顕著になる。

指向特性と交叉偏波特性に関しては、副反射鏡を用いて鏡面修整を施すことにより、な

いし一次放射系が特定の条件を満すように設計することにより改善が可能であることが示

されている［６９］［７０］。しかし地球局アンテナのように比較的大形で、主反射鏡が多数

のパネルにより構成される場合、従来の鏡面修整技術の導入は、各パネルが全て異った曲

面を有することを意味し、商用目的には経済性の点で採用は不可能に近い。また、送受信

機を局舎内機械室に固定したまま衛星の追尾を可能とするため、アンテナおよび集束ビー

ム伝送系は２軸廻りの回転の自由度を有することが必要で、反射鏡系の構成はこの条件に

よっても制約をうける。

オフセット形アンテナを商用地球局に適用する場合は、如何にしてこのような欠点を克

服しつつ、その利点を生かし、経済的なアンテナ系を構成するかが最大の課題と云える

［７１］。

以下にこれらの条件を満し得るようなアンテナ系の構成について検討を加える。

―１５１－



４。４．２オフセット形アンテナの設計条件

（１）広角指向特性

既述のようにオフセット形式では、支持柱等のブロッキング・散乱によるサイドローブ

が発生しない。また副反射鏡を大きくできるので、副反射鏡からのスピルオーバ電力を少

なくできる。さらに一次放射系から副反射鏡への給電方向を、主ビームの方向から或る程

度偏移させることができるので、上述めスピルオーバの方向を干渉に影響を与えない角度

範囲に制限することも可能である。従って指向特性は

（ｉ）開口面電界分布による指向特性

（ｉｉ）鏡面あらさによる散乱成分

（ｉｉｉ）主反射鏡からのスピルオーバ成分△

（ｉｖ）鏡面エッヂ電流による廻り込み放射成分

により主として決定され、かなり広い角度範囲にわたてって理論的な予測が可能である。

図４．１９はオフセットカセグレン形スケールモデルアンテナの広角指向特性の実測例を、

軸対称カセグレンと対比して示くしたものである［７３］。この場合、高能率開口面分布を用

いているにもかかわらず、サイドローブレベルは軸対称形［６２］より５～ｌＯｄＢ改善されて

いる。鏡面精度およびＤ（開口径）／λ（波長）の違いを考慮すると、大形オフセットカ

セグレンアンテナにおいても同程度の指向特性を実現できると思われる。
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図４．１９広角指向特性の実現例

軸対称カセグレン〔一点鎖線：Ｄ／λ＝７４８，点線：Ｄ／λ＝１１３０〕

オフセットカセグレン〔実線：Ｄ／λ＝２００，破線：Ｄ／λ＝３３３〕
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（２）アンテナ設定法

オフセット形アンテナを地球局アンテナに適用する場合の主反射鏡面は、主ビーム方向

に対し図４．２０（ａ）～（Ｃ）に示す３通りの方法が考えられる。

風の圧力は抗力と揚力のベクトル和として与えられる。直観的にも、また軸対称パラボ

ラアンテナにおける風洞試験結果［７４］によっても、同図（ａ）に示す水平設置形が極めて魅

力的である。風圧荷重は最終的にはより精密なモデルにより、局舎基礎柱への最悪荷重と

して求める必要があるが、以上の簡単な考察からもオフセット形アンテナの優位性を看る

ことができる。

（ａ）

汀

（ｂ）

図４．２０主反射鏡の設定角度

（主ビーム方向を４５°と仮定）

（Ｃ
）

（３）主反射鏡の大きさと副反射鏡の高さ

大型オフセットアンテナの主反射鏡の面積は、経済性の点から、同一閲口径に対し極力

小さいことが望ましい。一般に図４．２１に示す円形開口アンテナにおいて、開口直径Ｄが一

定の場合、主反射鏡の長軸に沿う長さＡＢ＝ｋ？は、焦点距離ＦＯ＝ｆを大とし、オフセット角

αを小として、浅い鏡面を用いるようにすれば小さくできる。通常パラボラアンテナでは

ｆ／Ｄが大きい方が素直な特性を示すことが多いので、これは望ましい方向であるが、他

方、主反射鏡から焦点または副反射鏡までの距離が長くなる。また焦点Ｆから主反射鏡を

見込む角Θが小さくなりすぎても不都合を生じる。

図４．２０（ａ）の設定法を前提とすれば、主反射鏡の一端Ｂから副反射鏡までの距離は、ほぼ

アンテナの高さに相当し、これも低い方が望ましい。

いま、オフセットカセグレン形式を想定して、図４．２１のＢＣ＝ｈの長さを副反射鏡の高さ

に相当するものと仮定する。単純な放物線鏡面に対し、αをパラメータとし、Ｄ／ｆに対

するｊ／Ｄおよびｈ／Ｄの変化を求めると図４．２２の如くなる。

図より、ｊ？に対しｈの変化が急激であることがわかる。設計に当ってはこれらの電気的

および構造的条件を考慮して最適化を図る必要がある。

―１５３－
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（４）主反射鏡パネルの構成

前述のように主反射鏡面に鏡面修整を施すと、各パネルは全て異った曲面を持ち、経済

的な設計が不可能となる。このため大口径のオフセット形アンテナでは主反射鏡面を無修

整の回転対称放物面の一部とし、極力同一形状のパネルを多数用いて製作費の低減を図る

必要がある。

従って放射特性の非対称性を補正したり、開口能率や指向特性の制御を用う場合には、

副反射鏡のみを用いて近似的に修整するか、副反射鏡と集束ビーム伝送路中のいずれかの

反射鏡を用いて修整を行う方法を開発する必要がある。

（５）雨・雪に対する対策

主反射鏡を水平に近く・設定して風圧の低減を図ると、必然的に降雨雪等の上空からの落

下物の影響を受け易くなる。特に準ミリ波帯以上の周波数帯では、雨・雪に対する対策を

講ずる必要がある。 －●

一般に反射鏡上に水膜が存在すると、利得の減少、と雑音温度の上昇をもたらす。反射鏡

を水平にしてもこの水膜の厚さが極端に増加しないようにするとともに、局部的に水溜り

が生じてさらに指向特性、交叉偏波特性、追尾特性等が劣化しないように配慮が必要であ

る。準ミリ波帯を用いる国内衛星通信方式では、回線設計上降雨強度５０ｍｍ／ｈｒ程度の雨に

対する対策を考えておく必要がある。

反射鏡上の積雪によっても雨の場合と同様の原因でアンテナの特性劣化が生じる。特に

雪の場合は、一旦積雪が生じるとこれを除去するのは実際上極めて困難となるので、積雪

を生じさせない実用的な方策が必要である。

（６）給電系の構成

オフセット形アンテナでは、一次放射器が主反射鏡の一端に位置する。一方、地球局ア

ンテナとしては、送受信機の機械室内への固定、ならびに主ビームの方向変化機能が必要

である。

すなわち、主反射鏡の旋回機構の簡素化と、集束ビーム給電系の構成の簡素化という互

いに矛盾する設計要素を調和させ、全体としてコンパクトで実用に耐えるアンテナ系を実

現する必要がある。

また偏波共用をする場合には、交叉偏波の補償条件等を考慮に入れる必要がある［６９］。

４。４．３オフセットカセグレン形準ミリ波帯地球局アンテナの設計［５６］［５８］

以上に述べたオフセット形アンテナの利点と欠点、ならびに地球局への適用に当っての

問題点等を考慮に入れて、前述したアンテナの必要条件を滴し得る準ミリ波帯地球局アン

テナを試作した。以下にその概要を述べる。

図４．２３に本アンテナの構成を示す側面図を示す。また図４．２４は、試作したアンテナを大

形回転合上に搭載して特性測定中の状況である。アンテナの後部背面には、測定用の機器

室およびその支持機構等が取付けられている。

―１５５－



図４．２３試作アンテナの構成（側面）（単位：ｍ）

（１）給電形式

鏡面のパラメータとしては、項４．４．３の検討結果等を考慮して、指定された開口直径

Ｄ＝１１．５ｍに対し、

焦点距離ｆ＝４．３３ｍ（Ｄ／ｆ＝２．６６）

オフセット角α＝６８°

主反射鏡見込み角ｅ＝９１°

と設定した。この結果、主反射鏡は、ほぼ長軸径約１５ｍ、短軸径１１．５ｍの楕円形状となり、

副反射鏡支持柱の長さは約５ｍ、その高さは主反射鏡の端面より約４．３ｍとなった。

集束ビーム給電系は、機械室までの給電長、アンテナ回転機構等を考慮に入れ、反射鏡

を３枚として構成を単純化した。このうち回転軸を含まない一面を用いて副反射鏡と一対

とし、開口面上における振幅・位相の修整を試みている。

修整法の詳細は文献［５６］に述べられているので、ここでは図４．２５を用いて概略を説明

する［６０］。まずヽ一次放射器の位相中心がＯ、’にあるとすればヽ紙面内にある各反射鏡

の中心断面曲線ＭＩ→Ｍｏ→Ｍ２、ＳＩ→Ｓｏ→Ｓ２、ＰＩ→Ｐｏ→Ｐ２は、軸対称な

双反射鏡アンテナの場合と同じ手法により、幾何光学的に厳密に求めることができる。次

に、中心断面曲線以外の鏡面については近似的に求める。集束反射鏡は、０１’よりの見

込み角が等しい中心断面曲線上の点ＰＩ、Ｐ２を通る楕円群で構成する。これに対応する
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図４．２４回転合上で測定中のアンテナ
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副反射鏡は集束反射鏡座標を用いて反射の法則、光路長一定の条件より決定される。

どころで、本アンテナでは、後に述べるように、３枚集束反射鏡形式を採用しているた

め一次放射器のビーム軸○、→Ｐｏは、鏡面設計に用いた軸ＯＩ’→Ｐｏと角度βだけ傾

いている。そのため、上で求めた主反射鏡および副反射鏡の鏡面座標をもとに、集束反射

鏡の形状を再修整している。

本修整法では、主反射鏡が回転放物面であるため、副反射鏡エッジレベルが開口分布と

独立には決められない。実際に、この場合の副反射鏡エッジレベルは、－１７ｄＢとなり－２０

ｄＢｉという低サイドローブを得るには高すぎる値となっている。そのため前述の方法によ

り幾何光学的に決定された副反射鏡の周辺に、拡大鏡面部を設ける方法を考案し、適用し

ている。その結果、開口能率を低下させるこ・となく、エッジレベルを下げることができた。

図４．２６に開口分布の理論値を示す。
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図４．２６開口分布の理論値

（実線：１９．４５ＧＨＺ，破線：２９．２５ＧＨＺ，一点鎖線：鏡面設計に用いた開口分布）

（２）主反射鏡

鏡面形状を回転対称形とすることにより、パネル形状を５種類以下とし製作費の低減を

図った。各パネルにはパネルピークを取付け、降雪検出器を用いて自動融雪を行う。また

パネル間の間隔によって、ｌＯＯｍｍ／ｈｒ程度の降雨強度に対しても殆ど水膜を生じないこと

を確認している。図４．２７にパネル分割法を示す。図中の１～５種類のパネルにより全鏡面

を構成することができる。鏡面精度は０．１８（ｉｉｍｒｍｓであった。
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図４．２７オフセット地球局アンテナの主反射鏡パネル分割法

（３）駆動形式

アンテナの駆動は主反射鏡が水平に近い形状のアンテナに適したＥｊ？／Ａｚ方式とし、東

経１２０°～東経１４０°に位置する静止衛星に対し、日本本土内の主要地点から容易にアク

セスできる。仰角（Ｅｊ）および方位角（Ａｚ）廻りの回転は共にリードスクリューを用い

て限定駆動とし、駆動系の簡易化を図った。自動駆動範囲はそれぞれ±５°および±６°

であるが、仰角では地球局緯度に対応した固定調整が可能であり、方位角では±２２°の範

囲にわたって極めて容易に方向設定が手動で可能である。

（４）局舎とのインターフェース

本アンテナは電話局等の屋上に、６本の基礎柱と一個の貫通口を用いて建設可能である。

アンテナの自重は約２０ｔであり、軸対称形に比し約２０％軽量化されている。また各基礎柱

にかかる風圧荷重も、最悪値で軸対称形に比し、約６７％（圧縮力）、Ｕ％（浮上り力）、

２５％（横方向力）と大幅に軽減できる見込みである。

４。４．４電気特性の測定と評価［５７］［５９］［７２］

（１）測定条件

測定は前節の軸対称カセグレンアンテナと同様に５．５ｋｍの測定レンジで行った。軸対称

アンテナでは、副反射鏡をビーム軸方向へ変位させるだけで距離補正を行ったが、オフセ

ットアンテナではビーム軸方向の変位の他に、ＥＩ面内での回転とビーム軸に垂直な方向の

並行移動を加える必要がある。

偏波は運用状態と同じ円偏波で、パタンは２０、３０ＧＨＺ帯において各々３周波数で測定し

た。以下に測定結果を軸対称カセグレンアンテナと対比しつつ述べる。
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（２）アンテナ利得

利得はホーン出力端において、標準ホーンとの比較により測定した。図４．１１に各帯域で

の利得の周波数特性を軸対称アンテナの結果と共に示す。オフセヅト地球局アンテナにお

いては、全帯域で軸対称形よりも高能率となっている。

これに対する利得の推定値を、低下要因とともに表４．３に示した。利得の実測値は、推

定値とよく一致しており、設計が妥当であることと電気特性が機械的な設定のみによって

確保されていることが推論できる。オフセットアンテナは軸対称アンテナにくらべて、振

幅分布による利得低下が大きいが、ブロッキングの項がない点有利で、全体としてより高

利得になっていることがわかる。

（３）近軸指向特性

図４．２８（ａ）に、１９．５ＧＨｚにおける近軸パタンの実測値を示す。オフセット形は低サイドロ

ーブ形、軸対称形は高利得形の鏡面修整を行っているので、第１サイドローブレベルは各

々－２２と－１７ｄＢと差異が現われている。３ｄＢ落ちビーム幅は、いずれのパタンも０．０９°

（２０ＧＨＺ）、０．０６°｛３０ＧＨＺ）である。

パタンの軸対称性すなわちＡｚパタンとＥＩパタンの一致度は、軸対称アンテナの方が良好

である。オフセット形のＥＩ面パタンには、非対称性が見られる。
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（ａ）１９．５ＧＨｚ

図４．２８近軸指向性

（太線：オフセット，細線：軸対称，実線：Ａｚ面，破線：ＥＩ面）
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図４．２８近軸指向性

（太線：オフセット，細線：軸対称，実線：Ａｚ面，破線：ＥＩ面〉

（４）広角指向特性

図４．２９に１９．５ＧＨｚでの実測値を示す。ここでは、見易くするために、広角サイドローブ

の細かいリップル（１９．５ＧＨＺで約０．１°）を省いた包絡線で示している。

Ｅｌ＝０°の’状態での両アンテナの広角指向性は、ＣＣＩＲ勧告レベルをほぼ満たしている。

特にオフセット形では、１０ｄＢ近い改善が達成された。３０ＧＨＺ帯の広角レベルは２０ＧＨＺ帯に

比べ全般的に低い値である。

さらに節３．５で述べたサイドローブの統計処理をオフセット形に適用した結果を図４．３０

に示す。オフセットカセグレンアンテナが極めて良い指向特性を有していることを示して

いる。
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（５）雑音温度特性

図４．３１に、液体窒素温度との比較により求めた１８ＧＨｚ帯の雑音温度の仰角特性を示す。

仰角４５°での実測値はともに１５°Ｋであり、十分低雑音である。１８．７５ＧＨＺにおける本ア
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図４．３１雑音温度の仰角特性
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ンテナの利得は、６５．７～６５．９ｄＢであるから、仰角４５°の運用状態でのＧ／Ｔは約５４ｄＢ／Ｋ

となる。

仰角が低い状態ではオフセット形が優れている。これは広角サイドローブレベルの低い

オフセットの方が大地の雑音温度の寄与が少ないためである。

（６）ＶＳＷＲ特性

分波給電部を取り除いて、一次放射器入出力端から測定した。乾燥空気は運用状態と同

様に加圧しており、フィードームは凸面となっている。

図４．３２は２０ＧＨＺ帯、Ｖ偏波での測定値であり、軸対称アンテナについては生データと包

絡値で、オフセットアンテナについては包絡値で示す。生データに見られる４２ＭＨｚピッチ

は、フィードームからの反射波によるものである。軸対称形では副反射鏡からの反射波が、

１３ＭＨｚピッチで現われているが、オフセット形では存在しない。最悪の実測値は、軸対称

形の１．１５に対し、オフセット形で１．１２であり、オフセットアンテナの低ＶＳＷＲ性が示された。

両アンテナともに、偏波依存性はほとんどない。また、３０ＧＨＺ帯での最悪の実測値は、

軸対称形とオフセット形で各々１．１２、１．０８である。
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海軸対称アンテナのＶＳＷＲ拡大図

生データ：軸対称

図４．３２ＶＳＷＲ特性（２０ＧＨＺ帯、Ｖ偏波）

（７）遅延特性

遅延ひずみは、一般に伝送系全体の特性によって評価される。アンテナ系では位相ひず

みによるものより、反射波による影響が大きい。

図４．３３に、ＩＦ切替器から衛星折返しで測定した特性を示す。両アンテナともにＶＳＷＲ特性

に対応して、約４０ＭＨｚピッチのピークが現われている。さらに軸対称アンテナでは、副反

射波鏡からの反射波が原因と思われる、約ｌＯＭＨｚピッチのピークが顕著である。そのため

複雑な遅延パタンを形成している。
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図４．３３遅延特性

＋１００ＭＨｚ

４。４．５局舎屋上に設置するための検討

（１）設置法

図４．３４は、仙台の電話局屋上に移設された、オフセット形地球局アンテナを示す。

局舎屋上にアンテナを設置する場合、オフセットアンテナは、Ａｚ回転用レールと給電ホ

ーンの相対的位置が定まっているので、軸対称形において比し設置法に自由度が少なく、

レールに相当な機械的精度が要求される。そのため、Ａｚ回転用レール下に６ｍｘ６ｍを単

位とするＩビーム枠を設置して種々の局舎状況に適応しうる構成とした。

図４．３４局舎屋上に設置されたオフセットカセグレン地球局アンテナ
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（２）局舎への荷重条件

局舎への荷重条件の計算値を表４．６に示す。アンテナの自重は、両アンテナで大差はな

い。

各アンテナの自重、局舎ビームとＩビーム枠の重さおよび７０ｍ／ｓの風と１．２Ｇの地震

力を考慮し、局舎への荷重条件を検討した。表４．６は種々゛の方向の風と地震に対する最大

値を示すが、水平力を除けば、いずれも風による荷重の方が大きい。柱脚部への力は主と

して圧縮力であり、いずれの力成分に対しても、局舎は十分な強度を持っている。オフセ

ット地球局アンテナの方が荷重が小さいのは、主反射鏡が浅く水平に近いためである。

表４．６局舎屋上設置時の荷重特性

柱脚部への荷重（自重を含む）局舎ビーム
｜

自重＊（トッ）一最大応力

圧縮力（１ヽン）浮上り力（１ヽン）水平力（トソ）（ｋｇ／ｍｍ－）

回ｔ剔２５．０３５．８１１０．９２１．９１５．０

オフセヅ｝２１．０＊＊２１．５３．５１３．８６．０

＊概算値

＊＊ビーム枠の重さ（１６トン）を含まず

４。５結言

以上述べた一連の試作・検討を通して、中容量国内衛星通信方式に適合した有効開口径

１１．５ｍの、オフセットカセグレン形および軸対称カセグレン形の２種類の地球局アンテナ

設計法を確立した。特にオフセットカセグレン地球局アンテナは、世界的にも実用例がな

く、

（ｉ）反射鏡面の新しい設計法を開発し、経済化を図ったこと、

（ｉｉ）ＣＣＩＲ規格よりｌＯｄＢ以上優れた広角特性を実現したこと、

（ｉｉｉ）局舎への風圧荷重が非常に小さいこと、

等の特徴がある。

それにくらべ軸対称地球局アンテナは、設置面積が小さく、より安い点で優れている。

いずれのアンテナの設計においても、大形アンテナを既存の電話局屋上へ設置可能にす

るという、新しく困難な課題を解決するために、電気的特性の設計条件以上に、機構的条

件を重視する設計を行ったことが、大きな特徴と言えよう。
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第５章国内通信衛星搭載用アンテナ系の研究

５。１序言

通信衛星搭載用のアンテナ系は、衛星通信方式の諸元を左右するきわめて重要なサブシ

ステムの１つである。衛星搭載用のアンテナは、つぎの点で通常の固定無線通信用アンテ

ナとは異なった特性を持つ。

（１）衛星搭載のための機械的制約条件

軽量・小形であること、ロケット打上げ時の振動・衝撃に耐えること、軌道上で熱平衡

条件を満たすこと、太陽の直射により熱変形を起こさないこと、衛星の姿勢安定度に与え

る影響の少ないことなどの条件を満たす必要がある。

（２）アンテナのビーム形状に対する要求条件

とくに国内衛星通信方式においては、衛星通信を行う地球局の存在範囲は、地表上の特

定地域に限定される。すなわち、その地域内の地球局に対しては、極力高い利得を呈し、

それ以外の地域には極力放射電力を少なくしてミ不要の干渉を与えないことが望ましい。

また通信地域に対する利得は、できるだけ高いことが望ましいので、アンテナのビーム断

面形状を、できるだけ通信地域の形状に合せ、かつその地域内ではできるだけ高くて一様

な利得を有するアンテナの指向特性が望ましい。

（３）多周波数帯の共用

国内衛星通信方式では、４、６、２０、３０ＧＨＺ帯の４周波数帯を同時に使用する。衛星の

ミッション機器搭載能力に余裕があれば、それぞれ別個のアンテナ系、または６／４ＧＨｚ

帯用および３０／２０ＧＨＺ帯用の２個のアンテナ系を搭載することが、電気特性上からはもっ

とも望ましい。しかし、本研究の対象とする重量約３５０ｋｇ程度の衛星では、その姿勢安定

化方式をも考慮して、搭載し得る通信用アンテナは１個とならざるをえない。このため、

上述の広い周波数帯域をカバーするアンテナ、給電、分波系の開発が必要となる。

（４）アンテナのビーム指向精度

衛星はその軌道上において、地球や月の引力、太陽の放射圧、制御時のトルク、質量不

平衡等のために、その姿勢が変動する。したがって、アンテナの指向方向を独立に制御し

ない限り、ビームは衛星の姿勢変動にともなって、その方向が変動する。アンテナの利得

と指向性は衛星の姿勢が変動しても、通信領域内において方式上必要な値を満足するよう

に設計する必要がある。

（５）衛星の姿勢安定化方式

国内通信に用いるアンテナのビーム指向方向は、常に地表上の特定方向にあることが必
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要である。このことは、軌道上で慣性運動を行う衛星本体に対し、アンテナのみをなんら

かの方法で独立に回転させ、制御することを意味する。従って、衛星の姿勢を安定化させ

る方法の如何によって、アンテナ系の構成法が大きな影響を受ける。換言すると、アンテ

ナ系は対象とする衛星の姿勢安定化法に適した形に設計する必要がある。

これらの諸要素を考慮に入れて衛星に搭載するアンテナ系の方式設計をすすめた［７５］。

まずアンテナのビーム形状に対する要求条件、多周波数帯共用のための問題点等について

検討を加え、アンテナ系のイメージを明確にした。ついで、２つの形式の電気モデルを設

計・試作し、その特性を測定した。１つはホーンリフレクタ形式であり［８２］［８４］、他

は反射板付パラボラ形式である［８５］。この結果、アンテナ系の方式設計の妥当性が示さ

れ、成形ビームの効果等を含むアンテナ系の総合的な電気特性を確認した。

２つの形式のアンテナは、それぞれに特徴を備えており電気的特性の面からは優劣をつ

け難いが、搭載用としての総合的な評価を行い、ホーンリフレクタ形を主としてとりあげ

て検討をすすめることとした。すなわち、電気モデルの成果を基に、実際の搭載の条件を

考慮した材料・構造をもつホーンリフレクタ形４周波数帯共用アンテナ系熱構造モデルを

設計・試作し、打ち上げ時および宇宙空間を想定した環境試験を行って設計上の問題点を

明確にした［８３］［８７］。

本章では、衛星搭載用単一ビームアンテナおよびマルチビームアンテナの方式的検討結

果、およびこれに基づき試作した単一ビームアンテナ電気モデルの設計と特性、ならびに

その熱構造モデルの電気特性について述べる。
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５。２中容量国内通信衛星搭載用アンテナの方式設計［７５１

５．２．１通信用アンテナの形式

前述のように、アンテナの形式は衛星の姿勢安定化方式と密接な関係がある。

衛星の姿勢安定化方式にはスピン安定化形と３軸安定化形とがある。スピン安定化形の

場合に必要となるアンテナデスピンの方法には、電気的デスピンと機械的デスピンとがあ

るが、指向性が鋭く利得の高くとれる反射鏡アンテナを機械的に衛星本体と逆回転させる

後者の方が、固定通信用には適している。

この場合、アンテナ部のみをデスピンする方法と、中継器等もともに回転させるプラッ

トホームデスピンとがある。前者の場合、デスピンされる部分の重量が軽減するため姿勢

を安定化しやすい利点があるが、中継部との接続のためにロータリジョイント等を必要と

し、衛星の中心軸を経由して電磁波をアンテナに給電する必要がある。一方、プラットホ

ームデスピンはアンテナ系の構成上は自由度が大きく有利であるが、姿勢安定化が一般的

には困難で、インテルサット４号衛星のようにかなり大形の衛星で用いられている。また、

３軸安定化衛星はさらにアこイテナ系の設計に対する自由度が大きいが、姿勢安定化精度、

熱制御法、電力供給法等でなお技術的に確立したとは言い難く、中規模の静止通信衛星ア

ンテナとしては、１枚の反射鏡を有し、アンテナのみが機械的にデスピンされる、４周波

数帯共用機械的デスパンアンテナを検討の対象とすることとした。

アンテナはスピン軸を中心にして回転するから、トランスポンダヘの出入力波は、スピ

ン軸を介してアンテナヘ給電する必要がある。すなわち、スピン軸を中心軸とする円形導

波管、同軸管、または円錐ホーン等で給電する。回転給電部では円偏波を用いるか、円形

ＴＭｏ．、ＴＥｏ．モード等の軸対称モードを用いる必要がある。ただし軸対称モードはデスピン

されるアンテナ部においてさらにモード変換が必要である。

中容量国内衛星通信方式においては、トランスポンダの搭載可能台数、衛星の電力容量、

地球局設備の経済化、および使用可能周波数帯等を考慮すると、搭載用アンテナ系に要求

される最大の条件はその高利得化である。

アンテナの高利得化を計る場合、通信地域に広がりのあること、および指向方向の変動

が大きいことを考えると、単に開口を大きくするのみではビームが鋭くなって、かえって

有効利得、厳密には必要とする方向への実効放射電力が減少する。また使用周波数帯が４

～３０ＧＨＺと、約７．５の周波数比があるため、ビーム幅の違いも大となる。このため、通信

地域に適合したビーム成形が必要となる。

この研究においては、非常災害対策を主眼とする中容量衛星通信方式の目的と、アンテ

ナの周波数特性とを勘案して、ビーム幅の広い６／４ＧＨｚのマイクロ波帯で離島を含む日

本全土をカバーし、３０／２０Ｇｆｌ帯では、８総括局を含む日本の人口密度の商い地域をカバー

するアンテナビームを実現することを目的とした。この場合、ビーム成形はとくにビーム

幅が極端に鋭くなる準ミリ波帯に適用することとした。

ビーム成形の方法は、（ａ）反射鏡の形状を変える、（ｂ）反射鏡に鏡面修整を施す、（ｃ）複数個

の１次放射器を用いる、等の方法がある。また利得を高めるためには、複数個の独立した

ビームを出すマルチビームアンテナとすることも考えられる［７６］［７７］。
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単一ビームでビーム成形を行う上記３方法のうち、（ａ）はマイクロ波と準ミリ波とで通信

地域の異なる本方式には適用し難く、アンテナ形状も極端に非対称となるうえ、利得も低

下するので、除外することとする。（ｂ）は反射鏡面のみを修整するため、４周波を共用する

単一の１次放射系を用いても実現が可能で構成も簡単であるが、成形の自由度に制限があ

るうらみがある。一方、（ｃ）はビーム成形の自由が大きく、周波数別に成形することも可能

であるが、複数個の１次放射器を用いるため、デスピンされるアンテナ部において、ロー

タリジョイントからの電磁波をモード変換し、さらに分割して位相調整等を行う必要があ

り、給電系が複雑化する欠点を有する。

以上の所論より、（ｂ）、（ｃ）のアンテナ形式につき相互比較を行うと表５．１を得る。

表５．１４周波数帯共用・単一開口・単一ビーム・機械的デスパンアンテナの構成

註訓識｜脂州偉馳畠給電系偏波利点欠以

（ｂ）設計にょり可能｜不要｜簡単１円，偏波ｌｙｇｌｌ？が簡単｜妾丿回１鼠９１

５。２．２衛星静止位置とアンテナのビーム幅［７８１

６／４ＧＨｚで離島を含む日本全土をカバーし、３０／２０ＧＨＺで札幌一福岡間の総括局所在

都市をそれぞれ単一ビームでカバーする円形断面のペンシルビームアンテナを考察する。

上述の通信地域をみる静止衛星からの視角は、衛星の静止位置によって異なる。その例

を図５．１および５．２に示す。図５．１は日本の領土のほぼ中央、東経１３５°の赤道上に静止

衛星を置いたときの例であり、マイクロ波でカバーすべき地域の視直径は３．９°、準ミリ

波のそれは１．８°となる。一方、図５．２は衛星の位置を西方に移動して東経１００°からみ

た場合であり、図５．１の場合より視直径が小さくなり、マイクロ波で２．９°、準ミリ波で

１．２°となることがわかる。
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図５．１東経１３５°の静止軌道位置からの視角
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図５．２東経１００＊の静止軌道位置からの視角
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視直径が小であるほど、同一開口のアンテナでは地域内の利得を大きくとれ、同じ利得

に対してはアンテナ開口を小さく選ぶことができる。

単一開口のペンシルビームアンテナで、マイクロ波のビーム中心と、準ミリ波のビーム

中心とを偏倚させることができる場合には、それぞれ図５．１または図５．２に示すごとき、

円形領域を照射するのが最適となる。しかし、単一の反射鏡を用いるアンテナで、それが

不可能な場合には、マイクロ波のビーム中心は準ミリ波のビーム中心と一致せざるをえず、

この場合、マイクロ波ビームに必要な開き角はさらに大きくなる。

図５．３にはこの場合も含めて、衛星の静止する赤道面上の経度と視直径との関係を求め

た結果を示す。また、同時に図５．４にマイクロ波と準ミリ波のビーム指向中心を示す。
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一方、静止位置が変化すれば、地球局の仰角と衛星から地球局に至る自由空間損失が変

化する。図５．５に各通信地域の両端の点としての札幌、福岡、東京、および石垣島からの

仰角の変化量を示す。
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５．２．３アンテナの最適開口径

搭載用アンテナの開口は、搭載可能な寸法上の制約を除外して考えると、利得を極力大

きくするという立場からはアンテナの近軸パタン、通信地域の広がり、および姿勢安定度

によって決定される○・’。すなわち、通信地域に対するビーム幅と、これに姿勢の変動を加え

た立体角内で指向性利得（の最小値）がもっとも高くなるものが望ましい。

円形の開口面アンテナの指向特性は、開口面照度分布が

（１‾ρ２）ｐ、ｐ＝１、２…

で与えられる場合に、

Ｇバ１１）
一

一

一

一

一

一

２πａ２ズ１（１－ρ２）ｒ）Ｊｏ（ｕｐ）ｐｄｐ

Ｋａ’２１）十ｌｐ！Ｊ

９
（１１）／�）４‘１

７゛３２肖（１１）／（ｐ＋１）

Ｕ‾ ２πａｓｉｎ∂／λ＝πＤｓｉｎ∂／λ

（５－１）

（５－２）

で与えられる［４２］。ここにａは開口面の半径、Ｄは直径、ρは中心からの距離、λは波

長、∂はビーム中心軸からの角度である。したがって、∂方向の等方性波源に対する利得

は、

Ｇｃ（０，λ）ニηｐ（４゛Ａ／λ２）丿大＋１（゛ＤｓｉｎＱ／λ）｝ （５－３）

と表わすことができる。こ、こにη、は開口能率、Ａ＝πａ２である。

いま問題とするのは主ビームの近軸指向特性であるから、開口能率■ｔ）＝５５％程度のパラ

ボラアンテナを想定し、式（５－３）に代えて

Ｇ９ニ１０ｌｏｇ－ｑ（ｔｔＤ／λ）２‾０１／１．１２）２°１［ｄＢ］ （５－４）

なる近似表現を用いることとする。これは式（５－３）において、開口能率はほぼｐ＝２

とおいた場合の特性に、近軸指向性はほぼｐ＝１とおいた場合の特性に相当する。これら

の近軸指向特性の違いが開口径の選択に及ぼす影響については後に検討を行う。

さて、６／４ＧＨｚまたは３０／２０ＧＨＺを使用するアンテナの直径を定める場合、図５．３に

示す通信地域の視直径に、姿勢安定度を加えたものをアンテナのカバレッジと定義し、そ

の範囲を有効に照射するように考慮せねばならない。この場合、６ＧＨｚまたは２０ＧＨＺの３

ｄＢ下りのビーム幅をカバレッジとすると、４または２０ＧＨＺでは３ｄＢ以下の利得低下に収ま

るが、アンテナ直径が小さくなっているため利得自体が低下し、とくに送信電力に制限の

ある衛星→地球回線に対しては最適設計とはいい難い。一方、４または２０ＧＨＺで３ｄＢ下りビ

ーム幅をカバレッジとすると、３０または６ＧＨｚでは利得低下が３ｄＢ以上となり、急速な利
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得低下を招くおそれがある。

以上の関係を衛星が１４０°Ｅに静止し、視直径３．７°、姿勢安定度±０．５‘で本土と離

島とをカバーする６／４ＧＨｚのアンテナについて、図５．７に示す。いまビーム中心での利

得をＧ。、カバレッジの周辺における最小利得（周辺利得と称することとする）をＧ。と

すると、図５．７に対応して、表５．２に示すごとくつぎの５通りの設計法が考えられる。
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１５０

図５．７東経１４０°の静止衛星から本土と離島をカバーする場合の

６／４ＧＨｚのアンテナ利得（視直径３．７°十姿勢安定度０．５°）

（１）６ＧＨｚでの３ｄＢ下りビーム幅をカバレッジとした場合。

（２）６ＧＨｚにおける周辺利得を最大とした場合。

（３）４ＧＨｚと６ＧＨｚでの周辺利得を等しくした場合。

（４）４ＧＨｚでの３ｄＢ下りビーム幅をカバレッジした場合。

（５）４ＧＨｚにおける周辺利得を最大とした場合

－１７５



表５．２アンテナ直径の決定法の例

（６／４ＧＨｚ．本土十離島，±０．５°）

直径１４ＧＨｚ６ＧＨｚ

で二

レ

こ乖い呻３ｃｄＢ

ト

司てぷＴ

匹２５．８２７．２２７．７３０．６

（２）８５２６ｊ２８．５２７．９３２．０

（３）１０３２７．５３０．１２７．５３３．６

（４）

１

１１０

１

２７．７

１

３０．７

１

２７．２

１

３４．２

（５）１３０２７．９３２．２２５．７３５．６

衛星としてはずンテナ直径はなるべく小さい方が製造・打ち上げのうえからも、また姿

勢安定化のうえからも望ましく、一方衛星→地球回線（下り回線と称することとする）の

アンテナ利得は、地球→衛星回線（上り回線と称することとする）の利得があまり下がら

ぬ範囲でなるべく高いことが望ましい。この条件を考慮すると、アンテナ直径の決定法と

しては、表５．３の（３）または（４〉の方法をとるのが適当だと思われる。とくに（３）

の方法によると、６／４ＧＨｚにおける周辺利得のその最大値からの低下量はいずれも０．５

ｄＢ以内であり、かつアンテナの直径もそれほど大きくはならないという利点がある。した

がって、以下の検討ではアンテナ直径を（３）の方法により決定するものとする。なお、

たとえば６／４ＧＨｚ帯のみを共用するアンテナでは、両周波数でのビーム幅をそろえる、

いわゆる等ビーム幅アンテナも可能である。この場合には、当然（２）または（５）の方

法によることとなる。

６／４ＧＨｚの場合について、より一般的に、カバレッジの視直径θ。をパラメータとし

て図５．７と同様の計算を行うと図５．８を得る。また３０／２０ＧＨＺにおいても、ペルシルピー

ムとして式（５－４）を適用し、同様の計算を行えば図５．９を得る。
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図５．９周辺利得とアンテナ開口径（３０／２０ＧＨＺ）

１０

これらの図を見てもわかるように、２個の周波数を共用し、その周波数比が現在考察の

対象としているごとく６／４＝３０／２０＝１．５の場合には、（３）の意味における最適開□

での周辺利得は、それぞれの周波数における最適値から０．５ｄＢ以内の低下をもたらすだけ

である。また、カバレッジの視直径∂。と最適開口径Ｄ。との関係は一義的に定められる。

すなわち、（３）の方法による最適直径Ｄ。とそのときの利得Ｇ。および∂。の関係は次

式で与えられる。
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●

ｊ

Ｇ．
一

一 １０１０ｇη（

＝１０ｌｏｇη（

πＤ．

－
λ

１

７ｒＤｍ

－
λ
２

）２－１０ｌｏｇ（号）２／目－（ｊヤ）２勺

）２－１０ｌｏｇ（古）２／｛（ニ）２‘１－川（５－５）

（πＤ。ｓｉｎ∂ｃ／１１２）２１ニ１０１０ｇ巾）２／（で）２１－（スと）２１｝（５－６）

ただしλＩ、λ２は対象とする２周波数における波長である。式（・５－６）よりＤ。と

∂。の関係を求めれば図５．１０を、式（５－５）よりＧ。と∂。の関係を求めると図５．１１を

得る。

１０

５

～
４

り
□
延
ｋ
‥
へ
ｘ
ハ
ト
明
暗

１

３

０．５

０．３

０．１

脳

刄妨

０，１ ０．３０．５１３

カバレッツの視直径・む（度）

図５．１０アンテナのカバレッジと最適開口径
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咋
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印
囮
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哨

周波数比１．５の

２周波共用アンテナ

）＿ｒミ．ｊ
０，１ ０．３０．５０，７１

３

カバレッジの視直径ら（度）

図５．１１カバレッジの視直径と最適周辺利得

（周波数比１．５の２周波共用アンテナ）

図５．１０および図５．３を用いて、衛星の静止位置と最適開口径Ｄ。との関係を衛星の姿勢

安定度∂をパラメータとして求めると、図５．１２のごとくなる。また、これに対応する周辺

利得Ｇ。の値は図５．１３のごとく与えられる。
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図５．１２アンテナの最適開口径と衛星位置
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２０

衛星０止位置（東経，度）

図５．１３，最適周辺利得と衛星位置

図５．１２および図５．１３より、静止衛星の位置が西方によるほど、アンテナの最適開口径を

大きく選ぶことができ、したがって、周辺利得も大きくとれること、また、マイクロ波の

場合においては、アンテナ径は０．８～１．５ｍ程度、期待し得る周辺利得は２５～３０ｄＢ程度で

あることがわかる。一方、準ミリ波帯においては、アンテナ径０．４～０．６ｍ程度で、３０～

３５ｄＢ程度の利得が期待し得ることがわかる。

ここで近軸指向特性の影響を考察する。アンテナの近軸指向特性は、ほぼ開口面の振幅

および位相分布によって定まるが、６／４ＧＨｚのごとく２周波を共用する場合は、１次放

射器の周波数特性等により、開口分布は必ずしも同じとはならない。ここでは変化の程度

を知るために、すでに用いた式（５－４）のパターンと、式（５－３）において、ｐ＝Ｏ、

および２の場合、さらに一様照射された方形開口のパターン、

Ｇｒ＝（πＤ／λ）２（ｓｉｎｕ／ｕ）２ （５－７）

を用いて比較を行う。それぞれの指向特性は図５．１４に示される。また図５．７に対応して、

６／４ＧＨｚにおける∂。＝４．７°とした場合のＧ。とＤの関係は、図５．１５に与えるごとく

なる。さらに、開口面分布がアンテナの最適設計に与える影響を知るため、式（５－３）

を用いて、開口面振幅分布のテーパの度合を示す指数ｐをかえた場合の最適周辺利得Ｇ。

と最適開口径Ｄ。を、同様に６／４ＧＨｚ、∂。＝４．７°に対して求めると、図５．１６のごと

くなる。図５．１４～図５．１６より、次のことがいえる。
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図５．１６開口面振幅分布による最適周辺利得と最適開口径の変化

［開口面振幅分布（１－ρ２）゛の場合］

㈲開口能率が等しい場合、ビーム幅の広い方が開口径を大きくでき、周辺利得も高

くなる。すなわち③と④を比較すると、電力半値幅が１７％増加すると、開口径は１８％増し、

利得は１．４ｄＢ増加する。また、①と②との場合は２３％の半値幅の増加に対し、開口径の増

加２２％、利得の増加１．８ｄＢを得る。換言すると、電力半値幅がα倍になると、開口径もα

倍となり利得はα２倍となる。

（ｂ）ペンシルピームとしての開口能率を低下させても、ビーム幅を広げる方が周辺利

得を高くとれる。②と③とを比較すると開口能率を５６％に下げて、中心での利得を２．５ｄＢ

落としても、これによりビーム半値幅が２５％増加すれば周辺利得は０．７ｄＢ上昇する。

（ｃ）しかし図５．１６にみるように、ビーム幅の拡大にも最適値がある。搭載用アンテナ

は小形化が望ましいという観点からは、照度分布一様のアンテナに対し、開口能力を７５％

程度に下げてビーム半値幅を２５％増加し（ビーム幅は１．２７λ／Ｄ）、開口径を２４％増加し

たアンテナで、周辺利得の増加０．６ｄＢを得る設計が効率的であると思われる。

（ｄ）計算の基準に用いた①の特性に対して、最適開口径は±２０％程度、最適周辺利得

は約十１．８ｄＢ程度までの分散を見込んでおく必要がある。

搭載用アンテナの開口は、機械的な制約を受けることもある。アンテナ開口径が一定で、

衛星静止位匿を変えた場合の周辺利得は、衛星を西方に移動すれば上昇するが、一般に

その程度はゆるやかになる。

－１８４－

フ｜

●

●



●

１

ｉ

５。２．４準ミリ波帯での特性

３０／２０ＧＨＺにおいてペンシルピームアンテナとしての最適開口径は図５．１２にみるごとく、

ほぼ０．５ｍ程度であり、また、周辺利得は西方にいくほど上昇する。反射鏡を６／４ＧＨｚ

と共用する場合、開口径ははるかに大きくなり、最適径をとる設計はできない。このため、

準ミリ波にはビーム成形をより積極的に施すことが望ましい。ビーム成形を施した場合の

周辺利得の期待値は、成形技術自体が試行錯誤的段階にあるため、きわめて予測し難い。

しかしながら、図５．１３に示す最適周辺利得よりは若干上昇し、また、衛星静止位置との関

係は本質的に図５．１３とは大差ないものと思われる。

さて、アンテナ利得を上昇させるため、衛星位置を西方に移動させた場合、図５．５にみ

るように、地球局のアンテナ仰角が低下する。このため伝搬路の降雨中の等価貫通距離が

増大し、降雨減衰量が増加する。さらに、自由空間損失も増加する。これらの要素を勘案

して準ミリ波に対する最適衛星静止位置を求める。

日本各地の降雨強度分布は地点により異なる。代表的地点として札幌、東京、福岡を考

えると、２７．５ＧＨｚおよび１７．７ＧＨｚにおける仰角４５°での降雨減衰量の累積分布の１％値の

推定値は表５．３に与えるごとくなる［７９］。この値より静止衛星の位置が変わった場合の

降雨減衰量を求めると、図５．１７のごとくなる。すなわち、対福岡回線の特性が支配的であ

ることがわかる。このため、アンテナ系の設計は福岡方向に対して、もっとも利得が高く

なるようにするのが得策である。

表５．３３地点における降雨減衰量（仰角４５°，１％値，ｄＢ）
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東京２．６４．８

福岡４．５８．６
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衛星静止位置（束経，度）

図５．１７各地点の降雨減衰量（１％値）

（仰角特性ｃｏｓｅｃｄ）

（Ｓ：札幌，Ｔ：東京，Ｆ：福岡）

１８０

一例として、開口径０．４ｍの場合に対して、福岡方向の実効的なアンテナ利得の変化を

求めると図５．１８のごとくなる。この場合は２０ＧＨＺ、３０ＧＨＺの双方に対して、ほぼ１２０°Ｅ

付近が最適となることがわかる。一方、開口径＝Ｄの場合は、２０ＧＨＺに対しては１００°Ｅ

付近、３０ＧＨＺに対しては１１５°Ｅ付近が最適となる。また、％値のより少ない降雨に対し

てはより東方向に偏倚する。
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図５．１８福岡に対する実効的なアンテナ利得の１％値

（アンテナ開口径＝Ｄｍの場合）

（３０／２０ＧＨｚ，６＝±０．２°，１４０°Ｅ基準）

以上の検討結果より、準ミリ波帯で最適開口径をもつペンシルピームアンテナでは、衛

星の最適位置はほぼ１００～１１０°Ｅ付近にあること、また最適開口より小さい一定の開口

を有するアンテナでは、より東方へ偏倚させるのが適当であることがわかった。もちろん

これらの値は、方式の持つ降雨マージンやアンテナビームの成形の度合等による異なるが、

一般的には最多雨地域にある地球局を対象に、降雨マージンの大きい余裕のある方式では、

衛星の位置をその局の南方、福岡の場合は１３０°Ｅ近傍に選び、余裕の／」夕ない回線ではア

ンテナ利得を高くとれる方向、日本の場合は西方に衛星を偏倚させることが望ましいとい

える。
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５。３マルチビームアンテナの方式的研究［７６１

５．３．１マルチビームの国内衛星通信への適用

世界無線主管庁会議で衛星通信に割り当てられた３０／２０ＧＨＺ帯各３．５ＧＨｚを有効に利用

することが、次の世代の衛星通信方式の課題となろう。この場合、衛星のアンテナ系とし

てはマルチビームアンテナが次の点で効果的である［７７］。

（１）ビーム間の指向性の差を利用して、同一周波数の多重利用が可能となり、通信容量

を増大できる。

（２）利得を高くとることにより、通信容量を増大し、また降雨減衰マージンを多くとる

ことができる。

（３）日本国内のごとく狭い地域内の通信を対象とする場合には、アンテナ開口を大きく

とることにより、ＥＩＲＰを増大することが容易である。

（４）ビーム照射範囲を局限することにより、他システムヘの不要な干渉を少なくできる。

ここでは、国内通信衛星において、本土内の８総括局を対象として、一枚の反射鏡でマ

ルチビームを構成する場合の、アンテナ系の方式上の諸問題を検討した結果を述べる。

５。３．２サービスエリア

マルチビームを用いた方式では、大容量基幹回線が構成されることを想定して、地球局

は図５．１９に示すごとく８総括局近辺に配置されるものとする。それ以外の臨時・移動・小

容量局に対しては別に日本全土を照射する小口径のシングルビームのアンテナまたは放射

系を用いるのが得策であろう。準ミリ波における降雨減衰をも考慮して、衛星は１３０°Ｅ

付近に静止させるのが効率的である。このときの衛星から各局を見た視角の関係を図５．１９

および表５．４に示す。ビーム数と各ビームのサービスエリア（１個のビームの通信対象と

する地球局の存在する範囲）については種々の分割法があり得るが、表５．５にはビーム数

毎に最適と思われるサービスエリアおよびそのときのビーム間間隔を示す。また図５．１９に

は４ビームのサービスエリアも同時に示している。

表５．４総括局間視直径（度）（衛星静止位置１３０°Ｅ）

札幌仙台東京金沢名古屋大阪広島

福岡１．７６１．５０１．３３０．９２０．９４０．７４０．３２

広島１．４８１．１９１．０２０．６２０．６４０．４４－一一一

大阪１．１６０．８００．６００．２６０．２０一一一一－－－一

名古屋１．０３０．５００．３８０．２０一一一一一一一一－－－一

金沢０．９００．５７０．４７一一一一一一一一－－－－－－－一

東京０．８７０．３３一一一一一一一一一一一一一一一一－－－一

仙合０．５６一一一一一一一一一一一一一一一一一一７－皿皿皿㎜
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表５．５マルチビームアンテナのサーピスエリアとビーム間間隔

ビーム数
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５。３．３最適アンテナ直径

衛星搭載用アンテナの直径は、（１）ロケットに搭載可能な寸法による制限以外に、

（２）所要利得、（３）サービスエリアおよび（４）姿勢安定度等により制約を受ける。

いま一次検討としての最適直径を求めるために、（１）は無視し、２０ＧＨＺと３０ＧＨＺとの２

周波で、姿勢安定度を仮定した場合に、表５．５に示すサーピスエリア内の最大の利得をと

りうる直径を求める。

アンテナ開口の照度分布が（１－ρ２）゛、ｐ＝２でテーパをつけられている場合を考

え、近軸指向特性ｇおよび利得Ｇが

ｇ（∂）

Ｕ
一

一

一

一

ｐ＋１
（ｕ）

πＤｓｉｎＱ／λ

Ｇ（λ）

（７ｐ
一

一

一

一 ２叶１（ｐ＋１）

一

一

０．５６

％（゛Ｄ／λ）

Ｊバ０／１１叶１

で表わされるものとする［４２］。ただし、Ｄ：アンテナ開口径、λ：波長、である。

衛星の姿勢安定度を土∂（ｒａｄ）、サーピスエリアの半径をｓ（ｒａｄ）で表わすと、サー

ビスエリア内の任意の地球局での最小実効利得Ｇ。１．は

Ｇｍｉｎ＝Ｇ（λ）ｇ（ｓ十∂）

で与えられる。いま一例として、ｓ＝０．ｒと０°の場合の、１８ＧＨＺと２８ＧＨＺにおける

Ｇ。ｉ。とＤとの関係を図５．２０に示す。単一ビームアンテナの場合と同様に、アンテナ直径

は各周波数における利得がほぼ等しくなる点に選ぶとすれば、姿勢安定度±０．１°および

±０．５°に対して表５．６に示す結果を得る。
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図５．２０実効利得とアンテナ直径

（衛星姿勢安定度：Ｏ°，±０．１°）

５

表５．６アンテナ最適直径とサービスエリア周辺の利得

７ １０

∂＝士０．５°∂＝土０．１°
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５。３．４ビーム間干渉に関する考察

ビーム間干渉については通信方式としてその許容直径を定め、実験的にアンテナの特性

を確認する必要があるが、ここでは上述の指向性を用いて同一偏波の隣接ビーム間の干渉

量（Ｄ／Ｕ）を既に求めた最適直径に対して計算による推定を行なった。図５．２１は

ｄ＝０．ｒ、１８ＧＩＩＺ、下り回線の場合、図５．２２は同じく２８ＧＨＺ、上り回線の場合の計算例

である。これらの結果から例えば最小Ｄ／Ｕが２５ｄＢ以上となるビーム間間隔を示すと

表５．７のごとくなる。以上の計算から、衛星の姿勢安定度が±０．５°程度では周波数再使

用の可能性は殆どなく、約±０．１°以下の安定度において、隣接ビームを除くビーム間に

おいて再使用の可能性があることがわかる。
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ビーム間問隔（度）

図５．２１最適直径に対するＤ／Ｕ（１８ＧＨＺ・下り）

（∂＝０．１°，パラメータ：アンテナ直径）
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（∂＝０．１°．，パラメータ：アンテナ直径）

表５．７最小Ｄ／Ｕ２５ｄＢ以上のビーム間間隔

２．０

５。３．５むすび

日本の８都市を対象とし、３０／２０ＧＨＺを用いる国内通信衛星に適用できるマルチビーム

アンテナの概念像を、主として方式的見地から検討した。利得からみた最適開口アンテナ

においては、姿勢安定度が±０．５°では周波数再利用の可能性はなく、単にビーム分割数

に比例する利得上昇を期待できるに過ぎないが、安定度±０．１°以下では、隣接以外のビ

ーム間の同一周波数利用が可能であり、利得も（分割数）２以上に比例して上昇すること

を明らかにした。

－１９３－

ビーム姿勢安定度∂

数０．１°０．２°０．３°０．４°０．５°

８０．３８°０．７６°１．１２°１．５０°１．８６°

４０．９８°１．３７°１．７３°’一一一一－一一－

３１．５１°１．８６°一一一一一一一一一一一一
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５。４国内通信衛星用単一ビームアンテナ電気モデルの設計

５．４．１単一ピームアンテナ電気モデルの設計目標

マイクロ波帯以上の周波数を用いた衛星搭載用のアンテナ系は、若干の実験的試作を除

いてはわが国において前例がなく、また、４ＧＨｚから３０ＧＨＺにわたる周波数帯共用アンテ

ナ系は、世界にもその例を聞かない。

搭載用アンテナ系として実現し得る総合的な電気的特性を明らかにする’とともに、研究

すべき電気的および機械的問題点を明確に把握するため、節５．２に述べた方式設計結果に

もとずき、２種類の電気モデルを設計、試作し、その諸特性を測定した。

設計に際して考慮した事項はつぎのとおりである。

（１）周波数帯域

マイクロ波帯は、上り回線用に５．９２５～６．４２５ＧＨｚ、下り回線用に３．７～４．２ＧＨＺの各

５００ＭＨｚとする。準ミリ波帯については、一挙に３．５ＧＨｚ帯域をカバーし得る群分波装置

の実現はきわめて困難と考えられたこと、マイク口波帯との相互接続の面からは、５００ＭＨ

ｚで可能であること、しかしながら将来広帯域化への基礎データをとりうること等を考慮

して、下り回線用に１８．２５～１８．７５ＧＨＺ、上り回線用にこれと対応る２８．０５～２８．５５ＧＨｚ

の各５００ＭＨｚを選定した。

（２）衛星静止位置

節５．２の検討結果を考慮し、降雨による回線障害率を０．３％程度に見積もって、衛星の

最適位置を１２５°Ｅ～１３５°Ｅ付近とした［５２］［８０］。さらにその他の条件を考慮して

衛星位置を東経１３５°と設定した。

（３）衛星の姿勢安定度

衛星の姿勢安定度には極めて多くの要因が影響を与えるため、値を定めること自体が困

難であったが、ここではインテルサット衛星等のデータを参考にしつつ、・将来での改善も

期待して±０．２°を想定して、アンテナ系の設計を進めることにした。

（４）アンテナの開口径

開口径はマイクロ波帯に対して定めるものとした。図５．１２より、札幌から石垣島に至る

通信領域をカバーする場合、衛星位置１３５°Ｅ、姿勢安定度±０．２°に対しては、ビーム

中心方向を準ミリ波と独立に制御し得るときは約１．２ｍ、準ミリ波ビームと中心が一致す

るときは約０．８ｍが最適開口径となる。一方、後述する準ミリ波に対する鏡面修整により、

準ミリ波の等価的なビーム中心がマイクロ波のそれと独立に偏倚させうることは、多くは

期待できないにしても、開口面に発生する位相誤差と、マイクロ波１次放射器の放射特性

が通常のペンシルビームアンテナのごとく、必ずしも最適に設定できない等の理由により、

マイクロ波のビーム幅が広がる傾向にあること、および一般に下り回線のＣ／Ｎ余裕が少な

いことなどを考慮し開口径を１．０ｍと定めた。
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（５）アンテナ形式

４周波数帯共用・単一開口・単一ビーム・機械的デスパンアンテナの構成は表５．１に示

したように、３通りの方法が考えられる。このうち構成上もっとも大きい相違は、１次放

射器の電気的中心軸をスピン回転軸と一致させるかどうかと云う点である。電気モデルの

設計段階においては、多周波数帯を共用する広帯域低損失なロータリジョイントの製作実

績がなく、また、搭載用に耐える設計も困難視されたこと、給電系は極力簡易化して給電

損失を低下させるとともに、アンテナ系の構造を簡易化すること等の理由から、１次放射

器軸をスピン軸と一致させ、ロータリジョイントを使用しないアンテナ形式を選ぶことと

した。

（６）アンテナ利得

東経１３５°の静止軌道上よりみた日本各地の視角は、図５．１のごとくなる。したがって、

マイクロ波で外側の六角形の領域を、準ミリ波で内側の四角形の領域をカバーする場合の

利得を求めればよい。式（５－４）の指向特性をもつペンシルビームアンテナに対して関

連諸元を求めると表５．８を得る。

表５．８衛星静止位置１３５°Ｅの場合のアンテナ関連諸元（姿勢安定度±０．２°）

マイクロ波準ミリ波ビ

ーム中心準ミリ波と一致｜ビーム中心偏倚

上り回線周波数１６．１７５ＧＨｚｌ″１２８．３ＧＨｚ

下り回線周波数１３．９５Ｇｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．．．１８．５ＧＨｚ

カバレッジ視直径θ。１５．６３°１４．３４°１２．２３°

最適開口径２：）ｍｌ０．８５ｍ１１．１０ｍｌ０．４６丁

最適周辺利得Ｇｍｌ２５．７ｄＢ１２７．９ｄＢ１３３，７ｄＢ

直径１ｍのアンテナの

周辺利得Ｇｅ。

二言２ご諮ぐ昌

ビーム中心間偏倚角｜ｌ０．６８１°｜

利得の設計には個々のアンテナにつき、振幅分布、位相分布、ブロッキング等の影響を

求めねばならないが、ここでは設計の目標値を一般的な考察により与えることとした。こ

の意味からマイクロ波帯に対しては、準ミリ波とビーム中心が偏倚させ得る場合の利得を

とり、４ＧＨｚで２７ｄＢ、６ＧＨｚで２８ｄＢと設定した。一方準ミリ波に対してはビーム成形効果

の試算により、最適周辺利得より２～３ｄＢの改善を期待して、２０ＧＨＺ帯３５ｄＢ、３０ＧＨＺ帯３０

ｄＢの目標値を設定した。
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（７）偏波

ロータリージョイントを用いず、１次放射器軸がスピン軸と一致する機械的デスパンア

ンテナとすれば、使用偏波は地球局での高速偏波追尾を考えぬ限り、必然的に円偏波とな

る。この場合、円偏波と直線偏波とを変換する円偏波発生器が必要となるが、マイクロ波

帯または準ミリ波帯での上り下り各２周波の共用を考えると、円偏波の回転方向は互いに

逆方向であることが望ましい。電気モデルではインテルサット系衛星の使用法に準じ、上

り回線を左まわり、下り回線を右まわり円偏波とした。なお、円偏波の回転方向は混乱を

招きやすいが、ここではＣＣＩＲの定義に従っている［８１］。

（８）給電系損失

給電系の損失は４周波の分波方式によりかなり相違があり、個々のハードウェアについ

て検討する必要があるが、設計上は低損失化を第１の目標とし、マイクロ波帯で１．５ｄＢ以

下、準ミリ波帯で１．ＯｄＢ以下を設計目標とした。

（９）インピーダンス

鏡面系におけるインピーダンスは円偏波の場合、問題となることは少ない。群分波系に

おいては、通常比較的容易に実現できる値として１．２以下を目標とした。

（１０）楕円偏波率

中容量衛星では交叉偏波の利用は考えないので、とくに厳しくおさえる必要はないが、

ハードウェアとして実現’し得る値を想定して楕円偏波率を２．ＯｄＢ以下とした。この場合の

電力損失は０．０５ｄＢ以下である。

（１１）漏洩減衰量

搭載用アンテナ系で問題となる端子間の結合は、４ＧＨｚと２０ＧＨｚ送信波の受信端子へ

の回り込みである。このうち４→６、４→２０、２０→３０ＧＨＺついては導波管の遮断断特性に

より問題はないものと思われる。ここではすべての干渉経路に対し４０ｄＢ以上の漏洩減衰量

を確保することとした。

（１２）無指向性アンテナ

無指向性アンテナは、遷移軌道上で遠地点到達前数時間の衛星の姿勢の検討から、垂直

面内のビーム幅がスピン軸に対して９０°±３５°以上、かつ利得がＯｄＢ以上、帯域幅が約３０

ＭＨｚ以上となることを目標とした。

以上に述べた主要設計目標値をまとめると表５．９、表５．１０、表５．１１となる。
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表５．９通信用高利得アンテナの利得設計目標値

謡謡＼］゜トト六皿ｏ回心合ヽ｜通信地域

一一－一一コゴレレ削鴛Ｕ：ポ㈲辿

こバトバ∩ポ∩こ総括局所在地を⊇ニ

表５．１０群分波装置の設計目標値

周波数帯’｜使用帯域｜損失ＩＶＳＷＲＩ桁円偏波率

４ＧＨｚ帯３．７～４．２ＧＨｚ１．５ｄＢ以下１，２以下２．ＯｄＢ以下

６ＧＨｚ／ｚ５．９２５～６．４２５１．５／ｚ１．２〃２．０〃

２０Ｇｈｔｔｐ：／

／ｗ

ｗｗ．２５～１８．７５．

１．

１．０．”

１

１，２／ｚ

ｌ

２．０〃

３０Ｇｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．０５．２８．５５．１．０／ｚ１．２〃２，０／／
＿＿＿

し←６ＧＨリビト－＞１８ＧＨバリ１８－≫－６ＧＨバリ１８－＊２８ＧＨｚ帯

＿ゴ惣，池量｜・ｄＢＵ上ｌｎ左．１９ＺＥＩＳ１１

表５．１１無指向性アンテナの設計目標値

アッテナ｜周波数｜帯：域ト偏波

一一
テレメータアソテナ１４１３７．０ＭＨｚｌ４１２５～４１５２ＭＨｚｌ水平偏波

コマンドアンテナ１６２４０．０ＭＨｚｌ６２１５～６２４５ＭＨｚｌ垂直偏波

指向性｜スピン軸を含む面内で，３ｄＢビーム幅がスピン軸と直角方向力ヽら±３５°以上

利得｜給電系を含めスビソ岫と垂直な面内で－０．５ｄＢ以上

上述の設計方針に従って、２種類の電気モデルの設計・試作を行った。その１つはホー

ンリフレクタ形（Ａ形と称する）であり［８２］［８３］［８４］、他は反射板付パラボラ形（

Ｂ形と称する）‘である［８５］。以下にＣＳ衛星に採用されることとなったＡ形について

述べる。
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５。４．２電気モデルＡ形の構成

試作したＡ形アンテナ電気モデルの外観写真を図５．２３に、構成を図５．２４に示す。試作電

気モデルは開口径１００ｍの成形されたホーンリフレクタ形反射鏡、多周波数帯共用分波装

置、無指向性アンテナより構成されている。円錐ホーンの開き角は４０°で、直径２５ｃｍのと

ころで上部と下部に分割され、上部が反射鏡とともにベアリングによって支えられ回転す

る。分割部は使用する最低周波数の４ＧＨｚに対して簡単なチョーク構造となっているが、

分割部の直径が波長に比べて大きいので電気特性に及ぼす影響は無視できる程度である。

図５．２３ホーンリフレクタアンテナ電気モデル（Ａ形）
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図５．２４試作電気モデルＡ形の構成

ｉｓｉ’ｒｍ’ｔ

（１）主反射鏡

ホーンリフレクタ形アンテナの主反射鏡の鏡面修整は、最初にアンテナの開口における

波面の形状をビーム形状に応じて決め、その波面から鏡面の形を幾何光学的に決める方法

を採っている［８６］。波面の形状が決った場合、点波源より放射される球面波をそのよう

な波面に変換する鏡面は、光路長一定の原理によって求めることができる。実際の放射特
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図５．２５利得目標値におけるビーム断面（計算値）

（実線および一点鎖線：Ｒ＝ｏｏ，破線：測定距離＝２００ｍ）

３ ４

性は所要のビーム形状になるように波面の形状のパラメータを変えながら、鏡面上の電流

分布より計算する。

マイクロ波帯では、波長が準ミリ波帯に比べて長いのでビーム成形の効果はあらわれな

い。一般に円錐ホーンリフレクタアンテナを円偏波で励振すると、開口面上の電界分布が

上下非対称となるため、円偏波の旋回方向によってホーンの軸に垂直な面内でビームの方

向がずれる。鏡面を上にみて、アンテナからビームが放射される方向に向かった場合、右

（左）旋円偏波が放射されるようにアンテナを励振するとビームは左（右）へずれる。こ

の現象を利用して、本アンテナを搭載する衛星はアンテナが南半球側に面するような姿勢

をとることを仮定し、６ＧＨｚ帯の比較的狭いビームを西側へ偏倚させ、南西諸島に対する

利得の低下を補っている。

衛星搭載用としてはア‥ンテナの高さはなるべく低いことが望ましいので、円錐ホーンの
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開き角は４０’にとった。

以上のようにして設計したアンテナの放射特性の計算結果より、利得がアンテナ単体の

目標レベルとなるビーム断面を示しだのが図５．２５である。図には衛星の姿勢変動範囲を示

すため、衛星からの視半径が０．２°の円を描いてある。測定距離の影響を示すため、無限

遠の場合と電気モデルを測定したときの距離２００ｍの場合についで計算した結果を同時に

示してある。

（２）分波装置

電気モデルＡ形の分波装置はアンテナで受信された波を低い周波数の波から順に分波し

ていく低順位式をとることにした。

６／４ＧＨｚ帯分波器は、装置の小形化と準ミリ波帯における高次モードを広帯域にわた

って抑制するために、円錐ホーンと同じ４０°の開き角のテーパ導波管をもつ結合器と、マ

イクロストリップ線路で構成された合成回路から成っている。

４ＧＨｚ帯結合器の構造は図５．２６に示すように、テーパ導波管に軸方向に細長い結合孔が

軸対称に４個設けられており、各結合孔には６ＧＨｚ帯の波に対する直列共振素子、そのあ

とに、２０、３０ＧＨＺ帯を阻止するワッフルアイアン形ろ波器が設けてある。また６ＧＨｚ帯の

結合器の結合孔には１８ＧＨＺ帯の直列共振素子を設けてある。このような構造にすることに

よって他の周波数帯の波の漏洩を防止するとともに、高い周波数帯の高次モード波の発生

を広帯域にわたって抑制し、円錐ホーン中の球面波の波面が乱れないようにしている。

合成回路は３個のラットレース回路を用い、線路としてはストリップ線路を用いる。そ

して円偏波発生に必要な９０°の位相差は、ラットレース回路内の１対の逆相端子の一方に

ワッフルアイアン形フィルタ

図５．２６４、６ＧＨｚ帯結合器（Ａ形）

－２０１－

直列共振素子
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線路長による９０’の位相差を与えるととによって得る。

３０／２０ＧＨＺ帯分波器は、これらの周波数帯で共用されるコルゲート形円偏波発生器、お

よび偏分波器より構成されている。コルゲート形円偏波発生器は円形導波管の一部を変形

し金属ひれを設けた形になっており、ひれの間隔を十分に小さくとって２０ＧＨＺ帯および３０

ＧＨｚ帯の特性の調整を容易にしている。

（３）無指向性アンテナ

衛星のスピン軸まわりがホーンリフレクタアンテナによって占められているため、ここ

では多くの素子アンテナを円状に配列したアレイ構造をとった。アンテナの構造としては

導波管の壁にスロットを切った円形スロットアレイによってラジアル線路を励振するもの

を選んだ。また衛星支持構造体の影響をできるだけ少なくするため、図５．２４に示すように

支持構造体上面から離れた位置にアンテナを設けてある。なお各周波数帯のアレイはそれ

ぞれ２分割され、分配回路を通して給電される。

５。４．３サブシステムとしての電気モデル構成の考察

上述した電気モデルは、節５．２に述べた中容量衛星搭載用アンテナ系に課せれた諸条件

を極力満たし、かつ、搭載用アンテナサブシステムとしてのまとまりのとれるように、と

くに考慮を払って設計したものである。ここでは後に触れるＢ形アンテナと対比して、そ

れぞれの特徴を考察する。

Ａ形では４周波共用の条件をホーンリフレクタアンテナの広帯域性で克服し、ロータリ

ジョイントに代えて、給電ホーンの大口径部におけるロータリギャップを用いることによ

り、広帯域回転結合部の必要性を解決した。一方、このために単一給電ホーン中に４周波

の円偏波を励振させる必要が生じ、各周波数間の結合の減少、および準ミリ波帯での高次

モードの発生を減少させるため、とくにマイクロ波帯での結合孔の設計には十分の考慮を

払う必要がある。また円偏波励振のために、４、６ＧＨｚ帯に個々に付加回路を必要とする。

ホーンリフレクタはアンテナとしては単純な形式であるが、準ミリ波帯群分波器までを含｀

めると、ややその全長が長く大形となる。このため、ロケットのペイロード積載容量の点、

および衛星の姿勢安定度の面で、またデスパンモータの負荷の点から、軽量化・小形化の

考慮が必要と思われる。さらに無指向性アンテナもアレイ形式とせざるをえないため、

やや大形となるきらいがある。

電気モデルＢ形は図５．２７、図５．２８に示すように反射板をデスピンさせるペリスコープ形

と称される構成である［８５］。回転給電部を全く有しないため、これによる特性劣等化は

考慮する必要はない。また２重円形導波管給電部により、マイク口波と準ミリ波とを分離

するため、高次モードの発生も考慮する必要はなく、群分波系の構成は簡易化されている。

かつ、１枚の反射板のみを回転させるため、デスパンモータの負荷も軽減される、等の利

点がある。反面、アンテナの構成は全体にコンパクトになるが複雑となり、支柱と１次放

射器によ・るブロッキングと散乱、パラボラ反射鏡からの反射およびこれを打消すための頂

点整合板による散乱等が特性を劣化させる原因となりうる。また、無指向性アンテナは反

射鏡が回転しないため、この上にとりつけて小形化を図ることができる。また、数本の支

柱によって支えられている主反射鏡の構造は、衛星のサブシステムとしてはその振動特性

―２０２－
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上とくに考慮を払う必要があると思われる。

図５．２７反射板付パラボアラアンテナ電気モデル（Ｂ形）
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５。２８試作電気モデルＢ形の構成

このように両アンテナモデルはそれぞれに特徴を備えており、電気的特性の面からはに

わかに優劣をつけ難く、さらに搭載用としての機械設計面からの検討が必要がある。
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５。４．４試作電気モデル（Ａ形）の特性

（１）分波装置の特性

４、６ＧＨｚ帯分波器の挿入損失は円形のテーパ導波管を分波器と組合せ、これを測定系

の中に入れた場合と入れない場合の出力レベルを比較して求めた。２０、３０ＧＨＺ帯分波器の

挿入損失は円偏波発生器を電界の偏波面に対して４５°回転し、円偏波発生器のアンテナ側

を短絡して反対側からみた定在波比を測定することによって求めた。ＶＳＷＲは分波装置に

開口径２５ｃｎｉ、開き角４０°の円錐ホーンをとりつけて測定した。楕円偏波率は、分波装置に

前述の開口径２５ｃｍの円錐ホーンをとりつけて電波を放射し、中心軸が一致するよう対向さ

せた受信ホーンを中心軸のまわりに回転させて測定した。以上の測定結果をまとめて

表５．１２に示した。漏洩減衰量は送信に用いる４、１８ＧＨＺ端子から給電し、他の端子にあら

われる電力を測定した。測定結果はいずれも４０ｃｌＢ以上であった。

表５．１２分波装置の特性（Ａ形）

゛べ゛ヽ昂ぎ？こ」４ＧＨｚ帯１６ＧＨｚ帯１２０ＧＨｚ帯１３０ＧＨｚ帯

二三∧セレドＵ

（２）アンテナ系の総合特性

アンテナ系総合のＶＳＷＲはほとんど分波装置のＶＳＷＲと同じであった。アンテナの利得、放

射パターン、の測定は本アンテナを受信側として行い、送信アンテナとの距離は２００ｍとし

た。それらの結果から２次元放射パタンを描いたものが図５．２９である。ここではビーム成

形効果がはっ。きりわかる準ミリ波帯のみを示した。図では基準とした方向での利得をＯｄＢ

とし、２ｄＢおきに等受信レベルの点を示す曲線を描いている。

利得は基準とした方向での受信レベルと、利得の明らかな円錐ホーンによる受信レベル

を比較して求めた。測定結果は表５．１３にまと。めて示す。これらの測定結果より利得が目標

レベルとなるビーム断面を求め図５．３０に示した。

－２０５－
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表５．１３アンテナ利得測定値（Ａ形）

４ＧＨｚ帯（３．９５ＧＨｚ）

６ＧＨｚ帯（６．１７５ＧＨｚ）

２０ＧＨｚ帯（１８．５ＧＨｚ）

３０ＧＨｚ帯（２８．３ＧＨｚ）

測定値（ｄＢ）

－２０７－

３０．０

３３．６

４０．５

４１．４
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図５．３０利得目標値におけるビーム断面（測定値，Ａ形）

１．札幌，２．仙台，３．東京，４．金沢，５．名古屋，

６．大阪，７．広島，８．福岡，９．小笠原諸島，

１０．南大東島．１１．那覇．１２．宮古島．１３．石垣島

４

５。４．５指向性利得の検討

試作した電気モデルの特性は前述のごとくであるが、このうち、方式設計の基本となっ

た通信用アンテナの指向性利得につき、若干の考察を試みる。

（１）マイクロ波帯の特性

分波給電系損失を除くアンテナ単体での周辺利得および中心利得を表５．１４に示す。ここ

に設計標準値とは、式（５－４）を開口径１ｍに対して用いたときの値である。またＢ形

はその構造上、アンテナ単体の特性測定が困難なので、単体利得としては分波器特性より

の推定値を用いた。
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表５．１４アンテナ単体利得（マイクロ波帯）

Ｉ

Ａ゛

｜

いｊｌしス♂

｜

絆

゛設・ｌ・目標値

周辺利得（ｄＢ）

３．９５ＧＨｚ

ｌ

２８．２２７．４

１

２６．２２７．７

１

２７．０

中心

Ｌｊ５Ｊｙ；２８．４２７．０２４．７２８．４２８．０

３．９５ＧＨｚ

ｌ

３１．４

１

３１．１

１

２９．７

１

開口

Ｌ；ＩＧＨｓ３４．９３４．７３３．６

３．９５ＧＨｚ

ｌ

８０．７

１

７５．３

１

５５．０

１

６．１７５ＧＨｚｌ７３．９１７０．６１５５．０

箭回覧］

。。

］

。

｜

。

｜

。

＿。６゛１７５ＧＨｚ１６．５１２．０
皿

７，１１６．５１５．１

＊Ｂ形は推定値

準ミリ波に対する鏡面修整にもかかわらずアンテナ開口能率がかなり高く、ホーンリフ

レクタで７４～８０％、パラボラで７０～７５％であり、式（５－４）に用いた５５％より高いことがわ

かる。これは式（５－４）が地上方式に用いられるパラポラアンテナの特性より経験的に

導かれたものであり、搭載用アンテナとしては、広角の指向特性をそれほど厳しく仰圧す

る必要性のないこともあり、Ｂ形パラボラアンテナでも開口角が４７゛とかなり浅い鏡面で、

開口分布が一様に近くなっているためである。したがって、搭載用アンテナの方式検討に

用いる場合は、アンテナ利得を式（５－４）よりも約１ｄＢ程度増加させるのが適当である

ことがわかる。

近軸放射特性については、図５．３１および図５．３２に式（５－４）との比較を示す。斜線で

囲まれた領域は測定面を変えた場合の変化幅であり、Ａ形は円偏波励振ホーンリフレクタ

の非対称性より、変化幅が大きくなっている。図から４ＧＨｚにおいては、主ローブの形は

ほぼ式（５－４）と一致するが、６ＧＨｚにおいてはやや鋭くなっていることがわかる。

２０９－
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衛星搭載用のアンテナとしてもっとも重要な周辺利得に関しては、アンテナ単体として

はＡ形がＢ形より利得が高くなっているが、給電系損失を含めた場合は両者ともほぼ同等

の利得となっている。この場合、Ａ形は円偏波の旋回方向の違いによるパタンの偏りを利

用して、石垣島方向の６ＧＨｚでの利得が高くなるようにアンテナの南北方向の向きを規定

している。

試作の対象としたアンテナのごとく、修整した鏡面をマイクロ波と準ミリ波とも同一軸

上にある位相中心から励振するアンテナ形式では、ビーム中心軸を周波数により任意に変

えることは原理的に困難である。このため最適設計としてはマイクロ波と準ミリ波のビー

ム中心が一致する場合として扱うのが妥当で、このときは表５．８に示すごとく、最適開口

径０．８ｍ、最適周辺利得２５．７ｄＢとなり、１ｍの開口径はほぼ４ＧＨｚに対し最適となる。ま

た後者は前述の考察から約１ｄＢ高くなることが期待できる。一方、表５．１４にみるＡ形、Ｂ

形の単体周辺利得は上記の値よりもさらに高くなっているが、これはビーム中心軸を札幌

一一福岡間の幾何学的中心仰角６．０°より約０．２°低く選び、全体にアンテナビームを南方

向に偏らせたことにより、とくに６ＧＨｚ帯で利得の上昇が図られれているためである。
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（２）準ミリ波帯での特性

準ミリ波帯でのアンテナ利得を表５．１５にに示す。Ａ形とＢ形は鏡面修整方法が異なるた

め、その特性に差が生じている。すなわち、Ｂ形は平面反射鏡を折り曲げた単純な組合せ

鏡面を用いることによりほぼ設計標準値に近い値を得ている。換言すると、Ｂ形アンテナ

は周辺利得に関して、ほぼ開口径４６ｃｉｉｉのペンシルビームアンテナに相当する。この方法によ

り、さらに折曲り面を分割することにより、利得向上は可能である。

一方Ａ形は鏡面修整の効果が顕著であり、ペンシルビームでの最適値に対し、１８．５ＧＨｚ

で１．５ｄＢ、２８．３ＧＨｚで２．６ｄＢの周辺利得の向上が実現できている。

表５．１５アンテナ単体利得（準ミリ波帯）

Ａ形Ｂ形＊蜃問ずＥ設計目標値

周辺利得（ｄＢ）

１８．５ＧＨｚ３５．２３３．３３３．７３５．０

２８．３ＧＨｚ３６．３３３．１３３．７３６．０

中心利得（ｄＢ）

１８．５ＧＨｚ４１．３４２．６３６．４

２８．３ＧＨｚ４０．６４５．１４０．１

開口能率（％）

１８．５ＧＨｚ３５．９４８．５５５

２８．３ＧＨｚ１３．１３６．８５５

－

周辺利得に対する
開口能率（％）

１８．５ＧＨｚ８．８５．７２９．５８．４

２８．３ＧＨｚ４．９２．３１２．６４．５

＊推定値

（３）ビーム成形の効果

理想的な成形ビームは、放射方向に垂直なビーム断面形状がカバレッジの形に一致し、

かつ、カバレッジ内での利得が一様なビームである。このときアンテナ利得は一義的に与

えられ、カバレッジ立体角をＣとすれば、

Ｇ －

－ ４π／Ｃ （５－８）

で与えられる。

成形ビームアンテナの効果は、実現されたビームの指向特性が、上述の理想的なビーム

形状にどれほど近づいているかという面を、与えられた開□との関連において論ずる必要

がある。上述の理想的成形ビームは、無限大開口を有するアンテナで初めて実現されるも

のであり、ここでは現実のビーム成形効果を評価するために、方式的側面より、理想成形

－２１２－
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ビームアンテナの利得からの利得低下量と、アンテナ技術の側面から、ある標準的なアン

テナからの周辺利得の増加量、および周辺利得に対するアンテナ開口能率を求めることと

する。

（ｉ）円形カバレッジの場合

アンテナのカバレッジが本論文での設計で採ったように円形である場合、カバレッジの

視直径を∂。とすれば、立体角Ｃは

Ｃ 一

一 ２π〔１－ＣＯＳ
２

〕 （５－９）

で与えられるから、式（５－８）より、理想成形ビームアンテナの利得Ｇ。。。は

Ｇｍａｘニ２／〔１‾ｃｏｓ
と

２

〕

（５－１０）

で与えられる。

一例として、表５．８に与えた５．６３°の視直径を有するカパレッジに対し、周辺利得を比

較すると、表５．１６のごとくなる。ここでカバレッジ利得係数と仮りに定義したものは、理

想成形ビームアンテナの利得Ｇ。。。と実現された周辺利得Ｇ。との差を％で評価したもの

であり、通常のペンシルピームアンテナでは、表にみるごとく２０～３０％程度の値となる。

表５．１６視直径５．６３°のカバレッジに対する利得

利得｜カバレッジ利得係数備∧考

理想整形ビ‾ムＣｘｍａ。３２．２ｄＢ（言

最適周辺利得Ｇ，１２５．７ｄＢ（足昌）訟長征肪

最適周辺利得ら２２７．１ｄＢ（－５ヲぼＢ）・Ｊン４ＧＨｚ，７２ｃｍφ

（ｉｉ）多角形カバレッジの場合

実際のアンテナのカバレッジは、より複雑な形をとるものが大半である。ここでは評価

の一手段として、カバレッジを多角形で近似して取扱う。すなわち、図５．１に示すごとく、

カバレッジを２点を通る大円を辺とする球面ｎ角形で近似し、内角および辺の長さをそれ

ぞれＡ１、ａｉ（ｉ＝１、…、ｎ）とする。ただし、ＡＩ≦πとする。このときアンテナ

の姿勢安定度を士∂とすれば、カバレッジの立体角Ｃは、

ＣニΣＡレー（ｎ－２）π十ｓｉｎ∂Σａ；＋２π（１―ＣＯＳｄ）乙Ｊ－’＾ｉ

ｉ＝１， ｉ＝１

（５－１１）

で与えられる。

図５．１に示す準ミリ波帯に対するカバレッジに対し、各種のアンテナの単体利得を評価
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すると表５．１７のごとくとなる・。

表５．１７多角形カバレッジに対するアンテナ利得の評価（２８．３／１８．５ＧＨｚ）

瓢Ｘ戸ぶ温湯貰混尹球碍Ｕ宍鱗り尹凹門

理想整形ビーム４２．９１００９．２０ｃχ〕

ｌ（５－Ｊ４）による最適設計３３．７１２．０ｏ１２．６／２９．５０．４６

一様照度分布による最適設計３５．０１６．２１．３２２．５／５２．７０．４０

Ａ形３６．３／３５．２２１．９／１７．０２．６／１．５４．９／８．８１．００２０．７／４．８

ここに利得改善度とは、通常のペンシルビームアンテナの開口径を最適化して実現し得

る周辺利得に対し、どれだけの改善がなされているかを示す指標である。周辺利得に対す

る開口能率とは、通常最大利得に対して定義されている開口能率を周辺利得に対して定義

したものであり、成形ビームに対するアンテナとしての効率を示すものである。また整形

利得とは、同一の開口面を用いたペンシフレビームアンテナに対するビーム成形による周辺

利得の向上度を示す指標であり、多周波数帯共用アンテナのごとく、アンテナ開口の選定

が他の要因で支配される場合のビーム成形の効果を示す量として重要である。

これらの指標のうち、利得改善度およびｊ整形利得は標準とすべきアンテナ指向特性によ

り異なった値をとるが、ここでは式（５－４）の特性を統一的に用いている。

この表より明らかなごとく、試作した電気モデルの利得改善度はほぼ０～２ｄＢ程度で、

最適設計されたペンシルビームアンテナからの特性改善はさほど顕著ではない。すなわち、

ビーム成形の効果は、１ｍの開口径に対する成形利得の向上にほとんど消費されているこ

ととなる。これは４周波共用という本アンテナ系の構成上ある程度はやむをえないもので

あるが、大きい開口面積をより効果的に使用し、周辺利得に対する開口能率をさらに改善

する余地のあることを示している。

一方、マイクロ波帯においては、図５．１のカバレッジに対する理想成形ビームの利得

Ｇ。。は、姿勢安定度±０．２°を考慮すると、Ｇ。。。＝３７．８ｄＢとなる。試作電気モデルの

場合、準ミリ波ビーム中心からの偏倚が十分ないにもかかわらずカバレッジ利得係数は８

～１２％であり、表５．８からもわかるように、アンテナ開口径は若干減少することも可能で

あり、これによって準ミリ波帯の特性の劣化をもたらすことも少ないものと思われる。

（４）成形ビームアンテナの広角指向特性

静止軌道の有効利用の観点からは、搭載用アンテナの指向特性はカバレッジの外では極

力放射電力の小さいことが望ましい。成形ビームアンテナの広角指向特性は理論的取扱い

も困難であり、かつ公表された実測データも数少ない。ここではＡ形アンテナの測定例を

図５．３２に示す。図において、各パタンはカバレッジの周辺利得と等しい点での角度で正規

化したものである。Ａ形アンテナは開口上面でのブロッキング、散乱の原因となる支柱

等を有しないため、比較的サイドロープレベルが低く、また正規化した場合の指向性が各

周波数でほぼ一致していることが注目される。
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（５）アンテナ利得に及ぼす衛星の姿勢安定度の影響

衛星の姿勢安定度、正確にはアンテナのビーム指向精度はアンテナの周辺利得に大きく

影響を与える。姿勢安定度∂が変化した場合の利得の変化を図５．３３に示す。すなわち、８

総括局をカバレッジする準ミリ波の利得に対して、０．１°の姿勢安定度の変化は約１ｄＢの

設計周辺利得の変動となって影響し、これは通信地域の広がりが小となるほど大となる。
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１：理想成形ビームアンテナ（多角形カバレッジ）

２：理想成形ピームアンテナ（円形カバレッジ）

３：ベンシルピームアンテナ（式（５－４）による最適設計）

○：電気モデル実測値（３０／２０ＧＨｚ）
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５。３．６むすぴ

中容量国内通信衛星に搭載することを想定した４周波数帯共用シングルビームアンテナ

の設計は、多数のパラメータによって支配される。節５．２および本節ではこれらのパラメー

タを整理し、アンテナの方式設計の方法を明らかにした。

また、この設計法に基づき、２種類の電気モデルを試作し、その総合特性を明らかにし

た。さらに、これらの実測結果を用いて、成形ビームアンテナの評価を試み、数種の評価

係数を用いて、定量的な評価を行う方法を提案している。

以上の検討結果より、試作した電気モデルはほぼ当初の目標を満足しているが、なお改

善の可能性のあることを指摘し、また設計法に関しても改良の方向を明らかにした。また、

これらの研究結果を通して衛星通信方式設計ための搭載用アンテナ関連諸元がさらに明確

なものとなった。

アンテナのハードウェアに関しては、さらに、機械的・熱的設計およびそれらを考慮し

た製造法が電気特性に及ぼす影響、多周波数帯共用に付随する高次モードの影響、交叉偏

波の影響、熱ひずみの影響、総合伝送特性に与える影響等、明らかにすべき点、改良すべ

き点は多いが、電気モデルの試作によってきわめて多彩な機能を有するアンテナ系の実現

の見通しが得られた点は、大きな成果の１つと考えられる。試作した電気モデルは国の計

画として打上げられた実験用静止通信衛星（ＣＳ）搭載用アンテナ系の原形となっている。
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５。５熱構造モデルの試作とその特性［８３］［８９１

５．５．１まえがき

衛星に搭載可能なアンテナ系を実現するためには、前述の電気特性のみならず、打ち上

げ途上および軌道上において必要とされる種々の機械的・熱的条件を満たし、さらに重量

・形状等の衛星の総合設計上考慮すべき条件も同時に満足することが必要である。

このような搭載用アンテナ系の有する基本的な問題点を明らかにし、その設計法を確立

するために、成形ピームホーンリフレクタアンテナの熱構造モデルを試作した。すなわち、

このモデルの試作と試験とにより、主として、

（１）構造解析、熱解析、熱歪解析結果の実験的確認

（２）機械設計、熱設計法の確立

（３）アンテナ製造法の確立

（４）電気特性の確認を含めて、実用化のための問題点の把握と解決法の明確化

を目的とした研究を行なった。

本節では、試作されたアンテナ熱構造モデルの電気性能試験結果について述べるととも

に、搭載用アンテナとしての機械設計法および製造法が、電気特性に及ぼす影響について

検討した結果を述べる。

５。５．２熱構造モデルの設計

本アンテナ熱構造モデルの構造および寸法は前節に述べた電気モデルＡ形を基本とする

ものであり、高さ約１．８ｍ、開口径１ｍ、ホーンの開き角を４０度に選んでいる。この形状

に対し構造解析、熱解析等を行って、機械的構造を決定した。熱・機械設計については

ＴＤ（ソアー・デルタ）２９１４ロケットで打ち上げ可能な衛星に搭載することを前提として

機械設計を行った。

反射鏡部は、軽量であるとともに、軌道上での大きな熱勾配により生ずる鏡面のひずみ

が極力小さいこと、および耐震動特性を考慮して、アルミハニカム材を、炭素繊維を積層

して作ったプラスチック表皮（ＣＦＲＰ）によりサンドイッチ状に接着した。反射鏡支持部お

よびホーンは、熱変形が大きなアンテナパターンの変動を誘起することを考慮し、全てＣＦ

ＲＰによって構成した。またインナホーンは、重量、強度（剛性）および加工精度を考慮し

てアルミ合金を用いている。第２次試作においては、第１次試作において測定された反射

鏡の振動特性を改善すると共に、鏡面の調整、反射鏡の変形の抑圧および機械的共振周波

数の上昇をねらいとして、反射鏡周辺に補強リングを取りつけたが、その後、周辺フラン

ジの構造改造により対処することとなった。本アンテナ系の重量は、約１１ｋｇである。

搭載用アンテナ系には厳しい機械的な要求条件が与えられている。これを満足するため

には、当然使用する材料に対する十分な検討が必要である。さらに宇宙空間に放置される

ということから、材料独白の満足すべき条件も存在する。材料選択上配慮すべき条件は次

の通りである。
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１）荷重形態（静的、動的、サイクリックおよび混合）…地上、打上げ時、衛星軌道上

２）温度（定常、変動、時間、速度および範囲）…特に軌道上での太陽直射

３）環境条件（大気、真空、放射線）

４）貯蔵および試験環境

５）電気的磁気的拘束条件…永久磁場および誘導等の磁場の強さを最小にする。

６）重量…軽量化は搭載用機器の最重要な問題の１つである。

さらにまた、材質に関連してつぎのような配慮も重要である。

７）高信頼性

８）放射性物質の使用禁止

９）耐菌性…菌を繁殖させるもととなる材料に対する制限、殺菌処理、密閉処理

１０）多孔性材料に対する制限…宇宙環境でガス放出を行う多孔性材料の使用制限

１１）腐蝕性金属の使用制限…防蝕処理（衛星の燃料噴射、塩水噴霧、大気など）

１２）異種金属の接触に対する配慮…電蝕に対する保護

熱構造モデルを構成するあたり、これらの要因について配慮した。特に、ＣＦＲＰについて

は引張試験、曲げ試験、層間剪断強さ、熱膨張係数、熱伝導率、吸水、吸湿および煮沸試

験などを行なった。ハニカムコアのサンドイッチ板については曲げ試験、剪断試験、圧縮

試験なども行なった。炭素繊維は、本熱構造モデル試作当初には、適当な国産品がなく、

英国コートールズ社より輸入して材料試験等を行ったが、その後東洋レーヨン社により国

産品が製造されるに及んで、全面的に後者を使用することとなった。

５。５．３電気特性

（１）設計目標

表５．１８に本アンテナの利得目標値を示す。ここで示されている利得は、姿勢安定度、ア

ンテナの製作誤差等を含めて、すべてのサービスエリア内で満足すべきものである。準ミ

リ波帯の使用周波数範囲は、前述の電気モデルでは０．５ＧＨｚであったが、この熱構造モデ

ルではその後における世界無線主管庁会議（ＷＡＲＣ）の割当に合せて、３．５ＧＨｚと広帯域化

をはかった。

表５．１８熱構造モデルの利得目標値

（帯域中心でのアンテナ単体の利得）

周波数（ＧＨｚ）偏波利得目標値サービスエリア

３．７～４．２右旋２６．７ｄＢ

５．９２５～６．４２５左旋２７．１ｄＢ日本全土（含離島）

１７．７～２１．２右旋３４．２ｄＢ

２７．５～３１．０左旋３３．８ｄＢ日本本土

衛星位置：東経１３５度，姿勢安定度：±０．３Ｋ

２１９－



ビーム中心での利得計算値を表５．１９に示す。一例として、１９．５ＧＨＺでの放射パターンの

設計値を図５．３４に示す。図中、破線で示した部分が衛星の姿勢安定度をも考慮に入れたサ

ーピスエリアである。

表５．１９利得ピーク値（計算結果）

周波数帯（ＧＨｚ）４６２０３０

利得計算値（ｄＢ）３Ｌ３３４．９４１．１３９．６
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図５．３４放射パターンの計算値（１９．５ＧＨｚ）

（破線はサーピスエリアを示す）

１

アンテナの固定損失として考慮した項目およびそれによる損失の推定値を表５．２０に示す。
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表５．２０アンテナの固定損失

項目マイクロ波準ミリ波

スピルオーバ０．１５ｄＢ０．１

・鏡面精度０．０１０．０８（２０ＧＨｚ）．０．１７（３０ＧＨｚ）

導体損０．０１０．１

位相誤差０．０５０．０５

熱遮蔽０．０５０．０５

熱歪・工作誤差０．１０．１

総合０．３７０．３９（２０ＧＨｚ）．０．４８（３０ＧＨｚ）

（２）実測結果

熱構造モデルの電気特性の測定は、約１．６ｋｍ離れた２地点間で行なった。表５．２１に各周

波数帯中心での利得実測値を示す。表５．１９と比較するとマイクロ波帯の利得が約１ｄＢ低く、

３０ＧＨＺ帯の利得が２．５ｄＢ上っている。この原因は主として鏡面に起因するも‘のと思われる

ので、放射パターンの形状との関連で以下に考察する。

表５．２１利得実測結果

周波数（ＧＨｚ）３．９５６．１７５１９．５２９．５

利得ピーク値（ｄＢ）３０．４３３．９４１．０４２．１

ビーム中心での利得（ｄＢ）３０．３３３．４３９．５３７．８

放射パターンの測定は、仰角（Ｅｌ）をパラメータ（０．２５°間隔）とし方位角（Ａｚ）を変

化して行なった。測定結果を図５．３５、図５．３６に示す。

図５．３５は、図５．３４の計算値と対応するものである。これらの図から、パターンの形はほ

ぼ一致していると言えよう。しかしながら図５．３５は図５．３４にくらべると等高線の長軸の傾

斜が緩くなっていることがわかる。このような傾斜は３０ＧＨＺ帯についても言える。傾きの

大きさは測定誤差等をこえたものであることを考えると、その原因は鏡面に求めるのが妥

当であろう。このような成形ビーム技術は、すでに電気モデルでの計算と実測により、そ

の妥当性が確認されている。従って電気モデルと熱構造モデルの鏡面の差は、その材質お

よび工作法にあると考えられる。前者はアルミ板を用いた切削法によるのに対して、後者

はアルミハニカム・サンドイッチ板を圧着成形したものである。
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そこで、鏡面の寸法を測定し計算値と比較した。その結果を整理し、図示したのが

図５．３７である。この鏡面ひずみの特徴は、明らかな等高線が存在し外側にいくにしたがっ

てひずみが大となり、また中心附近では周方向の周期性（π周期）が見られ、かつ鏡面に

対し

てある角度をもってひずみが存在している点にある。これに対して、電気モデルの鏡面測

定結果では、ほぼランダムなひずみであり、周期的ひずみは観測できていない。

以上のことから、図５．３４と図５．３５とのビーム長軸の傾きの差は、図５．３７のような鏡面ひ

ずみに起因していると考えるべきであろう。そこで簡単なモデルを想定して、ビーム長軸

の回転に対する定性的な評価を行なった。

図５．３８は、円形開口面上で電界の振幅分布を一様とし、位相分布を鏡面座標ρ、φ’を

用いて

△φρＩｓｉｎφ’｜
（５－１２）

で与えた場合の放射パターンである（△φ＝２ｒａｄ）。これは、ある一方向で位相を一定

とし、それと直交する方向には偶対称な位相変化を与えたもので、その放射パターンはほ

ぼ楕円となる。したがって、このパターンを基準とすれば、鏡面上の位相ひずみにもとづ

くビーム長軸の回転を把握できる。

図５．３７鏡面ひずみ（測定値一計算値，定盤上での測定による）・

―２２３－
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図５．３８楕円ビームの１例

いま、鏡面上の位相ひずみを次式で与える。

△φ２ρ２ＣＯＳ（２φ’十△必’）

方位角

（５－１３）

すなわち、径方向にはρ２で、周方向にはπ周期で変化するものとする。これは、図５．３７

の鏡面中心附近を近似したものである。△φ２＝１、△φ’＝π／５として放射パターン

を計算すると、図５．３９を得る。図中、１点鎖線はπ／５に相当する傾きである。

図５．３８、図５．３９を比較することにより、上式めような位相ひずみが存在すると、ビーム

の長軸が傾くことがわかる。そして、その回転角は鏡面上のひずみの位相角とほぼ対応が

ついている。また、ビームの形は位相ひずみの影響を受けて若干変化している。さらに、

中心での利得を位相ひずみのない状態（円形ビーム）と比較すると、図５．３８では－０．６２ｄＢ、

図５．３９では－０．５４ｄＢ（ただし、Ｄ／λ＝１００）と変化している。

この検討は、定量的なものではないが、図５．３４と図５．３３とのパターンの違い、および

表５．１９と表５．２１の違いを説明し得る。さらに、図５．３７は定盤上での測定値をもとにしたも

ので、自重によるたわみを考えると、アンテナ電気性能測定時の鏡面ひずみを正確に表現

したものとは言えない。したがって、図５．３７をもとに図５．３５の特性をすべて説明すること

はいささか問題である。この検討はその手ががりを与えるものである。

－２２４－

●

亀

●

１

ｙ４、
吸

－１

－２

－４

単位：ｄＢ



●

ｔ

ｊ

ＩＳ

図５．３９位相ひずみによるビームの変形

方位角

５。５．４考察

（１）製造法について

実現された性能を設計目標値と比較すると、ビーム中心での利得が若干異なり、かつパ

ターンの形状に差異が認められる。その一因として鏡面ひずみが考えられる。ここで使用

している材料より優れたものが見当らない状況であったため、製造法上の配慮により、鏡

面ひずみの減少をはかるべきであると考えた。たとえば式（５－１３）のようなひずみが存

在したとしても、△φ２が十分小さく抑えられれば、この問題は解決される。周辺部で位

相ひずみが大きいのは、母型におしつけられて成形された鏡面を母型から引離すことによ

って生ずる“はねかえり”に起因するものと考えられる。したがって、成形時の圧力や鏡

面の前処理等によって、この減少をはかるべきであると判断した。また、周方向のひずみ

については、必ずしも明確ではないが、ゆるやかな曲率を有するハネカムサンドイッチ板

に特有なそりが影響しているこども考えられ、その後の検討が行われた。

なお、製造技術上図５．３７のごときひずみが不可避なものであることが判明した場合でも、

そのひずみの再現性が保証できれば、あらかじめ設計段階でそのひずみを補償することも

可能であろう。

、成形用の母型そのものは、ミクロンオーダの誤差で製作されていることを考えれば、鏡

面精度の向上をはかる余地は十分にある。また、このような成形ビームと鏡面精度との関

係を明確にするとともに今後の重要な問題の１つであろう。

―２２５－
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（２）宇宙空間でのアンテナ特性

前項で述べた特性をあくまでも地上での特性である。したがって、これらのデータをも

とに宇宙空間での特性を推定する必要がある。その際、次の点について考慮する必要があ

る。

放射パターンについては、アンテナ系の自重によるたわみが問題である。これは一応理

論的な検討が可能なので、計算値と実測値との対応を明確にしておけばよい。この場合、

自重たわみによる鏡面ひずみが正確に測定される必要があり、この面での検討が不可欠で

ある。

利得について重要な問題は、スピンによる利得変動である。すなわち、分波装置をはじ

めとする給電系の楕円偏波率がＯｄＢではなく、また、もし高次モードが発生すれば、分波

装置を鏡面に対して回転するとアンテナ利得が変動する。楕円偏波による利得変動につい

ては比較的容易に推定できるが、高次モードに起因する分についてはその推定は必ずしも

容易ではない。発生する高次モードの種類、周波数、量は攬乱を受けやすく、主モードヘ

の影響はさらに複雑なものとなる。これについては実験的な確認が特に重要であった。

このほか、衛星の回転中心軸とアンテナヘの給電中心軸との不一致のために生じるビー

ムのふらつき（Ｗｏｂｂｌｅ）による利得変動も考慮すべき点である６これについてもアンテナ系

と給電分波系を接続して総合電気特性を測定する中から、正確なものを把握していく必要

がある［９３］。

５。５．５むすぴ

通信衛星搭載用アンテナとして開発した多周波共用成形ピームホーンリフレクタアンテ

ナの、耐環境性を確認するために実施する熱真空試験、振動試験ならびに音響試験に供す

る熱構造モデルの電気性能および今後の検討項目について述べた。電気特性については、

ほぼ所期の性能が得られたが、鏡面精度との関連において製造法上改善すべき方向が明ら

かとなった。その後、本アンテナは給電分波系と接続して総合電気特性を把握すると共に、

振動試験、熱真空試験および音響試験を実施して構造設計上の貴重なデータを得た。これ

らの設計・試験によって、実用化の見通しが得られたので、ＣＳ衛星への搭載を目標として、

第３次熱構造モデルの試作が行われた。この試作においては、第１次試作で得られた種々の問

題点に対する対策を実施すると共に、電気特性上も、準ミリ波のサービスエリアを日本本

土全域から札幌一福岡の８総括局に限定し、利得の向上が図られた。これらの成果は成功

裡にＣＳ衛星に引き継がれた。

｀さらに、ＣＳ衛星の成果を継承して、日本初の商用通信衛星ＣＳ－２の搭載用アンテナは、上

記のアンテナの研究成果を採り入れたものである［９０］［９３］。

図５．４０に電気特性測定中の熱構造モデルを、図５．４１にこれを熱真空試験のためスペース

チェンバ内に装着した状況を示す。
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図５．４０電気特性測定中の熱構造モデル

５。６結言

準ミリ波帯とマイク口波帯を共用する国内衛星通信方式は、多周波共用の成形ビームア

ンテナを衛星に搭載することで現在のシステム構想が固まってきた。電気モデル並びにそ

の成果をとりいれたＣＳで実証されたこのようなアンテナは、数次の熱構造モデル試作によ

って電気設計および熱・構造設計が確立し、国産化へ移行する基盤が固まった。

電気設計では通信方式に適する特性を実現するための設計法を確立するとともに、実験

的、理論的に電気特性に対する種々のパラメータの影響を検討し、利得の推定法を明らか

にした。熱・構造設計では解析を基にした設計法を確立し、さらに環境試験によってこの

実証を行った。

わが国初の実用通信衛星であるＣＳ－２に国産通信機器を搭載する方針が示されて以来、以

上の実績を基にＣＳ－２用アンテナの設計が行われた。
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図５．４１スペースチェンバ内に装着した熱構造モデル

上述の研究の意義は、ＣＳ－２用アンテナ系の国産化を可能にした事実とともに、今後ます

ます増大するであろう国内衛星通信への需要に対し、中継器をも含めた全搭載通信機器を

国内技術で対処してゆく時代を拓いたことにあるといえる。

さらに次世代の大容量通信衛星において必須の技術となるマルチビームアンテナに関し

て、方式的な研究を行ない、その方向を明らかにした。
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第６章結論

本論文は、地上および衛星通信方式における固定局アンテナに関する研究をとりまとめ

たものである。直接に研究の対象としたアンテナの範囲は、ｌｌＧＨｚ短距離無線中継方式に

おける無給電アンテナとしての回折網、２０ＧＨＺディジタル無線中継方式におけるカセグレ

ンアンテナ、国内衛星通信方式の地球局アンテナとしての軸対称カセグレンアンテナ、お

よびオフセットカセグレンアンテナ、ならびに中容量国内通信衛星搭載用４周波共用成形

ピームホーンリフレクタアンテナである。これらの種々のアンテナ系の高性能化に関して

解決すべき基本的諸問題についての理論的・実験的検討結果を第３章に記述している。

これらの研究を通して得られた成果をまとめると次のようになる。

第２章短距離無線中継方式への回折網の適用においては、

（１）世界的にも類例のない回折網無給電中継方式のｌｌＧＨｚ帯における諸特性、特にフェ

ージング伝搬路における特性および着雪の影響を明らかにした。

（２）透過形回折網を新しく考慮し、回折網の一層の経済化・高性能化を図った。

（３）回折網の設計法、適用領域および回折網を用いた中継回線の設計法を確立した。

（４）透過形回折網の研究の過程で、雪の性質、着雪状況等を明らかにするとともに。

各種誘電体材料のｌＯＧＨｚ帯での誘電常数を測定した。

等を挙げることができる。なお、この回折網は、電電公社の松坂一伊勢回線で商用化され

約１０年間その使命を果した。

第３章通信用アンテナの高性能化に関する研究においては、

｛１）２０ＧＨＺディジタル無線中継方式用カセグレンアンテナにおいて、鏡面の微少な歪が

交叉偏波特性には及ぼす影響を、実験的、理論的に初めて明らかにし、製造法改善

への方策を示した。

（２）着雪がアンテナに及ぼす影響、特にその交叉偏波特性に及ぼす影響を実験的、理論

的に明らかにした。

（３）アンテナの広角指向特性改善の一考案を行い、その設計法と特性を明らかにした。

（４）アンテナサイドローブの統計的性質を明らかにし、方式設計への適用を容易かつ定

量化した。

（５）回線の相互干渉をも考慮に入れて、総合的見地からみたアンテナの最適指向特性の

検討を行い、今後の設計指針を示した。

（６）回折網の理論を応用した干渉波の除去法を提案し、設計法を確立するとともに、そ

の効果をモデル実験により確かめた。

これらの研究により、特に、無線通信方式の方式設計の観点から見たアンテナ特性の高

性能化に関する重要な諸問題が明らかとなった。

－２２９－



第４章国内衛星通信方式における地球局アンテナ系の研究においては、

（１）３０／２０ＧＨｚの準ミリ波帯を用いた国内衛星通信方式用地球局アンテナとして、局舎

屋上に容易に設置可能とした経済的な軸対称カセグレンアンテナ系の電気的・機械

的諸特性を明らかにして、その設計法を確立した。

（２）特に照準塔を使用しないで、電気特性を確保しうる機械精度と、限定駆動方式によ

る構成の簡易化、並びに所要鏡面精度の確保には新しい工夫を盛り込んだ。

（３）地上方式との周波数共用を考慮し、さら’に広角指向性の優れたオフセットカセグレ

ン形アンテナを世界で初めて準ミリ波地球局アンテナに適用するための設計法を確

立するとともに、その特性を明らかにした。

（４）軸対称と基本的に異なる構成を有し、構造的にも大形化するオフセットカセグレッ

アンテナを軸対称と同様の条件で局舎屋上へ設置可能とするため、機構設計上の種

々の工夫を重ねた。

（５）特に製造費上昇の最大要因である鏡面パネルの製作を簡易化するため、鏡面修整を

副反射鏡と集東反射鏡で行い、主反射鏡は非修整とする新しい鏡面修整法を実用化

した。

（６）以上の研究により、世界の水準を抜く低サイドローブ特性を有する実用的な準ミリ

波地球局アンテナを完成した。

ここに開発した準ミリ波専用オフセットカセグレンアンテナは、日本初の商用通信衛星

ＣＳ－２を用いた衛星通信方式地球局アンテナとして、日本各地の局舎屋上に建設が進め

られつつある。

第５章衛星搭載用アンテナ系の研究においては、

（１）日本本土および日本全土を通信領域とする国内通信衛星に搭載する単一ビーム４周

波数帯共用アンテナの方式的設計条件を明らかにした。

（２）次世代衛星のアンテナ系としてマルチビームアンテナの方式的検討を行った。

（３）準・ミリ波帯とマイクロ波帯とを共用する世界にも例のない国内通信衛星に搭載する

４周波共用成形ピームホーンリクレクタアンテナ系の設計法を確立し、その特性を

明らかにした。

（４）電気モデルの成果を基に熱構造モデルを設計、試作し、その問題点を明らかにした。

これらの研究実用化の成は、実験用静止通信衛星ＣＳ（さくら）、および１９８３年２

月、ならびに８月に成功裡に打ち上げられた日本初の商用通信衛星ＣＳ－２ａ、２ｂ搭載’

用アンテナの原形となったものである。
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信学全大，５８９，１９７３．

［４０］高野，進士：“開口面アンテナの交叉偏波特性の解析”，５０信学全大，５４１，１９７５，

［４１］仲原，奈良，山田：“３周波数帯共用アンテナ・給電系の総合特性”，通研実報，１９，３，

ｐ．７９，１９７０

［４２］Ｓ．Ｓｉｌｖｅｒ：“ＭｉｃｒｏｗａｖｅＡｎｔｅｎｎａＴｈｅｏｒｙａｎｄＤｅｓｉｇｎ”ｆＭｃＧｒａｗＨｉｌｌ，１９４９．

［４３］黒岩，小沢：“氷，雪，過冷却水滴の誘電性質”，北大応電い報，８，４，０，１７５，１９５５．

［４４］喜連川，有田：“金網入り誘電体ラドーム”，信学６＾ｉ４４ｆ２ｔＰ．．１９６１．
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【４５１ＣＣＩＲＲｅｐｏｒｔ３９１－１

［４６］苅込，進士：“衛星通信実験所アンテナの特性”，通研実報，２２，６，０，１５１３，１９７３．

［４７１ＣＣＩＲ１９７４最終会議Ｄｏｃ．４／１８５（スエーデン），４／２０６（日本），４／２５８（オランダ），４／２６３（イ

ダリア）。

［４８］ＣＣＩＲＲｅｃｏｍｎｉｅｎｄａｔｉｏｎ４６５－１．

［４９］ＢｏｉｔｈｉａｓｔＢｅｈｅ：“ＤｉｒｅｃｔｉｖｉｔｅＭａｘｉｎｉａｌｅｅｎＤｅｈｏｒｓｄｅＬ’ＡｘｅｄｅｓＯｕｖｅｒｔｕｒｅｓ

ＲａｙｏｎｎａｎｔｅｓＥｑｕｆｐｈａｓｅｓ”，Ａｎｎａｌ．Ｔｅｌｅｃｏｍｒａ．，２６，９／１０，ｐ．３２５，１９７１．

［５０］進士，高野：“アンテナサイドローブの統計的性質”，信学＾５９－Ｂ，１，０．７４，１９７６．

【５１】森：“国内衛星通信方式”，信学通方研資，ＣＳ６９・７４，１９６９．

［５２ｊ進士：“国内衛星通信方式の一考察”，信学技報，ＣＳ７１－１３２，１９７２

［５３］宮内：“国内衛星通信方式の研究実用化”，通研実報，２９，４，ｐ．５３１，１９８０．

１５４］高野，小川，石田，進士：“準ミリ波地球局カセグレンアンテナ”，通研実報，２７，７，

ｐ．１４６１，１９７８．

［５５］高野，小川，進士，石田：“２０，３０ＧＨｚＢａｎｄＣａｓｓｅｇｒａｉｎＥａｒｔｈＳｔａｔｉｏｎＡｎｔｅｎｎａｆ。ｒ

ｔｈｅＪａｐａｎｅｓｅＤ。ｗｅｓｔｉｃＳａｔｅｌｌｉｔｅＣｏｍｉＢｕｎｉｃａｔｉｏｎＳｙｓｔｅｍ”，ＩＥＥＥＴｒａｎｓ．，ＣＯＭ－２７，

１１，Ｐ．１７２８，１９７９．

［５６］高野，小川，堀，進士：“オフセットカセグレン地球局アンテナの設計”，通研実報，２９，

３，ｐ．４１５，１９８０．

［５７］高野，小川，堀，別段・：“オフセットカセグレン地球局アンテナの設計とその特性゛，

信学論，Ｊ６３－Ｂ，３，ｐ．２３２，１９８０．

【５８】小川，高野，進士：“ＡｎＯｆｆｓｅｔＣａｓｓｅｇｒａｌｎＡｎｔｅｎｎａｆｏｒｔｈｅＳａｔｅｌＨｔｅＣｏｍｍｕｎｉ－

ｃａｔｉｏｎＳｙｓｔｅｍＥａｒｔｈＳｔａｔｉｏｎ”，ＩＳＡＰ，Ｂ－２－Ｍ９７８．

［５９］高野，小川，堀，進士：“ＯｆｆｓｅｔＣａｓｇｅｇｒａｉｎＥａｒｔｈＳｔａｔｉｏｎＡｎｔｅｎｎａｆｏｒｔｈｅ

ＪａｐａｎｅｓｅＤｏＫｉｅｓｔｉｃＳａｔｅ川ｉｔｅＣｏｍｔｔｉｕｎｉｃａｔｉｏｎＳｙｓｔｅｍ”，ＩＥＥＥＴｒａｎｓ．，Ｃ０Ｍ－２８，６，

ｐ．８８３，１９８０．

【６０】高野，小川，板波，堀：“準ミリ波地球局用アンテナ・分波装置”，通研実報，２９，４，

ｐ．７１５，１９８０．

［６１］島田，小山：“衛星通信実験所用アンテナ”，通研実報，２２，４，０．１５１３，１９７３．

［６２］小川，高野，石田，進士，他：“準ミリ波専用地球局カセグレンアッテナ”，信学技報，

ＡＰ７６－５０，１９７６．

［６３］小川，高野，石田，進士：“局舎屋上設置型準ミリ波専用地球局カセグレッアッテナの

概要”，５２信学全大≫５４０，１９７７．’

［６４］水沢，田中：“鏡面修整オフセットカセグレンアンテナ”，信学アンテナ伝播研資，ＡＰ

７４－３７，１９７４．

［６５］水口，赤川，横井：“オフセットグレゴリアンアンテナ”，信学ｉ＆，Ｊ６１－Ｂ，３，ｐ．ｌ６６，
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１９７８．

［６６］Ｊ．Ｓ．ＣｏｏｋｉＥ．Ｈ．Ｅｌａｍ．Ｈ．Ｚｕｃｋｅｒ：“ＴｈｅＯｐｅｎＣａｓｓｅｇｒａｉｎＡｎｔｅｎｎａ：Ｐａｒｔｌ

ＥｌｅｃｔｒｏｍａｇｎｅｔｉｃＤｅｓｉｇｎａｎｄＡｎａｌｙｓｉｓ”，Ｂ．Ｓ．Ｔ．Ｊ．，４４，７，ｐ．１２５５，１９６５．

Ｗ．Ｚ．Ｄｅｎｋｒａａｎ他：“Ｐａｒｔ］】ＳｔｒｕｃｔｕａｌａｎｄＭｅｃｈａｎｉｃａｌＥｖａｌｕａｔｉｏｎ”，Ｐ．１３Ｏ１．

［６７］Ｃ．Ｎ．Ｋｉｎｇｔｏｎｊ－Ｅ．Ｄ．Ｒ．ＳｈｅａｒｍａｎｉＨ．Ａ．Ｐｒｉｍｅ：“Ａ２０ｆｔＯｆｆｓｅｔＣａｓｓｅｇｒａｉｎＡｅｒｉａｌ

ｆｏｒＲａｄｉｏＰｒｏｐａｇａｔｉｏｎｔＣｏｎｔｒｏｌａｎｄＣｏｍｎｉｕｎｉｃａｔｉｏｎＲｅｓｅａｒｃｈａｔ３－３０ＧＨｚ”，ＩＥＥ

Ｃｏｎ・ｆ．ｏｎＥａｒｔｈＳｔａｔｉｏｎＴｅｃｈ．，Ｐ．２３３，１９７２．

［６８］Ｔ．Ｃｈｕ，Ｒ．Ｅｎｇｌａｎｄ，Ｄ．Ｇｒａｙ，Ｒ．Ｗｉｌｓｏｎ：“Ａ７・ＭｅｔｅｒＯｆｆｓｅｔＣａｓｓｅｇｒａｉｎＡｎｔｅｎｎａ”，

ＩＥＥＥＡＰ－ＳＩｎｔｎ．Ｓｙｒｎｐ．Ｄｉｇｅｓｔ，ｐ．４４０，１９７７．

［６９］Ｈ．ＭｉｚｕｓａｕｉａｊＴ．Ｋｉｔｓｕｒｅｇａｕａ：“ＡＢｅａｍ－ＷａｖｅｇｕｉｄｅＦｅｅｄｈａｖｉｎｇａＳｙｔｎｍｅｔｒｉ。Ｂｅａｍ

ｆｏｒＣａｓｓｅｇｒａｉｎＡｎｔｅｎｎａ”，ＩＥＥＥＴｒａｎｓ．ＡＰ－２１，５，ｐ．８８４，１９７３．

［７０１Ｖ．Ｇａｌｉｎｄｏ－Ｉｓｒａｅｌ，Ｒ．Ｍｉｔｔｒａ，Ａ．Ｇ．Ｃｈａ：ＡｐｅｒｔｕｒｅＡｔｏｐ］ｉｔｕｄｅａｎｄＰｈａｓｅＣｏｎｔｒｏｌ

６ｆＯｆｆｓｅｔＤｕａｌＲｅｆｌｅｃｔｏｒｓ”，ＩＥＥＥＴｒａｎｓ．ＡＰ－２７，２，ｐ．１５４，１９７９．

［７１１小川，高野，進士：“オフセットカセグレン型アンテナの地球局への適用についで，

信学技報，ＡＰ７７－９ｌ，１９７７．

［７２］小川，堀，高野：“オフセットカセグレン地球局アンテナの特性と測定法”，通研実報，

２９，３，ｐ．４４３，１９８０．

［７３１小川，牛島，高野：“オフセットカセグレンアンテナの放射特性”，５１信学光・電波全

大，７０，１９７６．

［７４］沼野，外，村上：“パラボラアンテナの風力係数，風圧力についで，信学アンテナ伝播

研資，ＡＰ７２－４０，１９７２．

［７５］進士，島田，小山，熊沢：“中容量国内通信衛星搭載用アンテナ系の方式設計”，通研

実報，２４，５，ｐ．ｌ０１３，１９７５

［７６１進士，熊沢，上野：“国内通信衛星用準ミリ波マルチビームアンテナの方式的検討”，

４８信学全大，Ｓ６－７，１９７３．

［７７］進士，安達：“マルチビームアンテナ”，信学誌，６０，５，０．５４４，１９７７

［７８］進士，小峰：“衛星搭載用周波数共用アンテナの放射特性に関する一考察”，４７信学

全大，５８８，１９７２．

［７９］森田他：“準ミリ波帯国内衛星通信回線の降雨減衰の推定（１）”，信学通方研資，ＣＳ７４－

８３，１９７４．

［８０］森田，明山，樋口：“衛星通信回線における降雨減衰とその対策”，信学通方研資，ＣＳ７

１－１３３，１９７２．

［８１］ＣＣＩＲＲｅｐ．３２１ｊＴｅｒｍｓａｎｄＤｅｆｉｎｉｔｉｏｎｓ＊Ｒｉｇｈｔ－Ｈａｎｄ（ｃｌｏｃｋｗｉｓｅ）ｏｒＬｅｆｌ－Ｈａｎｄ

（ａｎｔｉ－ｃｌｏｃｋｗｉｓｅ）ＥｌｌｉｐｔｉｃａｌｌｙｏｒＣｉｒｃｕｌａｒｌｙＰｏｌａｒｉｚｅｄ（ｅｌｅｃｔｒｏ－ｍａｇｎｅｔｉｃ）

Ｗａｖｅｓ．

－２３５－

｜

ｊ

１

１

１

｜

｜

｜

！

｜

』
！

｜

ｉ

｜



〔８２〕進士，島ｍ，片木，他：“国内通信衛星搭載用多周波数帯共用成形ピームホーンリフレク

タアンテナ”，信学技報，ＡＰ７２－６７，１９７２．

［８３］進士，明山，上野，根本：“ＳｈａｐｅｄＢｅａｎＨｏｒｎ－ＲｅｆｒｅｃｔｏｒＡｎｔｅｎｎａｆｏｒＪａｐａｎｅｓｅ

ＤｏｍｅｓｔｉｃＣｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎＳａｔｅｌｌｉｔｅ一ＥｌｅｃｔｒｉｃａｌＣｈａｒａｃｔｅｒｉｓｔｉｃｓ”，Ｐｒｏｃ．ｌｌｔｈ

ＩＳＳＴＳ，ｐ．５９９，１９７５

［８４］進士，島田，片木，他：“国内通信衛星用整形ピームホーンリフレクタアンテナシステ

ムの試作”，信学ｆ＆，５７－Ｂ，６，ｐ．３５３，１９７４

［８５］進士，島田，草野，他：“国内通信衛星用多周波数帯共用反射板っきパラボラアンテナ

”，信学技報，ＡＰ７２－６８，１９７２．

［８６］武市，片木：“成形ビームホーンリフレクタアンテナ”，信学アンテナ伝播研資，ＡＰ７０－

７４，１９７１．

［８７］八坂，中島，中川，他：“ＳｈａｐｅｄＢｅａｍＨｏｒｎ・ＲｅｆｌｅｃｔｏｒＡｎｔｅｎｎａｆｏｒＪａｐａｎｅｓｅ

ＤｏｍｅｓｔｉｃＣｏｉｎｍｕｎｉｃａｔｉｏｎＳａｔｅｌｌｉｔｅ一ＳｔｒｕｃｔｕｒａｌＰｒｏｐｅｒｔｉｅｓ”，Ｐｒｏｃ．ｌｌｔｈ・ＩＳＳＴＳ

Ｔｏｋｙｏ，１９７５．：

ｒ８８］八坂，中島，中川，他：“通信衛星搭載用アンテナの構造開発”，第２０回構造強度に関

する講演会講演集，２Ｂ６，ｐ．２２６，１９７８．

［８９］石田，上野，明山，進士，他：“衛星搭載用アンテナ熱構造モデルの特性”，信学技報，

ＡＰ７５－２４

［９０］八坂，中川，上野，熊沢：“搭載用アンテナの設計と特性゛，通研実報，２９，４，ｐ．７１５，１９８０．

［９１］進士：“山岳回折干渉波の除去法”，４５連大，１２０９，１９７０．

［９２］進士，鹿児嶋：？アンテナ干渉波除去法に関する一検討”，５０信学全大，５８０，１９７５．

［９３］鹿児嶋他：“スピン安定形国内通信衛星にとう載する成形ビームアンテナ熱構造モ

デルの電気特性”，信学ｆ§，Ｊ６３－Ｂ，１２，ｐ．１１８５，１９８０．

【９４】加藤，大橋：“マイクロ波中継アンテナ”，信学誌，４８，４，０．６１４，１９６５．

［９５１虫明：“我が国におけるアンテナ研究の動向”，信学誌，６０，４，ｐ．３４０，１９７７．

［９６］竹下：“無給電中継”，信学誌，４８，４，ｐ．６０７，１９６５．
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